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巻 頭 言

本学の地域交流研究センターは本学創設とともに発足し、平成 17年 で 9年 目

を迎えています。 9年 間、 二 重県立看護大学の附属研究機関として地域の健康

に関わる様々な専門職および県民の皆様との交流を通 して研究活動を行って参

りました。開学以来の地道な活動はその後開学された大学への刺激 となり、い

くつかの大学で同様の附属の研究機関を設置しており、その先駆けとして本セ

ンターは革新的な役割を果たしてきました。

本センターの事業は、現在、 「研究開発事業」、県民局担当制事業」、 「直

接ケア事業」、 「継続教育事業」の4つ に分かれています。本学の教員は学部

および大学院の教育を行 うとともに本地域交流研究センターの研究員を併任 し

お り、創設当初から4つ の活動にさまざまなかたちで積極的に従事 してまいり

ました。本地域交流研究センターの活動にご理解 ・ご協力賜 りました皆様にこ

の場をおかりして御礼を申し上げます。地域交流研究センターの一つの目標に

地域の行政機関と連携 して二重県の各地域の特性にあった地域ケアシステムお

よび看護方法の支援、および研究開発があり、これらの実践活動および実証研

究を展開することで研究成果および研究実績から県民の地域の貢献を行い、行

政施策に提言を行 うことにあります。現在、これらの使命をより明確化するこ

とが、現在の本センターの課題 となっています。来年度からは、さらに介護制

度が改定し、地域包括支援センターの開設などからますます地域の看護職の活

躍が期待されています。また、昨年暮れにはわが国の出生率が死亡率を下回り、

ますますの少子社会が到来することが明らかになりました。これらの今後の状

況を踏まえて本センターの活動をますます発展させ、地域貢献のあり方を明確

化 してまい りたいと存 じます。今後ともご理解 ・ご協力を賜 りますようお願い

申し上げます。

平成 18年 3月

三重県立看護大学

地域交流研究センター長

鈴木みずえ
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1.県 民局担当制事業

(1)北 勢県民局

担当者 : 林 文 代、鈴木みずえ、杉山喜代子,竹 本二重子、藤本幸三、上本野唱子、大谷恵、

河合富美子、澤井早苗

【事業要旨】

1.高 齢者ケアおよび転倒予防ケアに関わる研究指導

2.管 内市町の母子保健事業を看護職の立場から支援し、地域の人々の健康づくり、子育て環境

の整備

3.北 勢地区の緩和医療の発展に貢献するために、緩和ケアに携わる看護師への支援

4.小 児の事故予防に関する啓発活動

5。精神看護の専門的知識と技術を活用し、アルコール性臓器障害を持つ対象への直接的 ・間接

的ケアの実施

【地域貢献のポイント】

1.高齢者ケアの質の向上を目標に 高 齢者ケアおよび転倒予防ケアに関わる研究指導を行つた。

2.管 内の地l_Hk保健看護活動を支援し、県民との協働による健康づくりの推進を図り、健やかで

心豊かな生活の実現に寄与する。

3.北 勢地区における緩和医療の発展に向けた医療保健福祉活動の基盤づくりとして、看護師の

学習ニーズにあつた支援 ・協力を行うことによって地域貢献する。

4.小 児の事故発生の原因把握をおこなう事が、事故予防対策への対策となる。この結果を保護

者へ指導することで地域への貢献が可能となる。

5.本 活動を行うことにより、アルコール乱用 ・依存症の早期発見 ・治療につながり、適列な文

援を提供することが期待できる。また、県内のアルコール医療の連携強化の
一
助となると考え

られる。

I.活 動目的 ・目標

1.高 齢者ケアの質の向上を目的に転倒予防に取り組む四日市市高齢福祉課および関連の老人福祉

施設を支援する。

2.県 民局管内の地域保健看護活動を支援し、県民との協働による健康づくりの推進を図り、健や

かで心豊かな生活を支援する。

3.県 立総合医療センターおよび四日市社会保険病院などにおける看護活動並びに教育活動に参加協

力することにより、教員自身の実践能力および県民局管内の看護師の資質の向上に寄与する。

4.小 児各期の特徴をふまえた事故予防の啓発を就学期以前の児を持つ母親に対し行なう。

5.精神科以外の領域で、精神看護の専門的知識と技術を活用し、スタッフと連携して直接的・間接的

ケアを実践する。アルコール性臓器障碍を持つ対象への援助を行う。県内のアルコール医療に関す

る研究会との連携を行う。
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E.活 動内容および経過

1.高 齢者ケアおよび転倒予防ケアに関わる冊究指導

])円 口市市高齢福祉課が平成 17年 10'110日 の転倒予防医学研究会に転倒予防に関する四

目市市の取り組みを発表した.学 会発表に関する成果のまとめおよび研究発表の支援を行つ

た,1司研究会では産学共同研究の取り組みは非常に貴重であることから会場からの質問も多

く、注目を集めた。また、凶日市市で実施されている音楽療法を活用したボランィア講座に

関する報告書17Dまとめを支援した.

2)(医 )里 仁会 介護老人保健施設 ちゅうぶが平成 17年 全国老人保健施設大会横浜の発表の

際に調査および成果研究t7Dまとめに関する指導を行つた。1司施設は平成 16年 度の転倒予防

検討会の参加施設であり、継続して転倒リスクアセスメントおよび評価を実施している。研

究内容のまとめ方、昨年度の研究の成果の発表などの支援を行った。ISOを 用いた転倒予防

を実施している施設であり、取り組みの成果は好評であつた。

3)中 部介護支援センター デイサービス みたきの家における研究発表について支援を行った

1司施設では、重度の認知症に対して個別性を踏まえたケアの実践から高齢者の QOLが 向

上したケースがあり、これらの事例についての分析、研究報告のまとめなどの指導を行つ

た,

2.菰 野町の母子保健事業への協力として、①子育て支援に関する事業への支援、②ケース検討

会への参加、③情報提供を計画していたが、① ,②に関しては先方のニーズと当方の日程調整

ができず、実施できなかった。③に関しては、電子メールや電話を通して数回の情報交換を行

った。

3.医 療センターと四日市社会保険病院などの北勢地区

1)施設における緩和ケアの活動状況やニーズを把握するために、現場の看護活動へ参加した。

2)看 護師の緩和ケアに関する学習ニーズに対応するための資料を整備し、活動展開の準備 ・

相談をした。

3)東 海 ・北勢地区の緩和ケア研修会 ・研究会へ参加した。

4.小 児の事故予防に関する啓発活動

休日の救命救急センターにおいて、事故発生の現状把握に努めた。活動日における救命救急セ

ンターの受診者は小児内科系の患者が多く、事故で受診した児は僅少であつたため、事故発生

の背景を特徴づけられるような把握までには至らなかった。

5も 今年度は、病棟師長および看護師のカンファレンスに参加し、教員の活動 目的・目標、活動内

容を説明するとともに、病棟からの依頼でアルコール性臓器障碍患者に対する直接・間接ケアを

実施するために、教員の連絡先を伝えた。

アルコール医療に関する研究会とのメーリングリス トに参加するとともに、研修会参加者と

の連携を図つた

III.活動の成果

1.高 齢者ケアに先駆的に取り組んでいる施設の効果的取り組みなどについて、学会発表および雑

誌における成果のまとめの支援を行った。

2.県 民の健康づくり、および看護職者の力量形成を図ることにより保健医療福祉サービスの向上

に寄与するという効果を目指したが、そこまでには至らなかった。

3.北 勢地区における緩和ケア勉強会 ・研修会は、従来から病院間の連携をとつて行われていた。

本年度 10月 には 「第 1回 北勢緩和ケア研究会」カミ開催され、これに参加した。この研究会の発

足は、北勢地区における緩和ケア活動が一つのムーブメントとして始まったことを示していると

考える。
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また、本年度は一般病棟において緩和ケアに携わる看護師の看護活動に参加ヒ観祭した、この

ことによつてそれぞれの看護師の質の高さを実感したと共に、教員自身の看護実践能力の向上の

一助となつた,こ れを通して看護師の熱意や悩みなどについての一部を聴取した■、と、表の段階

には至っていない.

4.活 動「1における救命救急センターの受診者は小児内科系の忠者が多く、事故でfiや1_■Tユ(に

少であつたため、事故発生の背景を特徴づけられるような把握までには至成,な■→た

5.本 活動について病棟への周知が不十分であったため、対象への直接 ・問接ケ7“_ナー:方任するマエ在

らなかった。

アルコール専門医療機関からアルコール性臓器障碍患者に対する活動への期待と積極士!言動

を行う必要性の意見があつた。

IV.今 後の課題

1.各施設が継続してケアの質の向上の取り組みできるように今後も支援していきた卜と思t まヽ ■

2.活 動時間の確保が必要である。

3.我 が国の全死亡数の 30%が 癌であり、施設内死亡は全死亡教の 94弘)を「!〒い、fトメ七ス・十1や!

ケア病棟での死亡数は、がんの施設内死亡の 3%だ と報告されている。多くげ)|、十■ 一状■林て

亡くなる現在、
一般病棟における緩和ケアの質を高めるために、看護師の学者′ヽザ;■力を するこ

とによって、微力ながら地域貢献したいと考える.

4.目 的が達成できるように活動日を増やす必要性は感じるが、学内業務との関Iユ■笥ttl

5.今 後は、活動時間を確保し、定期的な活動を行い、本活動について周知を行うだ要ド|,る!rl、

本活動を継続し、県内のアルコール専門医療機関との連携を図る必要がある。
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( 2 )津 地方県民局

担 当者 : 臼井徳子、二村良子 ( 小林文子) 、大平肇子、草川好子、内田敦子、橋爪永子、村

端真由美

【事業要 旨】

津地方県民局では、2地 域 と 3病 院の 5つ のフィール ドで看護活動を展開 している。

地域住民の方 々に対す る活動 としては河芸町の母子保健事業の両親学級や育児教室に

参画 し、妊婦体操や沐浴な どの実技指導を行い、妊婦やその夫、乳幼児、母親な どと

関わ り、妊娠期か ら分娩、子育ての時期 における不安軽減や子育て支援 を行った。

また、同町保健セ ンター主催の健康教育事業 「こころの健康講座」へ参画 し、地域住

民の リラクセーシ ョン能力の向上を目指 した リラクセーシ ョンに関する複合プログラ

ムを作成 し、実施 した。両活動 とも参加住民か らの評価は概ね好評であった。

病院 をフィール ドとした活動では三重病院 と二重大学医学部付属病院において医

療職者の介入の必要性が高い患児 と母親 に関わ り、患児のス トレス軽減や成長発達の

促進、母親の Q O L の 向上を 目指 した看護 を実践 した。
一方、住民の健康 を支援する

医療職者に対す る支援 としては看護部現任教育 (卒後教育プログラム作成、院内感染

委員会 ・学習会 ・研究活動等)に 参加 ・協力 し、院内教育の活性化 と看護の質の向上

を目指 した。 これ らの活動は病院か らの要請に応 えたものであるが、期待に応 えられ

た と評価す る。 また、一志病院では 「健康のつ どい」への参加 を通 じて、病棟スタ ッ

フや住民 との交流を深めることができた。住民が求めるニーズや地域の現状を整理 し、

さらに具体的な介入を支援す るための現状把握が行 えた。

【地域貢献のポイン ト】

母子保健事業への参画は、妊婦 と夫、乳幼児 と母親 を対象 とした出産 ・育児にかか

わる指導や相談な どの支援であ り、健康教育事業における リラクセーシ ョン法の指導

は、 日常生活の中に取 り入れ ることで住民の健康の保持増進に寄与できる。 また病院

における活動は患者 (患児)・家族である地域住民の健康回復への直接的な看護支援 と、

看護活動を提供す る医療職者に対す る看護力の向上に寄与 している

河芸町保健センター (担当 :二村良子 (小林文子) )

I .活 動 目的 。目標

母子保健事業に参画 し、母子保健事業の評価 を行い、課題 を明 らかにする。

工.活 動内容お よび経過

1 , 1歳 6か 月健診及び 3歳 児健診、事後カンファレンスに参加 した。

2 .育 児教室において、「排泄」のテーマで乳幼児を受け持つ母親を対象に講話及びグル
ープワークを実施 した。
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3  両 親学級 に参加 し、妊婦体操、沐浴の実技指導及びグループワークを実施 した。

I I I . 活動の成果

1 .全 4回 の健診、事後カンファレンスに参加 し、幼児の成長 ・発達における問題 など

が明確 になった。

2 .育 児教室には、3 5組 の母子の参加があ り、議話及び グループ ワークは好評であつた。

3  両 親学級は毎回 1 0組 程度の夫婦の参加があ り、妊婦体操、沐裕などの実施が好評

であつた。

Ⅳ。今後の課題

参加者の反応はいずれ も概ね好評であつた。今後は、育児支援の最初の機会 となる両

親学級 において、より夫婦のエーズを捉 えた内容の検討が必要である。

保健福祉部 (担当 !大平肇子 )

I . 活 動 目的 。目標

河去町保健セ ンターの 「こころの健康講座Jに 協力 し、地域における リラクセーショ

ンの支援 を実施す る。

工.活 動 内容および経過

住民を対象 とした健康教育事業に参加、協力 した。 リ ラクセーシ ョン実践について複

合ブログラムを作成 し、健康教育事業で実施 した。プログラムは参加 予定住民の年齢や

性別、背景等を考慮 し参加 しやすい内容 となるよ う工夫 した。

I I I . 活動の成果

「こころの健康講座」実施後のアンケー ト調査か らは 「リラックスする時間を持ったJ

「リラ ックスす る方法についての理解 Jの 項 目は約 9害1の人ができた と回答 し、講座全

体についても慨ね好評であつた。

I V . 今 後の課題

生活の中で リラクセー ション技法を取 り入れ るには、継続 して リラクセーシ ョンを行

うことが大切である。 日常生活で取 り組みやすい リラクセーシ ョン法の導入や継続す る

意欲が持てるよ うな工夫の検討が必要である。

県立一志病院 (担当 :車川好子、内田敦子)

I . 活 動 目的 ・目標

一志病院の看護部活動 (地域住民 との交流活動 ・健康教育活動等)に 参加 ・協力 し、

支援す る。

H .活 動内容お よび経過

「健康のつ どい 2 0 0 5 J ( 平 成 1 7 年 1 0 月 3 0 日 (日) ) に 参加 し、病棟スタッフと共に
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健康チ ェ ックを担 当 し、病院 スタ ンフお よび地域住 民 との交流 を深 めた。

l I I I . 活動の成果

「健康のつ どい」に参加 し、病院 スタッフや地域住民 との交流を通 じて、地域住民の

一志病院に対する意見を把握す るこ とで、地域住民の求める一志病院への医療や看護の

エーズについて理解 を深めることができた。老老介護や通院の不便な状況、重症化 し再

入院が必、要になるよ うな状況 下における地域医療の重要性について見つめ直 し、今後の

具体的な支援の方向性 を見出す ことができた。健康教育活動については、本年度は実施

できなかった。

I V . 今 後 の課題

本年度は、看護部および地域住民 との交流を図ることでの現状把握や昨年度までの活

動の見直 しに留まったため、今後は病院運営のあ り方 とも合わせて、看護部活動の支援

方法について共に検討 し、地域住民への貢献 も視野に入れた、より具体的な健康教育活

動への支援 も検討 してい く老、要がある。

国立大学法人 三 重大学医学部附属病院 (担当 :橋爪永子)

I . 活 動 目的 。目標

1 .入 院忠児及び家族の療養上のエーズを把握 し、病棟スタッフと共に入院患児及び家

族への援助について考 える。

2 .教 員の看護実践能力の向上を図る。

2

3

活動内容お よび経過

.平 成 1 6年度 よ り継続 して、医療者の介入の必要性が高い患児 とその母親に関わ り、

患児 と母親へのより良いケアをめざして、病棟スタッフと共に看護 を実践 した。

.院 内で行われた小児がん関連の講演会に参加 した。

.病 棟スタッフが行 う研究への助言、資料提供な どの支援 を行 つた。

活動の成果

.上 記の患児にス トレス軽減 と成長発達の促進 を目標に関わつた。その時間は母親が

リフレッシュできる時間 とな り、安定 した状態で患児に関われ ることにつながつた。

.上 記の患児への看護実践や講演会への参加 を通 して、担当者の小児看護領域の知識

や技術の向上につながつた。

.病 棟 スタッフが行 う研究の来年度中の完成をめざし、資料の提供や助言を行 うな ど

の継続的な支援 を行っている。

I V . 今 後 の課題

この活動は長期入院中の患児及びサポー ト資源の少ない家族への看護のあ り方を考え

る機会 となっている。今後 も病棟の要請に応 じて介入を必要 とする患児及び家族にケア

を行い、患児 と家族へのより良いケアについて病棟スタッフと共に検討 していきたい。

工 .

I I I .
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独立行政法人国立病院機構  二 重病院 (担当 i臼井徳子、村端真由美)

I . 活 動 目的 ・目標

1 .看 護部現任教育 (卒後教育プログラム作成、院内感染委員会 ・学習会等)に 参加 ・

協力 し、院内教育の活性化 と看護師の力量向上に寄与する。

2 .患 者及び家族に対す る看護支援 を臨床看護師 と共に探求す る。

3 .教 員の看護実践能 力の向上を図る。

正.活 動内容お よび経過

1 ,平 成 1 5年度 よ り継続 して、子育て相談・看護相談を外来で行った。

2 .病 棟か ら依頼のあった患児の入院時に訪問 し、患児 とその家族に対 して、病棟 スタ

ッフとともに、不信や不安の軽減を目指 して継続的な関わ りを行なつた。

3 .定 期的に行われている感染委員会へ参加 し、また、スタッフか らの感染予防対策に

関す る相談に随時、助言および資料提供などの支援 を行つた。

4 .病 院の診療科の特徴 を活か したク リニカル ラダー として、院内小児領l B k キ門看護 ヨ

ース (小児急性期 ・救急看護、慢性期看護、重症心身障害児看護)の プログラム作

成に協力 した。

I I I . 活動の成果

1 .子 育て相談 ・看護相談では、対談者に対 し、助言や公共の相談場所等の紹介 t )行い、

ニーズに応 えることができた。

2 .病 棟訪間では、患児や家族 と関わることで、慢性疾患を持った患者 ・家族の療養上

の思いやニーズ等 を考 える機会 となった。

3 .感 染委員会では、感染予防対策の検討及び院内ラウン ドをスタッフとともに行い、

知識 レベルの向上や感染予防対策の実践へ向けた支援ができた。

4 .院 内小児領域専門看護 コースプログラムの作成は院内卒後教育の充実 と、小児看護

の専門性 を高めることになる。

I V。今後の課題

看護部現任教育に対す る活動は一定の効果を上げていると評価できる。また、病棟看

護師 とともに患者や家族を支援 している活動 も効果を上げていると評価できる。しか し、

子育て 。看護相談事業について来談者は少な く、今後、相談方法を病院側 と協議 し、電

話相談事業な どに変更す るな どの検討が必要である。
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(3)松 阪地方県民局

【事業要旨】

松阪県民局 ・松阪市基幹犯!在宅介護支援センター ・済生会松阪総合病院において、地域におけ

る保健 ・医療 ・福れに分野の専門職者に対して技術援助を行った。

【地域貢献のポイント】

地域における保健 ・医療 ・福祉分野の専門職者の研修会で請演、および介護予防プラン事例検

言J会に参加し専門職者の実践能力の向 Lにつとめた。

活動目的 。目標

ユ.地 域における保健 ・医療 ・福祉分野の専門職者との連携および技術援助を通じて地域看護活動

に貢敵する.

2 情 報交換を通じて県民局および市町村との交流を深めるc

34地 域における看護職者 ・福祉担当職者および教員の実践能力の向上を図る。

活動内容および経過

1.は ll■県民局保健福祉部における活動

1)は 阪保健所管内保健師 ・看護師への HIV感 染症対策支援

松阪保健福祉部からの講師派遣の要請があり、松阪保健所管内保健師 ・看護師研修会という

位置づけで、7月 22日 (金)18:30～16:80、松阪庁舎 38会 議室にて 「HIV感 染の現状と課

題  “保健師、看護師として知っておくこと
"」
をテーマに講演を行つた。

2)ヘ ルビー協働隊のメンバーとして、必要な場合は健康に関する情報の発信を行った。

2 済 生会松阪総合病院における活動

1)済 生会松阪総合病院での活動

看護部への研究教育活動の ‐環として、循環器疾患を持つ壮年期男性を対象とした面接調査

研究結果 (調査研究そのものは当センター活動とは別に位置づける)を 基礎データとして、

病棟において忠者の自己管理行動向上に向けた援助方法を模索する方針とした。

2)済 生会松阪総合病院における 「緩和ケア研究グループ」への支援

外科病棟看護師による緩和ケア研究グループの 「早期緩和ケア導入効果に関する研究」に

ついて研究指導を、 11月 3日 10:00～12:00と 12月 20日 (火)10:00～16:30の2圧ェl行

った。本研究指導は来年度以降も継続していく予定である。

3.松 阪市社会福祉協議会における活動

1)10月 4日 (火)に ホームヘルパーを対象とした研修会において、「高齢者の心理Jに 関

する講演を行つた

2)10月 20日 (木)に ケアマネージャー ・福祉担当者を対象とした研修会において 「高齢

I I .
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者ll l′L 理ヽJに 関する講演を行つた。

3)松 阪市基幹型在宅介護支援センターにおける介護予防ブラン事例検討会

は阪市の9つ の地域型在宅介護支援センターのケアマネージャー、松阪市福祉事務所般員、

各地際:の民生委員、111会福祉協議会職員が参加して、介護予防ブラン事例検言ヽ十会が行われた.

介護予防 ・生活者の観点から、介護予備下を対象に各ケアマネージャーから事例が提供され

毎月2事例が検討された。

III.活動の成果

1 松 阪県民局保健福祉部における活動

松阪保健所管内保健師 ・看護師への HIV感 染症対策支援

研修会への参加者は、松阪保健所管内の保健師・看護帥約 17名であつた。HIV感 染症については、

近年大きく報道される事が少ないため、「過去の疾患Jの ような印象を1)たれがちである。また、

三重県内の HIV感 染判明者教t)100イi強ということもあり、現場の保健師や看護師らt)、実感を

持った取り組みをしづらい。 しかし、全国的に HIV感 染者数が増加 している/kNか、二重県や化ヽ阪

県民局内のみが例外と考えにくい。そうした背景のなか開催された本講演を通じて、学校保健、産

業保健などと関わる保健師 ・看護師が 「予防と知識の啓発、最近の情報や、感染者の現状」につい

て知兄を深め、ひいては地域支援の一助となるものと考えられた.参 加者の反応もおおむね良灯で

あった。質疑応答では、現場において性に関する問題を扱 う際のフト構えや問題点などについての議

論も活発になされた。

2 済 生会松阪総合病院における活動

済生会松阪総合病院は、実習施設であり、また卒業研究受け入れ病院でもあるが、研究指導を通

じてrFU当教員とスタッフの良好な関係ができた。しかし研究指導は継続中のため、成果を見るには

至っていない.

3.松 阪市社会福祉協議会における活動

1)松 阪市基幹型在宅介護支援センターにおける事例検討会では、医療 ・保健 ・福祉の祝点から事

例への実際的な支援が具体的に検討され、また地域におけるネットワークづくりも検ふ|された。

2)ホ ームヘル六― ・ヶァマネジャーを対象とした話演会を行つたがフト理学的偵1画の前演が今まで

少なかったので好評であつた。

IV.今 後の課題

1,HIV感 染症対策支援については、今後も定期的に同様な活動を行っていく必要性があるものと考

えており、来年度以降についても同様の研修会開催について検討を行うのも
一
考に値する。

2.済 生会松阪総合病院での活動のうち、援助方法の具体策についての検討は実現できなかったため、

来年度の課題とする。 しかし、基礎データである面接調査研究結果については、2006年 2月 に報

告書としてまとめ、lPl病院の看護師や調査協力者等々に配布するのみならず、今後の病棟での患者

支援のあり方に役立てる予定である。

3.平 成 18年 4月 から地域包括支援センターを中核機関とする介護予防がスター トする.し たがつ

て、基幹型在宅介護支援センターにおける介護予防ブラン事例検討会は今年度で終了する。

4.今 後、地域特性を捉えた事業の実施について検討したい。
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( 4 )南 勢志摩県民局

担当者 !永 見桂 子、村本淳子、磯和勅子、崎山貴代、(鈴木みずえ)

【事業要 旨】

県民局管内看護職の実践活動、教育活動支援 を目的に、志摩市における保健セ ンタ

ー事業および在宅介護支援センター事業に参加 し、運営 ・内容等に関する相談 ・評価

に関わつた。志摩 市志摩保健センターでは平成 1 6年度 よ り志摩市住民を対象 とした健

康意識調査に取 り組んでお り、調査および学会発表の支援 を行つた。本調査により、

適度な運動習慣が心の健康にとって貢献度の高い要因であることが示唆 され、心身の

健康増進を目的 とした運動推進体制構築のためのプラン策定が図 られつつある。また、

志摩市志摩在宅介護支援センターの転倒予防教室 (あゆも う会)お よび介護 (認知症 )

予防教室 (あたまの元気道場)の カンファレンスに参加 し、事業内容 ・効果の評価 と

見直 しに関す る助言や今後の課題の検討に協力 した。

県民局管内看護職の研究活動支援 を目的に、山田赤十字病院での看護研究活動の支

援 ・指導を行 った。山田赤十字病院では平成 4年 度か ら研究指導委員会を発足 し、看

護の質の向上および看護職の専門職 としての資質向上のために研究活動支援を継続 し

ている。看護部か らの要請に基づき、平成 1 6年度 よ り質的研究に関する指導 ・支援 を

開始 し、今年度 も看護研究研修会での講義や助産師による研究 グループの指導に関わ

った。今後 も継続的な研究活動支援への要請 を受けてお り、研究活動の活性化に果た

す役害|が示唆 された。

【地域貢献のポイン ト】

志摩市志摩保健センターの健康意識調査の支援を通 じて、地域住民の生活習慣 とく

に運動習慣 とこころの健康に関す る実態や課題が明 らか とな り、地域住民の健康増進

を目指 したプラン策定に貢献することができた。また、健康意識調査の成果の学会発

表や志摩市志摩在宅介護支援セ ンターの介護 (認知症 )予 防教室 (あたまの元気道場)

の取 り組みの雑誌掲載 を支援す ることにより、志摩市における保健師活動を全国に紹

介す ることができた。

山田赤 十字病院での研究活動支援を通 じて、看護職の実践能力 ・教育能力 ・研究能

力を高めることにより、ケアの支え手の力量形成につなが り、地域住民の健康づ くり

に資す るもの と考える。

.活 動 目的 ・目標

1 `県 民局管内の看護職 と交流 しなが ら、地域の実情を理解 し、ニーズを把握す る。

2 .管 内看護職の実践活動、教育活動支援 を通 じ、連携 を強化す る。

3 .管 内看護職の要請に応 じ、研究活動を支援す る。
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I I I .

活動内容お よび経過

.活 動支援

1 )志 摩町住民を対象 とした健康意識調査への支援

平成 1 6年 度か ら志摩市忘摩保健セ ンターが取 り組んでいる健康意識調査は、志

摩町住民の生活習慣 とこころの健康状態 を把握 、分析 し、今後 の保健 事業の課題

を明確 にす ることを 目的 としてお り、志摩市の保健事業 として予算化 され ている

1年 目の調査によりこころの健康 と運動 との関連が示唆 された ことに基づ き、ひき

続 き平成 1 7年 度 には、こころの健康 と運動習慣に焦点を絞 り調査を行った,こ げ)

成果については、平成 1 8年 1月 1 3 日に二重県公衆衛生学会で発表 した,大 ■仰|の

かかわ りとしては、調査の支援 (計画書の作成、質問紙作成、実施、集言卜、デー タ

分析)お よび学会発表の支援 (抄録の作成、パ ワーポイン トの作成、発表原ネiヴ)作

成 )を 行 つた。

2 )志 摩町機 関型在宅介護支援センター事業への参加

志摩市志摩在宅介護支援セ ンターが実施 している転倒 予防教室 (あゆ t )う会)お

よび介護 (認知症 )予 防教室 (あたまの元気道場)に 参加す るととt )に、事柊後に

行われ るカンファレンスに参画 し、事業内容 ・効果の評価 と見直 L′に1菊す るいお声

今後の課題の検討 を行つた。 また、介護 (認知症)予 防教室 (あた まの元気i L坊!

に関 しては、その取 り組み と成果を雑誌 「コミュニティケア」に掲載す る|二| ! | たi l

担 当保健師の執筆支援 と指導を行つた。

.研 究活動支援

1 )山 田赤十字病院に対す る看護研究活動支援

山田赤十字病院看護部研究委員会主催の第 4回 看護研究研修会 (平成 1 7イ+ 1 1 0 1 !

1 日 )に おいて看護職 を対象に質的研究について講演を行 つた。本研修のね らいは

( 1 ) 質的研究 とは何かがわかる、( 2 ) 質的研究の進め方がわかる、の 2点 である.

また、助産師による研究グループの 「切迫 早産で入院 している妊婦の規になる気持

ち」をテーマ とした質的研究への取 り組みをサポー トした。

活動の成果

.志 摩市における活動支援

志摩市志摩保健セ ンターの健康意識調査によ り、適度な運動習慣がこころの健康に

とって貢献度の高い要因であることが示唆 された。 この結果に基づ き、( 1 ) 忘 摩町住

民に対 し、現在志摩町で取 り組んでいる健康体操、ナイ トウォーキング等の紹介 ・普

及 を継続す る、( 2 ) 自 主的に運動を実施 している住民が、地域で リーダー となれ るよ

う養成講座 を開催す る、の 2点 を中心に、心身の健康増進 を目的 とした運動推進体制

を構築 してい く予定である。また、志摩市志摩在宅介護支援セ ンターの介護 (認知症 )

予防教室 (あたまの元気道場)の 取 り組み と成果を、「コミュニティケア」2 0 0 5 年 7

月号に 「漁村における認知症予防教室
“
あたまの元気道場

"」
とい う題 目で掲載 し、三

重県志摩市志摩在宅介護支援センターにおける保健師活動を全国に紹介 した。
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2 . 山 田赤十字病院における研究活動支援

看護研究研修会での質的研究に関す る講演を通 じて、看護部研究指導委員会 よ り、

質的研究に取 り組む上での視点が養われた との評価 を得た。なお、助産師による研究

グループか らは研究計画書、インタビューガイ ドの作成までのプロセスを体験 し、基

礎的な理解が深まった との意見が得 られた。

I V。今後の課題

志摩市における活動では保健センター事業および在宅介護支援センター事業への協力

が定着 しているが、今後 も地域 との協力のもとに、健康増進体制構築のためのプランの

具体化、プランの実施 と評価 に関わつてい くことが重要である。また、平成 1 6年 1 0 月

の市町村合併により志摩市 となつたことに伴い、これまでの事業内容を評価 し、活動の

あ り方を再検討す ることが課題である。

山田赤十年病院での看護研究活動支援は、昨年に引き続き病院における活動の基盤づ

くりの年度 となった。今後は看護部研究指導委員会 との連携 を強化 し、実践現場でのエ

ーズを掘 り下げてい くことが課題である。

現在、特定の地域あるいは病院での活動が中心 となつてお り、地域 と病院での活動の

バランスを考慮 しつつ、担 当教員の専門性 を生か した活動内容 ・方法について検討 して

い くことが課題である。
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(5)伊 賀県民局

担 当者 :小 林文子  若 林 たけ子  深 堀浩樹

【事業要 旨】

名張市において 「子育てアンケー ト調査」を実施 し、伊賀市において 「介護保険事

業計画策定委員Jと しての活動を行つた。名張市では地域の母子保健問題の特徴を明

らかに し、地域特性 を把握 した健康づ くりと育児支援の活動モデル開発へ と進めてい

る。また伊賀 市では高齢者介護に関わる課題の将来予測を検討するための資料 を提供

して、保健医療福祉計画への示唆を与える研究への発展を考えているc

【地域貢献のポイン ト】

1 .名 張 市は占い歴 史的町並みを残す市街地や古 くか ら農業を主たる生業 として営む

地域がある一方で、い くつかの住宅同地が開発 されて主に大阪方面か らの転入者が多

く住む地域があ り、家族形態はさまざまであ り、母子保健、思泰期保健ニースは、

地域によって内容にかな りの違いがあることが保健師の 日常活動か ら把握 されてきた。

また、「健康なば り2 1 J 作 成過程で行われた既存資料分析や地区住民の話 し合いか ら

問題の改善にはライフステージか ら地域の健康課題 を捉え、地域特性に応 じて関係機

関、住民 と協働す る継続性のある地域活動が必要であることが導き出 された。 し か し

地域での活動 を具体的に展開す るための 「子育て支援 Jに 関す る一次資料が保健師の

手元に乏 しく、地域の関係機関や住民に説明する根拠 としては説得力が不十分であ り、

地域 を巻き込んだ組織的 ・継続的活動に発展 させ るには困難 さが出てきた。そこでく

地域特性 を踏 まえた保健活動のモデルを明確にする目的で 「地域特性 を把握 した健康

づ くりと育児支援 Jの プ ロジェク トを立ち上げた。アンケー ト調査の結果か ら名張市

の子育てに関す る地域特性が明 らかにでき、地域住民の方々とともに改善 目標 を話 し

合 える.

2 . 伊 賀市か ら 「介護保険事業計画策定委員」 として就任の要請があ り、看護の視

点か ら介護保険事業計画への意見を述べた。高齢者の介護予防 と在宅ケアにおける

Q O I ン 向 上に繋がる介護保険事業計画の実現のために関連資料を提供 した。

I .活 動 目的 。目標

ヘル シー ピープルみえ 2 1の 目標実現を目指 して、伊賀地域の保健 ・医療 ・福祉に関

連す る機関で活動す る看護職を支援す ることにより、地域の方 々と共にあゆむ健康づ く

り活動を考え、伊賀地域の人々の豊かで健康な生活の実現に寄与す る。本年度はヘルシ

ー ピープルみえ 2 1の 目標実現に向けて、伊賀地域の特性に応 じた活動方法を考える。

Ⅱ.活 動内容お よび経過

1 .課 題研 究プロジェク ト 「地域特性 を把握 した健康づ くりと育児支援」の研究事業ヘ
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I I I .

の協力を行 った。研究事業の 目的に添って、調査研究の計画書作成 した。調査 目的、

対象、方法、実施内容、実施プロセスについて市保健師 と論議 を重ね、名張市の地域

性 を把握できる子育てアンケー ト調査票を新たに作成 した。

. 伊 賀市介護保険事業計画策定委員として 4 回 委員会に出席 し、意見を述べた。伊賀

市の地域特性に応 じたサー ビス、地域包括支援センターの活動について検討するため

に適宜、資料収集を行い、必要に応 じ県民局内で検討会を行った。

活動の成果

. 名 張市の活動では 1 か 月児、 1 0 か月児、1 歳 半児、3 歳 半児の母親 ( 各 3 6 0 名) を

対象に 「子育てアンケー ト」を 1 7 年 1 1 月 より開始 している。看護職はそれぞれの健

康診断の機会に母親に接 してきたが、このときの情報はライフステージか らみて同 じ

健康課題 をもつ地域集団 として統計的に観祭 されてこなかった。今回の調査で乳幼児

期別 と小地域別の観察ができる予定である

伊賀市介護保険課 より、委員会での討議や提供 した資料は、介護保険計画策定にお

いて有益であった との評価を得た。

今後の課題

1 `「子育てアンケー トJの 集計結果の分析 を行い、この地域の母子保健、思春期保健問

題改善に関 して継続的に支援を してい くつ もりである。

2 .看 護専門職の立場か ら地域の要講に応 えてい く。

I V .

- 1 4 -



( 6 )紀 北県民局

担当者 :伊藤千代子、馬場雄司、今 日葉子、鈴木敦子

【事業要 旨】

1 . 尾 鷲総合病院の臨床看護研究指導を平成 1 6 年 度か ら継続 して行つた。 この研修

会は看護部 7 部 門の研究チームが 日常の看護実践の中か ら課題 を見出 し、その解

決 を図ろ うとす るものであ り、最終的には看護ケアの質の向上を目指 している.

今年度はセ ミナー形式の研修会を 4 回 開催 し、各チームの研究活動 を支援 した。

また、透析セ ンターの研究 「透析看護師の教育ニーズ とポー トフォ リオ方式を活

用 した新人看護師研修支援 J に ついては、学会発表に向けての抄録作成指導を行

った。2 年 間の活動成果の発表会開催が 2 月 に計画 されてお り、助言講師を務め

る予定である。本研究指導に対 して参加者か ら次の評価 を得た。①研究の進め方

について、疑問や問題が多 くある中でのテーマの絞込み、客観的な表現方法、研

究計画書の作成、研究 目的や意義の明確化、研究方法、デー タ処理な どの学びを

得た。②研究の進行過程で行 き詰まった時に、わか り易いア ドバイスで研究の方

向性を見出 してもらつた。③研究に対 して興味を持てるよ うになった。

2 . 熊 野古道を生か した地域づ くりへの協力に向けて、尾鷲市新産業創造課お よび住

民か らの情報収集 を行 った。

3 . 紀 北県民局保健福祉部か らの要請を受けて、思春期の性教育事業の講師 として井

上洋士助教授 を推薦 した。

【地域貢献のポイン ト】

1 . 尾 鷲総合病院における臨床看護研究は、看護業務の改善や看護師の現任教育に焦

点を当てたものであ り、病院の看護の質向上に直接的に寄与す る。

2 . 熊 野古道 を生か した地域づ くりは、地域づ くりを健康づ くりと絡めて行 う計画で

あ り、尾鷲市役所新産業創造課を中心 として進められている。今後、担当者の専

F 目性 ( 文化人類学 ) を 活か した協力を行 う。

3 . 思 春期の性教育事業に対 し専門的な立場か らの助言指導が行われ ることにな り、

事業の成果が期待 され る。

.活 動 目的 ・目標

1 .尾 鷲総合病院の臨床看護研究指導を通 して、看護の質向上に寄与す る。

2 .熊 野古道を生か した地域づ くりへの協力は、今年度か らの活動であ り、今後の活動

計画の準備段階 として、新産業創造課 との話 し合い、住民か らの聞き取 りを行 う。

3 .紀 北県民局保健福祉部および管内市町か らの講師派遣、助言等の協力要請に応 じる。

.活 動内容お よび経過

1 .尾 鷲総合病院の臨床看護研究指導
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1 ) 研 修会 を 4 月 、7 月 、 1 0 月 、1 2 月 に開催 し、看護部 7 部 門の研究テーマに沿つ

て、看護研究言1 画書の作成、デー タ収集方法 ( 質問紙調査、観察等) 、デー タ整

理、結果の解釈、考察、発表用抄録作成等の指導を行った。

2 ) 透 析セ ンターの研究チームに対 して、学会発表に向けた抄録作成指導を行つた。

3 ) 看 護部が平成 1 8 年 2 月 に開催する看護研究発表会に助言講師 として出席する。

2  熊 野 T I 「道 を生か した地域づ くりへの協力

尾鷲市役所新産業創造課 との話 し合い、住民か らの聞き取 りを行つた。

1 ) 新 産業創造課の計画 ! 熊野古道のウォーキング、深層水のタラソテラビーヘの利

用、農産物の商品化 ・農業体験プ ログラムの提供 ( 食か ら健康へ) 、保健セ ンタ

ー ・に鷲総合病院 と連携 した健康ブログラム ( 観光の 目的の 一つ) な ど. 研 究者

の協力で科学的実証を行い、また住民の意欲を引き出 し雇用の増力1 1 をね らうt

2 ) を 人クラブでの間き取 り t 地元の茶の質の良さが外部研究者に奨励 され、茶因で

の農 柴体験の試みが始まる. 個 人的にやつていた ものが、朝市、試食会な ど集団

で行 う機進が起 こった, 古 道のにわかなアピールは、 ともすると新 しい t ) のを奨

励するだけにな りがらなので、地域の問題に十分 目をむけることを忘れないよ う

に してほ しい。

3 . 紀 北県民局保健福れL 部の思本期の性教育事業への協力

思イヽナ明の性教育事柴を展開す るにあた り、担 当保健師か ら専門的な指導を得たい と

の相」誠があ り、井上洋士助教授に協力を求め講師派遣要請に応 えた。

I I I . 活動の成果

1  に 背総合病院看護部 7 部 門の研究チームに対 してセ ミナー形式の研修会を 4 回 開催

し、延べ 5 1 ) 人の参加者を得た。3 回 を終えた時点で研修会の評価を行ってもらつた。

その結果、研究のあ り方や研究の方向性 について多 くの学びを得た こと、従前は研

究に対 して消極的であったが興味を持てるよ うにな り、看護ケアの質向上を目指 し

ていきたい との意欲が示 されていた。

2 . 熊 野市道を生か した地域づ くりについて、尾鷲市での取 り組み と地域での成果を把

握することができ、今後、協力を進 めるための基礎 を築 くことができた。

3 . 紀 北保健福祉部か らの要請に対 し適任の指導者 を派遣することができ、事業の効果

的な進展に寄 与・できる。

I V 。今後の課題

1 , 尾 鷲総合病院か らは、来年度 も看護研究研修会を計画 してお り継続 して指導を受け

たいとの要請があ り、本センター活動の 1 つ として協力 してい く必要がある。

2 . 熊 野 占道を生か した地域づ くりについては、今年度の準備をもとに、特に地域の高

齢者の生活 ( 収入、健康 ) に 対す る影響 ・効果に焦点をあて、行政 と住民相互への

情報提供 を行い、市の計画に寄与す る。

3 . 思 春期の性教育事業への協力は、来年度に継続する予定である。
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( 7 )紀 南県民局

担 当者 :玉 田章 、小菅有紀 、平野真紀 、 日比野直子

【事業要 旨】

紀南地域の実状を理解 し、看護職者等 と共に地域住民に対する看護サー ビスの質的

向上を目指 した研究・実践活動に取 り組むことを目的 として事業を行つた。今年度は、

紀南病院における研究支援活動の実施および紀南県民局保健福祉部保健師の紀南地域

の精神保健福祉活動の実状把握 を行 った。各活動 とも今後の継続によりさらなる成果

が期待でき、高齢 ・過疎化の進む紀南地域の実状に合った活動支援の実施を実現 して

い くことを計画 している。

【地域貢献のポイン ト】

日常の看護援助での問題 をテーマ として研究することによって看護専門職業人 とし

ての意識 を高める契機 となる。また継続 して行われ る看護研究により、看護の質の向

上に結びつき、地域に暮 らす人々に還元 され る。 しか し紀南地域は二重県南部に位置

し、看護研究に関す る研修会の多 くは二重県中部で行われ ることか ら、それへの参加

も限 られ る。 し たがつて本事業 として看護研究活動の支援 を行 うことによ り、紀南地

域看護職者の研究遂行能力を育成 し、研究意欲を高めることができる。

I .活 動 目的 ・目標

紀南地域の看護職者等 と共に、地域住民に対する看護サー ビスの質的向上を目指 した

研究 ・実践活動に取 り組む。

1 .地 域 に暮 らす人々や地域で活動す る看護職者 をは じめ とした様 々な保健 ・医療 ・福

祉分野の専門職者等 と交流 しなが ら、地域の実状を理解す る。

2 `管 内看護職者 の活動 を支援 し、高齢 ・過疎化の進む地域における看護 のあ り方につ

いて検討す る。

H .活 動 内容お よび経過

1 .管 内看護職者の活動支援 (担当 :玉 日、平野)

・紀南病院における研究支援活動

第 1回  平 成 1 7年 8月 2 4 日 (水)  「 看護研究J講 義 :玉 田

参加者 4 6名 (看護師 4 0名 、助産師 2名 、准看護師 4名 )

第 2回  平 成 1 7年 8月 2 6 日 (金)病 棟別研究指導 :玉 日、平野

対象 ! 8病 棟 (各病棟代表の看護師約 2 5名 )
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部 署 ア
ー マ

4階 病棟 4階 中央病棟における略疾で M R S A陽性患者 の動向の実態を調査す る

5 階 病棟
小児科輸液療法におけるシーネ固定前の手指アル コール消 捧による効

果の検討

外 来 トリアー ジに対す る知識調査― ア ンケー ト調査 を行 って一

3階 病棟 早期離床 を妨 げる要因 を特定す る

外 来 外 来にお ける看護 師 の ヒヤ リハ ッ トに対す る意識調査

透析外 来
体重管理不良患者に患を教育を行 う自己管理能力を向 L させ るために

援助 した症例

3階 南病棟 看護師の意識向上への取 り組み―安静時の床 上運動―

4 階 南病棟 看護業務 を中断 され るこ とに よって どの よ うな影響 を及 ぼす か

第 3阿  平 成 1 7 年 1 1 月 1 9 日

対象 : 9 病 棟  参 加者

平成 1 7 年度看護研究発表会議評 : 玉 日、平野

: 看護師、助産師、准看護師 約 8 0 名

部 署 ア
ー マ

療養病棟 リハ ビ リテー シ ョン と しての園芸療法― 心身 の状態 の改善 に向けて一

外 来
待 ち時間を快適に過 ごす為の実態調査―待ち時間に対す る思いを把握

す る一

手術室 経尿道的手術 にお ける患者 の保温

きなん苑 タッピングタッチ (心と体の元気づけ)に対 しての一考察

4階 南病棟 長期経 口摂取困難な患者の口腔ケアを考える

3階 南病棟 ナー スキャ ップ廃止後 の患者 の意識 調査 を行 って

3階 病棟 ストーマ造設患者のク リティカルパス作成 を試みて

5階 病棟 新生児保温 にお けるバ ス タオル とフ リー スの比較

4階 病棟
ヒヤ リハ ッ ト報告書を S H E L 分析 して一 ヒヤ リハ ッ トを通 して患者の安

全を考える一

. 紀 南県民局保健福祉部における活動 ( 担当 : 小菅)

紀南県民局管内で精神保健福祉活動に従事す る保健師の精神障害者訪問活動に同行

した。同行 したケースは 3 件 であ り、保健師が定期的に訪問活動を実施 していた。今

年度得 られた地域の実状は以下の通 りであった。

紀南県民局管内において、除々に精神保健福祉施設が増えつつあった ( 地域生活支援

セ ンター l ヶ 所、福祉ホーム B 型 l ヶ 所、小規模作業所 l ヶ 所、デイケア l ヶ 所 : 2 0 0 6

年 2 月 現在 ) 。しか し施設が設置 される地域に偏 りがあ り、施設利用に片道 1 時 間 3 0

分 も時間を費や さなければな らない状況がみ られた。また外来通院以外、1 日 の大半を

家で過 ごすケースもあつた。そのため、保健師は管内の社会資源の乏 しい地域において、

公民館での調理実習等の精神保健事業を実施 していた。
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I I I . 活動の成果

1 . 管 内看護職者の活動支援 ( 担当 : 玉 日、平野)

全 3  1 r l l の研究支援活動 を行い、延べ約 1 5 0 名の参加者を得た。初回の看護研究の講

義においてアンケー ト調査を行 つた結果、講義内容の理解度については参加者の 8 8 %

が 「よく挫解できた」若 しくは 「理解できた」 と回答 し、講義の満足度 については参

加者仝員か ら 「非常に満足J 「満足J 「普通 J の いずれかに1 可答が得 られた。その他 自

由記載 された阿答で も 「講義の内容 も資料 も具体例な ど挙げて くれてよかつたJ 「発表

のことまで詳 しくよくわかつたJ と の感想があ り、講義内容は概ね理解が得 られた 1 )

の と思われ る。 また、感想の中には、研究計画書の書 き方等をよ り具体的に知 りたい

とい う声もあ り、来年度以降の活動内容 として検討の必要がある。

病棟別研究精導、看護研究発表会議評についてはテーマの選定、方法 上の問題牛を

中心にテーマ毎の個別的な指導を行 った。紀南病院では過 去にテーマ毎に対す る研究

指導が行われた ことがなかつた ことか ら、進行 中の研究テーマに指導を行 う今回の方

法は具体的で理解 しやすい との好評 を得ている。

2 . 紀 南県民局保健福祉部における活動 ( 担当 : 小菅)

紀南県民局保健福祉部における活動については、活動 目標の うち地域の実状を理解す

るための情報収集 として精神保健福祉活動に関する保健師の活動に参加 した。

I V . 今 後の課題

紀南病院への研究支援活動は今年度 より開始 した。今後 も紀南病院看護部 とモ) 協力 し、

研修会の開催、個別指導の充実な どさらに発展 した研究支援活動につなげてい くことを

計画 している。紀南県民局保健福祉部における活動については、今年度は地域の実状を

理解す るための情報収集にとどまった。そのため今後の課題 として、引き続 き保健師の

活動に参加 し情報収集 を積み重ねるとともに、紀南地域の実状 と要望に応 じた活動支援

の実施 を実現 していきたい と考える。

現在、地域交流研究セ ンターの組織 を変更すべ く検討 中であるが、二重県の中央か ら

離れた紀南地域の実状を考えた場合、これ らの活動は今後 も継続す る必要があると考え

ている。
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2 .研 究開発事業

( 1 )マ ル トリー トメン トにかかわる保健師への

二重県における支援モデルの開発

学内研究員 :  伊藤千代子、小林文子、臼井徳 子、若林たけ子

学外研究員 : 西 日裕 ( 二重県津地方県民局保健福祉部) 、村木頴太郎 ( 同健康福祉部障害福

祉室) 、奥山恵子 ( 二重県児童相談セ ンター中勢児童相談所) 、紀平由起子 ( 同

北勢児童相談所) 、城 田圭子 ( 菰野町健康課) 、服部希恵 ( 二重県立看護大学

大学院修士課程) 、藤森里実 ( 下総精神医療センター)

【研究要 旨】

本研究の 日的は、二重県内の市町村保健師の子 ども虐待予防にかかわる援助活動の

実態 とそれ に伴 う保健師 自身のエーズを明 らかに し、ニーズに適合 した支援モデルを

開発す ることである。市町村保健師全数 を対象 とした質問紙調査を行い、以下の結果

を得た ( 有効回答数 2 7 0 、7 6 . 5 % ) 。① 「子 ども虐待かな ? / 不 適切 な養育かな ? 」 と

思われ る事例に現在かかわっている保健師は 5 6 . 2 % であった。援助活動を行 うにあた

つて、8 0 % 以 上の保健師が難 しい と感 じていることは、家族への支援技法、初回訪問

時の対応、家族の状況のアセスメン ト、子 ども虐待の判断であった。②職場支援体制

については、先輩同僚か らの支援の認知が高かった。 しか し、マニュアル活用度は低

かつた。③マル トリー トメン ト想定事例に対す る保健師の虐待 リスクの柱度判断は、

研究班が想定 したよ りも低 く判断 され る傾向にあった。特にネグレク ト事例について

はその傾 向が顕著であ り、初期対応 も甘 くなる傾向が見 られた。④虐待 リスクの程度

判断には保健師の現在の事例への関わ りの有無が、対応判断には経験年数が関連 して

いた。以上の結果 と以上の結果をもとに行った保健師へのインタビュー結果か ら、①

ハイ リスク事例への個別支援の力量を高めてい くための新人保健師研修、②子 ども虐

待予防をね らい とした母子健康手帳交付時の支援、③保健医療福祉部門間の連携 と看

護の継続性、等に焦点を当てた支援モデルの必要性が示唆 され、現在検討 中である。

【地域貢献のポイン ト】

児童虐待防止法および児童福祉法の改正によ り、子 ども虐待防止に向けて市町村保

健師活動の重要性 は高まっている。 しか し、実践現場では保健師がマル トリー トメン

ト事例の リスク判断や援助の困難性 を感 じなが ら、組織的支援体制が必ず しも十分に

は整っているとはいえない状況のもとで援助活動を行ている。本研究はこのよ うな問

題認識か ら、当事者である保健師参加型の研究活動 を進め、ニーズを満たす支援モデ

ルの開発 を目指 している。
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I.研 究 目的

1.三 重県内市町村保健師のマル トリー トメン トにかかわる援助活動の実態 と、それに

伴 う保健師のエーズを明 らかにす る。

2.三 重県の地域特性 を踏 まえ、かつ保健師の支援ニーズに適合 した支援モデルを開発

す る。

工.対 象 ・方法

1.市 町村保健師調査

1)調 査対象お よび方法

平成 16年 度二重県市町村保健師協議会会員 362名 の うち、育児休業中等を除 く 353

名 の保健師を対象 とし、郵送法による自記式質問紙調査 (無記名 )を 行 った。調査時

期は平成 16年 12月 である。

2)調 査票の構成

(1)A票 :マ ル トリー トメン ト事例の援助活動の実態、援助活動における困難性

認知、保健師に対するソーシャルサポー トの現状を把握す る。

(2)B票 (ビネ ッ ト調査):マ ル トリー トメン トが想定 され る 6事 例について、虐

待 リスクの柱度判断 と対応 を問 う。

(3)C票 :保 健師のス トレスコー ピングを 「二次元モデルにもとづ く対処方略尺

度 (神村栄
一
、他、1995)」 を使用 して測定す る。

(4)自 由記述欄

(5)保 健師の基本属性等

(6)研 究活動 を参加型で進 めるために、本研究活動への参加協力 を呼びかけた。

3)ビ ネ ッ ト調査

(1)ビ ネ ッ ト作成 :子 どもの虐待の徴候、虐待ハイ リスク要因 (佐藤拓代、他、

2002年 )を 操作因子 として、6事 例の ビネ ッ トを作成 した。

表 1 ビ ネ ッ トの概要

事 例 操 作 因 子

1 ( 1 歳 6 か 月児)
子 どもの腎部に多数の小 さ

不衛生な生活環境、 D V 、

なあざ

離婚、母の理解力が低い

2 ( 4か 月児 ) ・出生時体重 1 5 0 0 g、母の育児能力が低い

3 (9か 月 児 )

・子 どもが痩せてお り、頭髪の汚れ

・離乳遅延、おむつ交換 1 ～2 回 / 日、母 1 8 歳、父 1 9 歳父 ヨ

ンビニアルバイ ト、郷里は遠方で近隣か ら孤立

4 ( 1 歳 6 か 月 児) ・望 まない結婚 、 (子 どもが可愛 く思 えない)

5 ( 2 歳 児 )

・子 どもは脳障害による発達遅滞

母は出産後精神的ムラ、 うつ状態、 2 か 月の母子分離父

親は訪ねてこない

6 ( 1 歳 6 か 月児)
1 歳 6 か 月児健診未受診、母アル コール依存症

内縁関係、再婚で前夫 との間の子 ども
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( 2 ) 虐 待 リス クの程度 お よび初期 対応 の判 断 : 虐 待 リス クの程度判断 は、「全 く

そ うだ と思 う」か ら 「全 くちが うとお も うJ ま での 7 段 階 での評定 を求 めた。

初期対応の判断は、①児童相談所に通告す る、②児童虐待防止市町村ネ ッ トワ

ークに提案 ・相談す る、③保健師が中心 となった見守 りを主 とする関わ りをす

る、④継続的関わ りの必要はない、⑤わか らない、の 5つ の選択肢か ら 1つ を

選択 してもらつた。

( 3 ) 6 事 例 についての研究班の見解 :事例 1と 事例 3は 子どもに虐待の徴候が見

られてお り、虐待 リスクの程度は 「全 くそ うだ と思 うJ、初期対応は 「児童相談

所に通告す る」 とした。他の 4事 例は子どもに虐待徴候は見 られていないが、

ハイ リスク要因が見 られ、いずれ もマル トリー トメン ト事例である。ハイ リス

ク要因が複合 している事例 5と 事例 6の 虐待 リスクの程度は 「かな りそ うだ と

思 うJ、初期対応 は 「児童虐待防止市町村ネ ッ トワークに提案 ・相談す るJ、事

例 2と 事例 4の 虐待 リスクの程度は 「どちらか といえばそ うだ と思 う1、初期対

応は 「保健師が中心 となった見守 りを主 とす る関わ りをす るJと した。

4 )調 査票回収状況

回収数 2 7 1 ( 回 収率 7 6 . 8 % ) 、うち有効回答教は 2 7 0 ( 有 効回答率 7 6 . 5 % ) 、自由記

述欄への記載があつたもの 7 1で あった。

5 )回 答者のプロフィール

トJ答者 は全員女性、平均年齢 3 5 . 1 歳 ( 2 2 ～5 9 歳 )、配偶者有 り 6 6 . 7 % 、子ども有 り

5 4 . 8 % 、保健師の経験年数は平均 1 1 . 7 年( 1 ～3 8 年 )、現在の所属部署は保健部門 7 5。2 % 、

福祉部門 1 1 . 5 % であつた。

2 .市 町村保健師調査結果の概要報告および保健師へのインタビュー

1 )調 査結果の概要報告書送付 と研究協力者へのインタビュー

本研究活動は当事者である保健師 との協働で進めることを意図 した。そのため、

まず、調査結果の概要報告書を作成 し、市町村保健師および県保健師全員に送付 した。

その Lで 、研究活動への参加 協力の呼びかけに応 じて くだ さつた保健師 1 2名 に対 し、

インタビューを行った。インタビュー項 目は、調査結果に対す る感想、意見、市町村

保健師への支援 として何が必要 と思 うか、どのよ うな支援 を望んでいるか等である。

2 )松 阪保健所管内保健師看護師研修会における結果報告 と参加者へのインタビュー

松阪保健所管内保健師看護師研修会か らの出講要請に応 じ、「マル トリー トメン ト

にかかわる保健師の活動実態 と今後のr l■題」 とい うテーマで報告を行い、参加者への

インタビュー と意見交換 を行った。

I I I . 結果

1 . 市 町村保健師調査結果の概要

1 )現 在 「子 ども虐待かな ? /不 適切な養育かな ?」 と思われ る事例にかかわつてい

る保健師は 5 6 . 3 % であつた。かかわっている事例数は、保健師一人あた り 1～1 5 人

の幅があ り、平均 2 . 7 人であつた。 また、今までにケースを担 当した経験がある保

健師は 7 9 , 0 % であった。

2 )「了‐ども虐待かな ? /不 適切な養育かな ?」 と思われ る事例への援助活動を行 うに
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あたって保健師が感 じている困難 さについて、「とても難 しいJ と 「どちらか といえ

ば難 しい」 と答えた人を併せ ると、キの高い順に①家族への支援技法 9 0 . 8 % 、②初

| 口1 訪問時の対応 8 4 . 1 % 、③家族の状況のアセスメン ト8 3 . 7 % 、④子 ども虐待の判断

8 2 . 6 % 、⑤家庭訪問のアポイン ト 7 7 . 4 % 、⑥ r ムどもの状況のアセスメン ト 7 6 . 6 % 、

⑦民生委員等へのケース情報の伝え方 7 6 . 3 % 、①家族状況の観察 7 5 5 % 、 ③子 ども

の状況の観察 6 5 , 9 % 、①保育所 ・学校へのケース情報の伝 え方 6 2 . 9 % 、①児童相談

所への通告の判断 6 0 , 0 % 、⑫ケース記録 5 7 . 1 % 、①家庭訪問の必要性の判断 5 3 . 7 % 、

①虐待 防止 市町村ネ ッ トワー クヘの連絡の判断 4 4 。1 % 、①保健所への連絡の判断

4 2 , 6 % 、①部署内での情報共有の必要性の判断 3 1 . 2 % であつた。

3 ) 職場サポー ト体制について、保健師 自身に対 して周 りか ら得 られ ると思 う支援は、

先輩同僚か らの支援の認知が高 く、理解 9 6 . 3 % 、助 言 9 6 . 3 % 、手助 け 9 2 . 6 % 、気持

ちを聴 く 9 1 . 5 % 、1 引人の所為に しない 8 9 . 3 % であつた。上 司か ら支援の認知はこれ

と比べてやや低かつた。
一方、保健所お よび児童相談所か らの支援の認知は、助 言

7 3 . 4 % 、7 3 . 0 % 、手助 け 6 4 . 0 % 、6 2 . 6 % であつた。職場内での支援協働体制は、「|

分 に行われている」 と 「どちらか といえば行われているJ を 併せ ると、・事例検言ヽ1 会

5 2 . 6 % 、保健師間での共通認識 8 2 . 2 % であった。また、独 自に作成 した対応マニュ

アルがあるのは 8 . 5 % 、既存のマニュアルを活用 しているのは 3 1 5 % で あ り活用度は

低かった。

4 ) マ ル トリー トメン ト想定事例に対す る市町村保健師の虐待 リスクの程度判断につ

いてみ ると、子ども虐待の徴候が見 られ る事例 1 と 事例 3 は 他の事例 と比べて リス

クの程度は高 く判断 されていた。 しか し、6 事 例 とも研究班が想定 した程度 よりt )

リスクの程度は低 く判断 され る傾向があつた。特にネグレク ト事例についてはその

傾向が顕著であ り、初期対応 も甘 くなる傾向がみ られた。

5 ) 虐 待 リスクの程度判断には保健師の現在の子 ども虐待事例への関わ りの有無が、

対応判断には保健師の経験年数が関連 していた。特にネグレク ト事例については現

在関わ りのない保健師は程度を低 く判断 し、初期対応の判断は経験年数 9 年 以下の

保健師では 甘くなる傾向がみ られた。

6 ) 市 町村保健師のス トレスコー ピングは、配偶者の有無、子 どもの有無、「子 ども虐

待かな ? / 不 適切な養育かな ? J と 思われ る事例への現在の関わ りの有無による違

いがみ られた。

7 ) 自 由記述欄記述内容は分析の結果、①虐待の判断の難 しさ、②支援、介入につい

ての悩み、③職場支援体制についての不満、提言、④連携 に関す る困 り事、⑤県、

児童相談所の対応 についての不満、⑥ 自分の対応、かかわ り方の現状、⑦地域ネ ッ

トワークの現状、③保健師 としての職務に関す る不安や思い、③意見、提言のカテ

ゴリーに分類 された。

2 . 保 健師へのインタビュー結果 : 支援ニーズに関す る主な意見

1 ) 保 健師の業務 をサポー トし、メンタルヘル スをサポー トして くれ るよ うな保健師

によるスーパバイズが欲 しい。他職種によるスーパバイズでは、理解や認識はでき

ても、保健師 としての次の活動につながるよ うなア ドバイスが得 られない。保健師

としての判断や関わ りは これで よいのか とい う悩みを聴いて次の支援 に導いて く
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れ るよ うなサポー トが欲 しい。

2 )個 別支援の技術、特に家庭訪間の技術の伝承がなされていない とい う危機感があ

る。

3 )家 族状況、家族力動をどうみるか、ケースを見る力、アセスメン トす る力を育て

なければならない。若い保健師 自身 もそのことを自党 している。保健師が適切な対

応ができるよ うになるための保健師援助のプ ログラムが必要である。

4 )ケ ース検討では、保健師 としてケースを見立てる力や予測する力を高めていける

よ うな内容を期待する。また、ケースを通 して地域の力を高めてい くような観点か

らの検討を望む。

5 )虐 待予防の活動は、地域づ くり、ヘルスプロモーシ ョンである。その中でハイ リ

スクケースは保健師が関わつていくとい う仕組みを作る必要がある。母子保健事業

全体の中で、子 ども虐待予防の活動 をどのように位置づけていくか とい う観点か ら

の整理が必要である。

6 )市 町の人 口規模の大きさによつて虐待予防の活動の仕方 も異なってくる。人 口の

多い市の場合、個別的支援 をいかに充実 させてい くか、保健師の必要数 も含めて検

討す る必要がある。

7 )保 健 、福祉、教育それぞれ立場によ り子 ども虐待についての とらえ方が異なる。

連携にあたっては、それぞれが他の機関に何 を求めているのか、 どうい う風に手助

け して欲 しいのか等の相互理解が必要である。

8 )専 門職種チーム (児童相談センター、こころの健康センター、保健所、大学など

のテーム)に よるバ ックア ップ体制を整 えて欲 しい。特に養育者が精神疾患を持つ

ている場合は必要性が高い。

I V . 考 察

市町村保健師調査お よび保健師へのインタビュー結果か ら、支援モデルには以下の構成

要素を含 める必要性が示唆 された。

1 .事 例への個別対応の力量を高めてい くための教育的支援 :保健師経験年数の少ない

保健師 とマル トリー トメン ト事例への援助経験が少ない保健師向けの研修案作成

2 .マ ル トリー トメン ト事例を支援す るための市町村保健師用ツールの整備

1 )日 常の母子保健事業を行 う中で、「子 ども虐待かな」と疑われ るような事例や気に

なる事例を把握 し、 リスクの程度を的確 に判断をす るためのアセスメン トシー ト/

観察チェック リス トとその活用方法

2 )母 子健康手帳交付時におけるハイ リスクケースの把握 と継続的支援の方法

3 )保 健師の家庭訪問技術の伝承を目途 とした初心者用家庭訪問マニュアル

4 )医 療機 関 と市町、市町における保健部門 と福祉部門、市町 と県の連携 と協働 によ

る看護 の継続性の保証

3 .子 ども虐待予防の地域づ くり :県 内市町の実践例に基づ くモデル

4 .個 々の保健師へのサポー ト :保健師によるメンタルサポー ト、相談窓 日の設置

5 .市 町の部門責任者へのアプローチ
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V 。 今後の課題

ハイ リスク事例への個別支援の力量を高

防をね らい とした母十健康手帳交付時か ら

護の継続性、等に焦点を当てた支援モデル

めてい くための新人保健師研修、子 ども虐待予

の継続的支援、保健医療福祉部門間の連携 と看

を検討中である。
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学 内研 究員

学外研 究員

(2)二 重県の転倒予防システムの構築

: 鈴 木みず え、若林たけ 了‐、河合宮美子、内田敦子、 日比野直 子、斉藤真

! 大渕律 子 ( 二重大学医学部看護学科) 、伊藤薫 ( 四口市市介護高齢福祉課) 、

北畠未央 ・松下佳生 ( 四岡市市中央在宅介護支援センター) 、 小森知美 ( 英

水苑 ) 、黒島秀英 ( みの りの里) 、服部智美、稲垣秀美 ( / J山ヽ田老人保健施設) 、

平尾正美、松井幹子、中村江里、寺谷敏宏 ( かすみが うらク リニ ック) 、日

中理恵、小野佳子 ( 四日市青洲病院) 、二村 ちえみ、岡本由岐 子 ( みた き総

合病院) 、福 田裕子 ・池田道智江 ( 三重県立看護大学大学院修士課程)

【研究要 旨】

介護保険制定後、高齢者施設におけるケアの質が注 目され るよ うにな り、要介護高

齢者の転倒予防が注 目され るようになった。 し か し、人権尊重か ら拘束廃止が徹底 さ

れ る福祉施設において、要介護高齢者は転倒 を繰 り返 しているのが現状であった。本

研究開発事業では転倒予防検討会を実施 し、転倒事故事例か ら具体的な転倒 予防のケ

アについて討議 した。事例で挙げられた高齢者のほとん どが認知症 を併発 してお り、

重度認知症における症状の理解、行動の観察、認知症の周辺症状の特徴に基づいたケ

アが必要であることが改めて理解できた。さらに平成 1 6 年度の転倒予防検討会の参加

施設で転倒予防に積極的に取 り組んだ 2 施 設の転倒発生の減少が報告 された。

【地域貢献のポイ ン ト】

転倒 予防検討会は 2 年 目であ り、少 しずつではあるが地域の高齢者の転倒予防に関

する意識 も変わ りつつあると実感 した 1 ) 。職員の意識改革により転倒の発生頻度の減

少が可能であ り、各施設の転倒事例を分析 し、施設の状況に適 した転倒 予防の方法を

開発す ることが大切である 2 ) 。しか し、各施設の職員 自身が高齢者の危険予測の必要

性な どを感 じない限 り転倒予防が困難な側面 もあ り、引き続 き継続的な活動が必要で

ある。

.研 究 目的

介護保険制度の制定後、転側における骨折事故な どが注 目され、転倒 ・骨折に関す る

訴訟 も増加 し、看護 ・介護における転倒 予防に関す る取 り組みは急務 と言える。本研究

は各高齢者施設の看護師、介護福祉上、医師などの高齢者ケアのエキスパー トが経験か

ら実践 してきた転倒予防のケア方法を構築す るとともに三重県全体の転倒 予防に関す る

システムを開発 し、転倒予防ケアの質の向上に寄与することを目的 とした。

.対 象 ・方法

1 .転 倒事例検討会 ・転倒 予防グッズの開発
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2.

3.

転側事例検討 会 を開催 し、各施設 にお ける転倒事例 を報告 、各エ キスパー トの経

験 な どか ら適 切なケア方法 を抽 出 した。結果か ら転倒 予防職 員教育用パ ンフ レッ ト

を開発 し、各高齢者施設 に配布 した。

転倒事例検討 会効果評価

転倒予 防職 員教育用パ ンフ レッ トの配布 な どの介入 の前後 で参加 した高齢者 施

設 の各施設 の職 員の意識 を調査 し比較 、分析 した。

平成 1 6 年度参加施設の活動報告

平成 1 6 年 度 の転倒 予防検 討会 の参加施 設 にお ける転倒予防の取 り組み の継続 、

転倒 発生孝 な どを分析 した。

I I I . 結果

1 . 事 例検討 :

1 ) 衝 突事故 を予防 しよ うとした結果、転倒 した高齢者

木事例は、食後の排泄介助の際に職員が衝突事故を予防 しよ うとした結果、転倒

して しまった事例である。入所 したばか りの高齢者 に対 して職員 も十分状況を把握

していない ことや、高齢者 自身 も生活に慣れないことか らショー トステイは転倒が

多い。高齢者の状況を職員全体で共有できるどうか も転倒予防の大きなポイン トで

ある 1 )。高齢者が移動す る時間帯な どは、できるだけ複数の職員が対応できるよ う

に調整 し、業務の優先順位を考えなが ら高齢者の行動の特性、生活の リズムに合わ

せた業務計画の検討が必要である。

2 )自 力歩行で トイ レに行 こうと転倒 を繰 り返す認知症高齢者

本事例は認知症高齢者が、以前に転倒 したことを忘れて しまい、一度 自分で トイ

レで排泄が出来ると
“
出来る
"と
考えて 自分で行動 して転倒 を繰 り返 していた。認

知症のためにナースコールを押す ことを忘れて しまっていると考えられ る。昼間は

認知症が軽度であるためにナースコールを押せ る時 もあつたよ うだが、夜間はナー

スコールを期待す るよ りも、転倒 している時間常に頻回に見守 ることが必要 と考え

る。 トイ レに移動 しそ うになった時に知 らせ る徘徊マ ッ トや徘徊セ ンサーな どの使

用についても検討が必要である。

3 )パ ーキンソン歩行 と認知症によって転倒 を繰 り返す第 2号 被保険者

本事例は、食後に
一斉に高齢者が居室に移動す るよ うな時間帯や職員の人数が少

ない時間常な どの職員の見守 りが欠けた時間帯に転倒 した。 これに対 しては、転倒

事故の報告の多い時間帯の業務体制 を見直す ことが必要である。参加施設のなかに

は、見守 りや個人的な対応 を主に したスタッフの体制を取っている施設 もあつた。

見守 リスタッフの業務は、 日常ケアに入 らずに転倒 しやすい人の歩行状態を観察 し

た り、認知症の方を中心に利用者の方の心理的援助 を主に行 う。 このよ うな見守 り

スタッフが 1名 いると、認知症の人にもきちん と交流を行 うことが可能である。認

知症高齢者に対 しては心理的安定が促 されて、興奮なども治ま り、転倒予防にもつ

ながる。

4 )ベ ッ ドか らの転落を繰 り返す認知症高齢者

本事例は認知症高齢者が、ベ ッ ドの代わ りに畳に布団を敦いて休まれ ることで、
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夜間の不眠 もな くな り、転倒 ・転落 もな くなつた。本事例のよ うにベ ッ ドが合わな

いために不穂、不眠を引き起 こす場合 もある
4 )。
居室はベ ッ ドが通常であるが、随

時畳な どでも対応できるように してお くと、ベ ッ ド上で激 しく動かれる高齢者や転

落の危険性の高い高齢者に対応できる。また、栄養アセスメン トとしてアルブ ミン、

ヘモグロビンな どをチェックすることも必要である。低蛋 白血症、貧血な どによる

ふ らつき、めまいな どは高齢者に転倒 を引き起 こす原因 となる。スタッフは毎 日の

変化を十分に捉 えて、水分補給などを行い、栄養状態が改善 されるように適切に援

助す ることが必要である。

5 )椅 子か らの立ち上が りの転倒

本事例は食事時間帯、特に食事準備か ら自室への移動の時間帯で椅子か らの立ち

上が りの際に転倒 した。 この移動の時間帯に トイ レで転倒 した り、車楠子か ら転落

す ることがよくみ られ る。食後には起立性低血圧 を起 こして転倒す る高齢者 もあ り、

非常に注意が必要である。食事による体調の変化や移動に伴 う転倒が起 こらないよ

うに、 日頃か ら十分に観察を行 うことがケアの基本である。

6 )ベ ッ ド上での危険行為を繰 り返す高齢患者の転倒

ベ ッ ド柵 を設置す ると降 りよ うとして、かえつて転倒の危険性が高まる場合 もあ

り、 4 )の 事例のよ うに畳を置いて布団を敷いて休む と不穏行動がお さまる場合 も

ある。体力的が低下 している高齢者には栄養状態の検討 も必要である。食事をでき

るだけ摂取できるように、スムーズに味下できるようなゼ リー状の健康補助食品を

使用 した り、栄養 を十分摂取することで動きやす くな り、褥清 も改善す る可能性が

ある。

2 .平 成 1 6年参加施設別の平成 1 7年度の成果報告

1 ) ( 医 )里 仁会 介護老人保健施設ちゅうぶにおける転倒発生の減少

I S O 評価 システムを用いて転倒予防を実施 した。平成 1 6年度に転倒予防検討会 を

実施後、特に監査システムを強化 し、部門のサー ビスが適切に機能 しているか、改

善のポイン トを抽 出 した。また、『転倒 リスクちゅうぶ通信』 を発行 し、転倒 ・転

落、骨折、クレームな どを毎月報告 した。その結果、平成 1 7年度 6月 か ら 8月 の

転倒の発生が 6 4件 か ら 2 4件 と減少 した。介護度 3度 の転倒 は平成 1 6年度 4 9件 、

平成 1 7年度 は 1 0件まで減少 した。特に車椅子のブ レーキの掛 け忘れ、歩行時の転

倒、ベ ッ ドか らの転落が減少 した。平成 1 7年 全国老人保健施設大会横浜において

本結果は報告 された。

2 )富 田浜老人施設通所サー ビス事業所における取 り組み

富田浜老人施設の独 自の取 り組み として、転倒 リスクアセスメン トなどを実施 し

ていた。転倒予防検討会参加後、独 自の取 り組み として、転倒予防安全対策の 5項

目として、①  転 倒危険者 リス トの作成、② 転 倒危険箇所 リス トの作成、③ 転

倒防止ポスター ・標語の掲示、④  転 倒防止チェック リス トの作成、⑤  毎 月第 3

火曜 日に定例カンファレンスを行い、 ヒヤ リハ ッ ト報告の集例内容の検討などを行

った結果、転倒転落 ヒヤ リハ ッ ト報告が平成 1 5年 6 8 件 ( 5 2 % ) 、平成 1 6年 4 2 件

( 3 4 % ) と 減少 した。

以上の結果か ら転倒予防検討会の参加者が検討会 に参加す ることで転倒予防に
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関する意識が高ま り、次年度に施設独 自の転倒予防システムに取 り組む ことで転倒

の発生が減少するな どの成果が認められた。

3 .参 加施設のアンケー ト調査

転倒予防検討会の参加施設職員 1 7 5 名か らの回答を得たが、有効回答は男性 3 5名

( 2 0 . 0 % ) 、女性 1 1 7 名( 6 6 . 9 % ) の合計 1 5 2 名であつた。職種はホームヘルパー 1級 ・2

級 4 5 名 ( 2 5 . 7 % ) 、看護師 5 1名 ( 2 9 . 1 % ) 、介護福祉± 2 7名 ( 1 5 . 4 % ) であった。 日頃

の援助の中で必ず行 っていると回答 した回答の多かった項 目は、「ベ ッ ドか ら車椅子の

移乗動作に関 して完全に移動できるよう指導 ・援助 を行つている」8 8名 ( 7 5 . 2 % ) 、「発

熱 ・倦怠感 ・疼痛などの体調不良の際には、転倒予防に配慮す るJ 8 1 名 ( 6 9 . 2 % ) 、「床

の水濡れなどの床の滑 り、通路の障害物 を排除する」8 5 ( 7 2 . 6 % ) であった。必ず行つて

いると回答 した者が最 も少なかった項 目は、「筋力低下を予防す るために定期的な散歩、

運動な どの指導 ・援助 を行 う」が 3 0名 ( 2 5 . 6 % ) であった。

I V . 考 察

事例か らは重度認知症の高齢者が多 く、高齢者の周辺症状に伴 う行動 を把握すること

が大切であることが明 らかになつた。食堂での食事終了後か ら自室に移動す る時間帯に

かけての転倒 も認 められ、高齢者の 日常生活場面における行動の リズムの把握 も大切で

あることも明 らかになった。職員が各高齢者に対す る個別の食事介助、排泄、移動な ど

のケアを実施 している最中でも、全体の高齢者の行動などを把握す るための観祭を中心

としたスタッフの必要性 も示唆 された。 また、栄養アセスメン トを積極的に実施 してい

る施設 もあ り、貧血 ・脱水な どの改善により、転倒が改善 させ る事例 も報告 された。今

後はさらに職員を対象 とした意識調査を行い、転倒予防検討会の参加 による転倒予防へ

の意識の変化 を明 らかに していきたい。

V。 今後の課題

研究開発事業 としては本年で終了す るが、転倒予防検討会の参加者 とさまざまな意見

交換 を行 うことで、現場の現状に即 した討議ができ、それぞれの参加者の転倒予防に対

す る意識が高まつた。また、平成 1 6年度 に検討会に参加 した参加者達が、本年度は積極

的に施設における転倒予防への取 り組みを実施 していったことで、転倒予防への成果が

認 められた。今後 さらに継続 して介入す ることが必要である。

参考文献

1 )鈴木みずえ、転倒予防― リスクアセスメン トとケアプラン、医学書院、2 0 0 3

2 ) 泉キ ヨ子、エ ビデ ンスにもとづ く転倒 ・転落予防、中山書店、2 0 0 5

3 ) 神奈川県老人ホーム協会事故防止対策委員会編著、介護事故 リスクマネジメン ト、 日総

研究、2 0 0 2

4 ) 中間浩一、松 田修 :痴呆性高齢者の転倒 ・転落事故防止、2 0 0 4

発表 :

1 . 伊藤薫、鈴木みずえ、内田敦子、河合富美子、 日比野直子、斉藤真、若林たけ子、大渕
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律 子、福 田裕 子、池田道智江 : 二重県における転倒予防ケアシステムの開発―転倒予防

検討会転倒予防の取 り組み一 、転倒予防医学研究会第 2 回 集会抄録 p . 3 3 、日時 : 平成 1 7

年 1 0 月 1 0 日、場所 : 京都医師会館

2 . 山 下純生 小 川淳一 : 官 ・民 ・学協同で取 り組む転倒防止 二 重県 介 護老人保健施設

ちゅうぶ、第 1 6 回 全国介護老人保健施設神奈川大会 抄 録 p 1 9 7 ( l T 2  5 ) 日時 : 平成

1 7 年 8 月 3 0 日～9 月 1 日 場 所 : 神奈川県 パ シフィコ横浜

3 . 鈴 木みず え、内田敦 子、河合富美子、 日比野直子、福 田裕子、池田道智江、大渕律子、

伊藤薫、: 二重県における転倒予防ケアシステムの開発、看護学雑誌、6 9 ( 7 ) , 7 2 5 7 3 0 , 2 0 0 5
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(3)ル ーラルナースの教育プログラムの開発

学内研究員 : 小林文子、大平肇子、村本淳子、

学外研究員 : 吉 岡多美子 ( 元二重県立看護大学) 、奥野正孝 ( 鳥羽市立神島診療所) 、

人口勘 H l ( 佐賀大学) 、河村和子 ( 鳥羽 市健康課) 、

小坂みち代 ( 二重県津保健福祉部)

【研究要 旨】

本研究は離島 ・へき地の看護職のエーズに応 える目的で 「ルーラルナースの教育

プ ログラムの開発」を 目指 している。へき地診療所看護職 7名 への面接調査を行い、

その結果か ら教育プログラム項 目として、① 地域性 を踏まえた救急現場での対応②看

護指導技術能力③ あらゆる年齢、疾患、状態 としての健康 レベルを対象 とした看護過

程の展開④地域のスペシャ リス トとしての地域住民の人間理解の重要性⑤慣習⑥価値

観⑦地域の健康状態③ コ ミュニティにおける高齢者ケアシステムの充実⑥研修機会の

少ない場における自己啓発の重要性⑩ルーラルナースに求められ る独 自の役割の 1 0

項 目が抽出できた。

抽出された 1 0項 目について具体的な研修実施を 目指 して教育プログラム項 目①「地

域性 を踏 まえた救急現場での対応Jそ の 1 ( I B L を 通 して学ぶ)、その 2 ( K 」 法を

通 して学ぶ)を 試行 し、高い満足度 を得た。 さらに研修後には問題に取 り組む改善

行動に結びついた。

【地域貢献のポイン ト】

へき地診療所の看護職は殆 どひ とり勤務なので研修を受ける機会が少ない。今回の

研修がお互いの診療所の情報交換の機会 とな り、看護技術の相互学習、救急時必要物

品の揃 え方、診療所の環境整備 など住民サー ビスの向上に繋がつた。

また救急救命士 との間で引継 ぎ用のチエ ック リス トの作成や各診療所相互訪間に

よる研鑽の機会を作るな どの現状改善に向けた行動が とられ るようになった。

I .研 究 目的

本研究の 目的は、「ルーラルナースの教育プログラムの開発」にある。平成 1 5年 度、1 6

年度の研究結果を受けて、1 7年 度 は 「地域性 を踏 まえた救急現場での対応 (その 2  離 島

へき地診療所版)」を作成、試行す ることを 目的 とした。

工.対 象 ・方法

1 .対 象者 :  南 勢志摩地域、伊勢保健所管内の看護職、離島 ・へき地における保健医

療福祉活動に興味のある看護職 にちらしを配布 し、9名 の参加者が得 られた。

2 ,方 法

学習 目的、 目標、行動 目標、内容を以下のように設定 し、プログラムを展開 した。
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学習 目的 地 域性を踏まえた救急現場での対応に必要な看護を学ぶ。

学習 目標

( 1 ) 地 域の特性を踏まえるために必要な項 目について理解することができる。

( 2 ) 地 域の特性を踏まえた救急時の対応 と看護の実際が理解できる。

行動 日標

① 地域の特性を理解するための必要情報は何かを述べることができる。

② 地域に応 じた情報の収集方法が理解できる。

③ 心肺蘇生法① (気道確保～人工呼吸まで)の 基本技術ができる。

主な技法は講義、実技演習、グループワーク、振 り返 りを用いた。

O K J 法 を用いたグループワーク

課題  担 当地域の救急時対処における課題

○救急救命士 講 話 と質疑応答

○救急法 ・フィジカルアセスメン トと実技演習 (資 料参照)

○振 り返 り

プ ログラム内容

時 間 内 容

9: 00 受付 開始

9t 15 オ リエ ンテー シ ョン

9i 30 テ ィタイ ム (グループでの 自己紹介 な ど)

9i 45～ グループワーク

K J 法 「担 当地域の救急時対応における課題 J

12: 00′ ヽ 昼 食

13! 00- 講話 と質疑応答

救急医療体制お よび救急現場における看護職への役割期待

( 救急救命士への質疑応答を含む)

14: 00- 救急法 の実技演習

15: 30～ 本 日の振 り返 り

・グル ープでの振 り返 り

・自己学習 のスキル ア ップ

疑 問点の調 べ方 、イ ンターネ ッ ト検索利用法
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I I I . 結果

1 . K 」 法 ( グループワー ク) の 実際

1 ) グ ループワークの進め方の説明

課題 担 当地域の救急時対処における課題

グループワー クの 目的 : 担 当地域の救急対処におけるr 3 8 題を出 し合い、解決法を考

える。

想定 : 「あなたはこの地区のへき地診療所の看護師です! 1 」

2 ) 救 急時の対応で、困つたこと、悩んでいることを思いつ くままピンクのラベルに

書きま しょう。ポイン トは 1 事 項につきラベル 1 枚 に書き、大きな字で書 く。

3 ) 似 た ものを集める

①グループ全体のラベルを集め、同 じもの似たものをまとめましょう!

②仮のサブタイ トルをつけましょう!

③模造紙に線をひき、タイ トルを付ける。先ほどのラベルを該当する方へ分ける。

「自分たち診療所内で解決できるものJ

「自分たちで解決できないもの」

④タイ トルを追加、解決できないものラベルを該当するところへ分ける

「地域住民と連携で解決できるもの」

「関連医療機関との連携で解決できるもの」

⑤具体的にどのような方法が解決に導 くかコメン トを入れましょう。

4 )他 のグループはどんなことがでたかな ?

①他のグループの模造紙をグループのみんなでみてまわろう! !

②個人の体験で解決できそ うなア ドバイスがあったら

違 うマジックの色でコメン トに追加をしてあげよう1

(特に解決できないものとして残つたもの)

2 .カ ー ドに書かれた内容の 「ラベルJの 分類結果

津1分|た|ち|で1解1決

できる|も||め■_■‐

自1分たケで1 解1 淡| で

き|な|い|も|の■■■■|慾欝1盤讐ド
鞘革1準1単|||ゆ1弾1勢|

ti虚1浜|キ忘1右|も|あ■
地理

搬 送 時間

医療器 具

ス タ ッフ不足

現 場 で の対 応

の仕方

処置

連絡

まわ り

患者本人

天災

交通

搬送時間

私生活

まわ りの人

交通

連絡

災害

設備

私生活

連絡
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I V . 考 察

ルー ラルナースの教育プログラム、地域性 を踏まえた救急現場での対応 ( その 2 ) を

企画 し、実施 した。離島がある地域における救急時の対応についてK 」 法
1 2ヽ ) を用い

て、問題点 ・改善策の抽出をグループ ・ワーク形式でお こなった。その結果、 日ごろの

思いを 「自分たちで解決できるものJ 、「自分たちで解決できないも」、「地域住民 と連携

で解決できるもの」、「関連機関 との連携で解決できるもの」に分けることで、具体的な

改善に向けた行動の とり方を学ぶ ことができた。あとで救急救命士 との意見交換を行い、

地域の救急体制について現状理解を深めるとともに、その地域では看護者 として何 を求

められているかを考えられ る機会 となった。9 名 の参加者であったが、プログラム評価

として、6 . 2 5 ( 満点 7 ) で 満足度の高い研修であった。研修後にはへき地診療所 を相互

訪問 して 自己研鑽をす るといつたアクシ ョンがみ られ、診療所の環境整備 も今 まで とは

違った取 り組みが見 られ るようになった。

他職種 との交流、同 じ職種仲間 との意見交換や交流を通 してよい変化がみ られた。

V 。 今後の課題

ルーラルナースが最 も学びたい内容 として、救急時の対応があげ られてお り、さま

ざまな視点か らの取 り組みや対応 をさらに深めた研修の企画が課題である。

E ― l e a r n i n g のプ ログラム開発や看護者 としての判断能力を高めるモデル学習ができ

る教材の開発 も課題である。

参考文献

1 ) 川 喜 田工郎著 : 発想法 創 造性開発のために 中 公新書 2 0 0 3  東 京

2 ) 川 喜 田二郎著 : 続 ・発想法  K 」 法の展開 と応用 中 公新書  1 9 9 9  東 京
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0 0 5 . 9 . 3  研 修 会資料

これ らを医師または救急隊員が来 るまで続

行す る ( 2 ～3 分 毎に循環のサインを確認)

救急蘇生法
「倒れてい る人 を見つ けた ら」 フローチャー

「大 文 夫 です か ? J

し ? 」

「頭 部後 屈 ` あご先 挙上」

( 下顎 挙上法 )

「見 て 聞いて 感 じて

4回 繰 り返す

傷病者の発生

周 囲の状況 ・安全確認

憲|‐畿"半あ|る

助 け を求 め る

気道 を確保す る

瑞イタ|

塾1懸1職1難1魚|ほ|なⅢ｀

|か=|||||||||||■|‐‐

直 接 圧 迫 止 血

撤航 '就1難| まち |た

1章分|な1呼1壌|を|

j“|!な基垂|

「′目、咳 体 動

4 5 6 7 8 9

十分 な呼吸 、拒否す るよ うえ

動 きが出た ら中止

呼吸が不十分であれ ば人工

呼吸を続ける ( 5秒 に 1回 )

置

　

祭

処

　

観
□
剪
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(4)南 勢志摩地域における健康寿命の延長を目指 した

地域ケアシステム構築のための研究

磯和勅子、鈴木みずえ、野崎智恵子、内日敦子、村鳴正幸、澤井史穂

金森雅夫 ( びわ こ成隆スポーツ大学) 、小橋元 ( 北海道大学) 、永井裕子 ( 志

摩市総合保健センター) 、井上秀美 ( 志摩市志摩在宅介護支援センター) 、泊

万里子 ( 志摩市在宅介護支援センター)

【研究要 旨】

本研究は、地域に根 ざした健康支援のための地域ケアシステムを構築 し、二重県の

保健事業に提供す ることで効果的な健康教育、健康支援の開発 に貢献す ることを目的

として設立 された。2 年 間に亘る調査により疾患関連要因 と健康 ・長寿貢献要因が明

らかに された。特に肥満や運動不足による健康障害が指摘 され、運動 と栄養に焦点を

当てた健康教育、 自主運動 グループ とそのサポー トシステムの構築の必要性が示唆 さ

れた。今後は、行政お よび地域住民を含めた検討会 を持ち、安全で効果的な運動プロ

グラムの作成や環境調整を行 うな ど、より地域に根 ざした地域ケアシステムの構築を

日指す必要がある。

【地域貢献のポイ ン ト】

健康 ・体力調査の結果を保健師および対象者に提供 し、それ らに基づいた教育講演

を実施す ることで、対象の健康 ・体力状態、健康障害の実態 と要因、その予防方法を

知 ることができ、保健師は今後の保健活動に、高齢者は更なる健康維持活動に生かす

ことができる。 さらに、地域ケアシステムを構築す ることで効果的な健康支援のあ り

方を提供できる。

I . 研 究 目的

超高齢少子化が進む中、2 1 世紀の 日本は疾病による負担が極めて大きな社会になると予

想 されている。高齢化の進展により疾病や介護負担がますます上昇す る中、高齢者の病気

を予防す ること、認知症や寝たき りにな らない状態で生活できる期間 ( 健康寿命 ) の 延伸

を図ることが極めて重要になってきている。健康 日本 2 1 の 目的は、疾病や障害による社会

的な負担 を減 らし、国民の 「健康寿命J を 延伸 して、活力ある持続可能な社会を築 くこと

にある。それに基づき 2 0 0 1 年に計画 された 「ヘルシー ピープル ・みえ 2 1 」には、健康寿

命の概念を含む Q 0 1 フを重視 した健康づ くりの観点が盛 り込まれている。

全国平均に比べ高い高齢化率を持つ二重県の中でも南勢志摩地域の高齢化率はさらに高

く、それに伴 う諸問題への対策を早急に講 じる必要がある。同地域の特徴 として、高齢者

の多 くは現在 も漁業や農業な どの職業を持って自立 した生活 を送ってお り、職業を持つ こ

とが健康寿命 の延伸に深 く関わつていると考えられ る。そ こで、本研究では、漁業および

学内研 究員

学外研 究員
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農業の盛んな南勢志摩地域の中でも、高齢者の就業率が高 く、特に漁業および農業を職業

の中心においている志摩町の高齢者 を対象 として、健康や疾病に関連する諸要因を明 らか

に した上で、地域に根 ざした健康支援対策を構築す る。 さらに、本研究で明 らかにされた

健康支援のあ り方を二重県の保健事業に提供す ることで、効果的な健康教育 ・健康支援の

開発 に貢献す る。

1 .心 身の健康状態、体力状態、生活 ・運動習慣、職業状況の実態を明 らかにす る。

2  心 身 の健康及び長寿に貢献性の高い要因 と心身の健康問題 に関連す る要因を抽出す

る。

3 .健 康寿命の更なる延伸を目指 し、地域に根 ざした健康支援のあ り方を明 らかにす る。

4 .明 らかにされた健康関連要因や健康支援のあ り方を二重県の保健事業に提供す る。

なお、本研究事業は 3年 間の継続事業であ り、2年 目に当たる今回は、研究 目的 1、2、

3お よび今後の課題 について報告す る。

Ⅱ,対 象 ・方法

1 .健 康教育

1 )対 象 :三重県志摩 市高齢者学級 「はまゆ う大学Jの 受講者。

2 )場 所 。日時 :志摩市志摩文化会館、平成 1 7年 6月 2 3 日 (木) 1 3 : 3 0 - 1 5 : 0 0

3 ) 方 法 :「健康で楽 しい生活 をめざして」 とい う主題で健康教育を実施 した。

2 .健 康 ・体力調査

1 )対 象 :志摩 市高齢者学級 「はまゆ う大学J、志摩市保健事業 「あたまの元気道場」、

志摩 市志摩町 「老人会」の参加者に調査への参加募集を行 つた上で、近隣の高齢者お

よび配偶者 と共に参加 して頂 くよう依頼 した。

2 )場 所 ・同時 :志摩市志摩文化会館、平成 1 7年 7月 1 6 日 (■)

3 ) 調 査項 日 :調査項 目を ド記に示す。平成 1 7年度は、ライフスタイル と健康や健康

問題 との関連 を検討す るために、昨年度の調査項 目に加 え生活習慣記録機 (ライ フコ

ーダ :ス ズケン社)に よる生活活動量の測定を男女 1 0名ずつ、 1週 間行 った。

表 1  健 康 体力 ・調査項 目

健康調査

質問紙

一般属性、職業および職業歴(海女、漁業、農業、その他)、運動習慣、食習慣、生活満足
度尺度K、ソーシャルサポート(家族・友人/情結口手段)、社会活動(個人活動、社会活動、
学習活動、仕事)、在宅高齢者QOL(生活活動力、健康満足、人的サポート満足、経済的
ゆとり満足、精神活力)、老研式活動能力指標(手段的自立、知的能動性、社会的役割)、
認知機能(MMS)

検査
血圧、聴力、肺活量、血液(一般生化、Hba l c、NK細胞、T細胞、ヘルパーT細胞)、唾液中
lgA

問診 健康相談、労働相談(労働コンサルタント)

体力調査 身長、体重、体脂肪、体組成、骨強度、最大一歩幅、10m歩行、握力、脚力

生活習慣記録
ライフコーダ装着(1日当たりの:総消費量、総活動量(%)、運動量(%)、総活動量(Kcaじ、運
動量(Kcaじ、歩数)

3 . 地 域ケアシステム構築のための検討会

平成 1 7 年 1 0 月以降、月 1 ～2 回 実施。

4 . 分 析方法

ライフコーダーは、古田ら ( 2 0 0 4 ) に基づき、身体活動量 ( 総消費量 ( K c a l ) 、活動量

( K c a l ) 、総活動量 ( K c a l ) 、総活動量 ( % ) 、運動量 ( % ) 、歩行数) を 算出 した。

老研式活動能力指標、生活満足度 K 、在宅高齢者 Q O L は、それぞれ下位尺度毎に性別
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Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

( 男、女 )× 年代 ( 6 5 歳未満 、6 5 歳 - 7 4 歳 ( 前期 高齢者 )、7 5 歳 以 上 (後期 高齢者 ) )
の分 散分析 を行 った。 また、 人生満 足度 Kを 目的変数 、老研 式活動能力指標お よび在宅
高齢者 Q O L を説 明変数 と し、性別 と年齢 を ヨン トロール した重回帰分析 を行 った。
疾患 関連要因お よび健康 ・長寿貢献要因 を抽 出す るため全項 目間の相 関係数 を求 めた。

I I I . 結果

1 . 健 康 教育

講師 をびわ こ成喚 スポー ッ大学 の金森雅夫教授 に依頼 し、昨年度 の調査結果 も含 め、
健康維 持や 長寿 の要素 と運動 の必要性 を中心 に実技 を交 えて行 い、約 1 0 0 名の高齢者 が
受講 した。 実技 と しては、椅子 に座 ったままで出来 る身体的、認知的運動 を行 った。
2 . 健 康 ・体力調査

1 ) 対 象者 の一般属性

参加者 は 1 2 3 名 ( 男性 2 1 、女性 1 0 2 ) で 、平均年齢 は 7 5 . 9 6 歳 ( S D = ± 5 . 5 0 ) 、男性
7 4 . 9 5 ( S D = ± 3 . 8 0 ) 、女性 7 6 . 1 7 ( S D = ± 5 , 7 8 ) で あった。配偶者 は有 5 8 名 、無 6 1

名 、家族構成 は 単身 2 7 % 、 夫婦 のみ 2 6 % 、 二 世帯 2 2 % 、 三 世帯 1 4 % で あ った。
2 ) 生 活 ・運動 ・栄養

多 くの者が規則正 しい生活 を送 ってお り、 日々の生活 スタイル は 1年 を通 して安 定
していた。定期的 な散歩や体操 を週 に 5日 以上実施 してぃ る者 が 5 0 % 、 7 0 ～7 5 % の 者
が健康講座等 の社会参加 活動 を実施 していた。 1日 平均総 消費量は、男性 1 6 0 0 K c a l 、

女性 1 4 5 0 K c a l 、1 日 平均運動量は、男性 1 2 0 K c a l 、女性 1 1 0 K c a l 、1 日 平均歩数 は、男
性 5 3 0 0 歩、女性 5 4 5 0 歩で あった。

全対象者 は毎 日朝食 を摂 ってお り、9 0 % の 者 はほぼ毎 日間食 あ るいはおやっ を摂取
していた。毎 日牛平Lを摂取 してい る者 は 5 0 % 、 小魚や海藻 の摂取 はほぼ全員 が殆 ど毎
日摂 取 していた。 また、7 0 % 以 L の 者 は毎 日あ るいは時 々塩分摂取 に注意 していた。
3 ) 肺 活 量、聴 力、血液調査 、間診

肺機 能検査 の結果、正常関に 8 9 % 、 そ の他 (閉塞性 ・拘 束性 ・混合性 )に 1 1 % が

該 当 した。 酸索療 法が必要な者 は存在 しなか った。

聴 力検 査 の結 果、会話 関で 5 % に 異 常がみ られ補聴器 が必要 と判断 され た。 高音 閉
は 7 5 % に異 常が認 め られ た。

ヘモ グロ ビン値 が 1 1 . o g / d l 以下の者 は 8 . 2 % で 、全員が女性 であ り、医療機 関 に通
院 中であった。血清 アル ブ ミン値 が 3 . 8 g / d l 未満 の者 はいなか った。血清総 コ レステ
ロール値 が 2 2 0 m  g / d l 以上の者 は 2 7 . 3 % 、女性 2 9 名 ( 女性 中 2 9 . 0 % ) 、男性 4名 ( 男
性 中 1 9 , 0 % ) で 、1 3 0 m g / d l 未満 の者 は 3名 ( 2 5 % 、 全員女性 )で あった。F r i e d e w a l d
の式 か ら求 めた L D L ‐ヨ レステ ロール値 が 1 4 0 m g / d l 以上 の者 は 2 3 . 1 % 、女性 2 4 名 ( 女
性 中 2 4 . 0 % ) 、男性 4名 ( 男性 中 1 9 . 0 % ) であった。H D L ‐ヨ レステ ロール値 が 4 0 m g / d l

未 満 の者 は 1 4 . 9 % 、女性 8名 ( 女性 中 8 0 % ) 、 男性 1 0 名 ( 男性 中 4 7 . 6 % ) で あ り、男
性 に多 くみ られ た。L D L ‐ヨ レステ ロール値 が高 くかつ H D L ヽコ レステ ロール値 が低 い

者 は 4名 (女性 1名 、男性 3名 )で あ り、男性 に多 くみ られ た。リポ蛋 白( a ) が3 0 m g / d l

以 上 の者 は 2 3 . 9 % で あ った。 L D L ‐コ レステ ロール が 1 4 0 m g / d l 以上 で リポ蛋 白( a ) が
3 0 m g / d l 以上の者 は 1 1 名 で あった。L D L ‐コ レステ ロール が 1 4 0 m g / d l 以上 かっ H D L ―
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コレステ ロールが 4 0 m g / d l 未満で リポ蛋 白( a ) が3 0 m g / d l 以上の者 は認め られなかつ

た。H b A l c が 5 . 9 % 以上を示す者は 7 名 で、全員通院加療中であった。G O T ( A S T ) 、

G P T ( A L T ) のいずれ もあるいはいずれかに異常を示 した者は 9 。1 % で、最高値は 8 8 1 U / 1

であつた。 この内、5 5 % に 高脂血症が認められた。

4 ) 体 力調査

体力調査結果の一覧表を下記に示す。

( c m ) (W/k質 ) cm) (丹J,)

1496 37 7 3 828

SD R 7 125 4

1632 373 472 17

353 162

七同年齢平均を100とした場合の%

5 ) 質 問紙調査

( 1 ) 生 活満足度 K :男 女共に全国 レベルに比べ高か く (古谷野 1 9 9 6 ) 、特に、老いの

評価は、年代が低い者が高い者 よ り高得点を示 した。

( 2 ) 老 研式活動能力指標 :男 女共に全国 レベルに比べ高 く (古谷野 1 9 9 6 ) 、男性 の

方が高い傾向を示 した。社会的役害Jは、男性では年代が高い方が、女性では年

代が低い方が高得点を示 した。また、知的能動性は、女性に比べ男性の方が高

い傾向を示 した。

( 3 ) 在 宅高齢者 Q O L  i 経済的ゆとりは男性 に比べ女性の方が低 く、精神的健康は男

性 に比べ女性が高い傾向にあつた。

( 4 ) 重 回帰分析の結果、標準化係数 ( B ) が 高値 を示 したものは、在宅高齢者 Q O L

指標 の精神的健康、健康満足、経済的ゆとりと老研式活動能力指標の知的能動

性であつた。負の相関を示す項 目は認め られなかった。R 2は 0 . 4 2 である。

6 )疾 患関連要因および健康 ・長寿貢献要因の抽出

( 1 ) 疾 患関連要因

① 約 5 0 % 以 上が総 コレステロールあるいは中性脂肪が高 く、G O T 、G P T に軽度な異

常を示 した者は約 2 0 % で 、脂質代謝異常による脂肪肝が最 も疑われた。

② 約 7 0 % が 通院治療を してお り、受診 している疾病は高血圧、高脂血症、虚血性

心疾患 といった生活習慣病が多 くを占めた。

③ 骨折経験者は約 2 0 % で 、その内約半数は 7 0歳 以上で起 こっていた。

④ B M I が 2 5 以上であった者は男性 3 7 . 5 % 、女性 3 1 . 0 % で、中等度肥満者は男性 4 3 . 8 % 、

女性 7 1 . 1 % であ り、対象者の多 くは肥満気味であった。

⑤ 年齢が高いほ ど運動能力、握力、脚力、肺活量、ヘモグロビン、血小板が少ない。

⑥ 体脂肪率が高い者 ほど脚力、運動能力、握力、骨強度、肺活量が少ない。

② BMIが 高 い ほ ど GPT、 Hbalcが 高 い 。

① 健康や疾患の原因を専門職に帰属する傾向が強い者ほど身体活動量が少ない。

N=21

(富昆) (W/kg

平均| 233 247 19

SD 5 2 0 9

171S 114 6 9

1ヽ1ヽ 477 193 3 2
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( 2 ) 健 康 ・長寿貢献要因

① 体力、運動能力、骨強度、握力、脚力の間に正の相関が認められた。

② 定期的な散歩や運動を行 う者、身体活動量が多いものほど総 コレステ ロール、体

脂肪が少ない。

③ 身体活動量が多いほど、骨評価値、肺活量、運動能力、体力が高いと

④ 定期的な運動を行 う者や身体活動量が多い者、運動能力が優れている者ほど、免

疫細胞 ( N K 細 胞、ヘルパーT細 胞、単球)が 多い。

⑤ 精神的活力が高い (生きがいや趣味を持つ)者 ほど身体活動量が多い。

3 .地 域 ケアシステム構築

2年 間の健康教育 と調査結果に基づき、運動 と栄養 に焦点を当てた地域ケアシステムの

構築を目指す ことに決定 した。内容 としては、①パ ンプ レッ トを作成 し、それに基づいて

健康教育を実施す る。②高齢者の自主運動グループ とそのサポー トシステムを構築す る。

I V . 考 察

1 . 健 康教育

調査結果を踏 まえ、地域の特性に応 じた生活習慣 と運動を中心 とした健康教育を実施 し

たため、具体的な健康問題 とその要因、それ らの問題への効果的な対処方法を理解 し易か

つた と思われ る。また、実技を組み入れたことによ り、身体的、認知的運動の取 り入れ方

を理解でき、必要性 を意識化できた と思われ る。来年度は、2年 間に亘る調査結果か ら、

特に運動 と栄養 に焦点を当てた健康教育を地域の保健師 と共に実施す る必要がある。

2 .健 康 ・体力調査

1 )聴 力、肺活量、血液検査

7 5 % に 高音間の聴力障害が認められたがその殆 どは加齢によるものである。肺活量は

1 1 % に 軽度障害が認められたが治療が必要な レベルではない。

約 7 5 % は 医療機 関に通院中であ り何 らかの治療 を受けてお り、疾病 としては高血圧、

高脂血症、高尿酸血症 といった生活習慣病が多 くを占め、これ らの疾病 と関連す る脂質

代謝 に異常を認 める者が多 くみ られた。L D L ‐コレステロール高値は女性 に多い傾向が、

H D L ‐ヨレステ ロール低値は男性 に多 く認 め られ、高齢者の場合、高脂血症の診断 ・治

療指標 を男女で変える必要があるのではないか と考えられた。肝機能検査である G O T 、

G P T に 軽度な異常が約 1 0 % 認 め られたが、その多 くは脂肪肝が疑われ、脂質代謝異常

が高齢者 にとって大きな問題であると考えられた。

2 )体 力調査

中等度肥満 と判定 され る者は、男性で 5 7 . 1 % 、女性 で 7 0 . 6 % を占めていたことか ら、

今回の対象集団は昨年同様、平均的に体格がよく、肥満気味の者が多い集団であった。

また、昨年同様、骨の丈夫な者が多かった。加齢に伴つて体力 ・運動能力は衰えてい く

ものの、上 ・下肢の筋力が強い者は高齢者 といえども運動能力に優れ、骨 も丈夫である

ことが明 らか となった。

3 )心 理 ・社会的側面

生活満足度や活動能力は全国平均 よりも高値 を示 したことか ら、自らの生活に満足 し

てお り活動能力に優れた集団であることが示唆 された。特に、生活満足度は、6 5歳未満

- 4 0 -



の女性が最 も高値 を示 し、次いで男性の前期高齢者、男性の後期高齢者、女性の前期高

齢者、女性の後期高齢者の順で低 くな り、生活満足度は年齢が増すほど低下することが

示唆 された。 また、活動能力は、男性の方が女性 よりも知的能動性や社会的役害1の下位

尺度得点が高かった。これは、参加 した男性高齢者は 2 1名 と少なかったが、老人会会長

や地域の代表者が高率に含まれていたためと思われ る。高齢になつても役割を持 ち社会

的活動を維持 させ る支援の必要性が示唆 された。

人生満足度尺度 Kを 目的変数 とした重回帰分析では、人生満足度 と在宅高齢者 Q O L 指

標 の精神的健康、健康満足、経済的ゆとりが、活動能力の知的能動性がそれぞれ正の相

関を示 した。つま り、精神的健康感や身体的健康感が高 く、経済的にゆとりがあ り、知

的活動を積極的に行 う者ほど人生への満足感が高まることが示唆 された。 これ らの 4つ

の要素を考慮 した上で健康支援対策を構築す る必要がある。

4 )疾 患関連要因および健康 ・長寿貢献要因の抽出

疾患関連要因 としては、運動不足 とエネルギー過宋J摂取、 自己管理意識の低 さに基づ

く脂質代謝異常お よび肥満により生活習慣病 (高血圧 、高脂血症、糖尿病、虚血性心疾

患、脂肪肝 )、運動能力の低下、転倒 による骨折が発生 していることが示唆 された。一方、

適度な運動習慣、生きがいや趣味を持つ ことにより、体力、運動能力、免疫力、肺活量、

骨強度の維持、増進が図 られ ることが示唆 された。

3 .地 域ケアシステム構築

今後、これまでの調査結果に基づき、運動および栄養に焦点を当てた健康教育の実施 と

自主運動 グループの設立を目指す。特に地域に根 ざしたケアシステムの構築を図るため、

保健師、管理栄養士のみな らず、調査に参加 した高齢者やその他の住民 と意見交換を行い

なが ら、集団に合った、健康教育内容や 日常生活の中で実施可能で効果的な運動プログラ

ムを作成する必要がある。

I V , 今 後の課題

2年 間の健康 ・体力調査結果に基づき、疾患関連要因および健康 ・長寿貢献要因が明 らか

にされ、今後は運動 と栄養に焦点を当てた地域ケアシステムの構築を目指す予定である。

特に、高齢者の 自主運動 グループ設立に当たつては、高齢者 自身が運動の必要性 を理解 し、

運動の実施 と継続 に意欲 を持つよ うな介入が必要である。また、運動を推進す る運動 リー

ダー、運動 グループを支えるサポーターの育成が重要になる。 さらに、高齢者が安全に運

動を継続できるよ う医師、看護師、保健師による医療的介入 も検討する必要がある。
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古谷野亘 : Q O L な どを測定す るための源J度 ( 1 ) 、老年精神医学雑誌、7、3 1 5 3 2 1

古谷野亘 : Q O L な どを測定す るための淑J度 ( 2 ) 、老年精神医学雑誌、7、4 3 1 4 4 1
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(5)地 域特性を把握 した健康づくりと

育児支援

学内研究員 : 小林文子、日井徳子、村本淳子

学外研究員 : 大北高美子、西野美希、上日紀 子、有年貴子、石田和歌子、

市健康福祉部 健 康支援室) 、北森祥子 ( 名張市健康福祉部

森日もも ( 名張

健康福祉政策室)

【研究要 旨】

母子保健、思本期保健問題の背景には家族 ・家庭保健の問題があ り、地域特性 を把

握 した健康づ くりとライフステージの特性か らとらえた保健問題への接近が必要であ

る。地域別、乳幼児期別に子育ての実際を把握 し、地域にあった健康づ くりと育児支

援の活動モデルを開発 し、地域保健問題の改善を目指す。

【地域貢献のポイン ト】

本研究は名張市か ら応募のあった地域課題研究である。

伊賀県民局地域 に属す る名張市は平成 1 5年 1 0 月 1日 現在の人 口 8 3 1 0 4 人、世帯数

2 8 0 8 3 世帯、出生 7 2 9 人 (平成 1 4年 )、死亡 5 5 2 人 (平成 1 4年 )、老齢人 口割合 1 6 . 5 %

( 二重県 2 0 . 5 %  平 成 1 5 年 )、阪神方面への通勤圏 として回地が開発 されたことによ

り昭和 4 0年 代後 半か ら急激な人 日増加が続いた市であ り、育児支援の要望が強かっ

た。市内は 1 4の行政区に分かれ、さらに、古い町並みが残 る市街地、農業地域、開

発 された住宅団地 といった特徴 もみ られ、そこに住む人び との 日常生活行動にも違い

がみ られ る。地縁 ・血縁のない家族にとつて急激な経済不況は母子保健、思春期保健

にも影響 を及ぼ し、若年妊娠、育児不安、子 ども虐待な どの健康問題へ と発展す る可

能性がある。すでにい くつかの事例が見 られている。 これ らの健康問題 には世代間連

鎖や家族形態の変化による影響が考えられ る。また保健医療行動には地域によつて特

徴がみ られ、生活文化や価値観の影響 も考えられる。本研究による 「子育てアンケー

ト」の調査結果は地域母子保健問題改善のための地域の しくみづ くり活動を進める際

の指針 となる客観的資料を提供できる。

. 研 究 目的

本研究では、母子保健、思春期保健問題の背景には家族 ・家庭保健の問題があ り、地

域特性 を把握 した健康づ くりとライフステージの特性か らとらえた保健問題への接近が

必要 と考え、地域別、乳幼児期別に 「子育ての情報源、健康状態、 日ごろの子育ての状

況や気持ち ・思い、判断、家族」を把握す ることによって、地域にあつた健康づ くりと

育児支援活動モデル を開発す ることを目的 とした。本年度は 「子育てアンケー トJ に て

母 子保健問題の背景因子を把握 し、問題構造を分析する。
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工.対 象 ・方法

調査対象は名張市内に住む乳幼児を持つ母親 1 4 4 0 名とした。なお、平L幼児 とは

1か 月児、 1 0か 月児、 1歳 6ヵ 月児、3歳 6ヵ 月児で各 3 6 0 名 である。

調査方法は質問紙調査 とし、留め置き自記式の無記名回答 とした。

質問紙は文献 と今までの保健活動か ら得 られた保健師の視点か ら質問項 目の リス トア

ップを行い新たに作成 した もので、その内容は①アンケー ト記入者②住んでいる地区

③住居の状況④母親教室参加の有無⑤育児情報源⑥母親の心身の健康状態 とス トレス対

処⑦ 日ごろの子育ての状況や気持ち ・思い③ 子育てに関す る想定事例への対応 (ビネ ッ

ト調査)③家族の状況 ⑩ 自由回答 の 項 日から構成 し、A 4 4 枚 に収 まるように配置 した。

I I I . 結果

1「 子育てアンケー トJ作 成 までの研究会活動経過

第 1 回

日日寺 : 平成 17年 4月  8 日 (金 )10: 00-11: 30

場所 : 名張市保健センター

出席者 : 名張市  有 年貴子  石 田和歌子  上 田紀手  大 北高美子  西 野美希

森 日もも 北 森祥子

看護大学 小 林文 子

( 出席者 5 0 音順  以 下同 じ)

内容 : 2 年 間の事業計画について

第 2 回

日時 : 平成 1 7 年 4 月 2 4 日 ( 月) 1 0 : 0 0 ～ 1 1 : 3 0

場所 : 地域交流研究センター

出席者 : 名張市  有 年貴子 石 田和歌子 上 田紀子  西 野美希

看護大学  臼 井徳子 小 林文子 村 本淳子

内容 : 研究会活動 日程お よび内容について

第 3 同

日時 :平成 1 7年 5月 1 6 日 (月) 1 0 : 0 0 ～ 1 2 : 0 0

場所 : 地域交流研究センター

出席者 : 名張市  有 年貴子 石 田和歌 子 上 田紀子  西 野美希

看護大学 小 林文子   臼 井徳子 村 本淳子

内容 i 研究テーマ と対象について

第 4 回

同時 ! 平成 1 7 年 6 月 1 6 日 ( 月) 1 0 : 0 0 ～ 1 1 : 3 0   _

場所 : 地域交流研究センター

出席者 : 名張市 有 年貴子 石 田和歌子 上 回紀子 西 野美希 森 日もも

看護大学  臼 井徳子 小 林文子 村 本淳子

内容 : 調査研 究の項 目について
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第 5 回

日時 : 平成 1 7 年 7 月 1 1 日 ( 月) 1 0 : 3 0 ～ 1 2 i 3 0

場所 ! 地域交流研究セ ンター

出席者 : 名張市 有 年貴子  西 野美希

看護大学  臼 井徳子 小 林文子

内容 : 調査票素案作成について

第 6 回

1 1 時: 平成 1 7 年 8 月 1 2 日 ( 月) 1 0 ! 0 0 ～ 1 2 : 4 0

場所 : 地域交流研究センター

出席者 : 名張市 有 年貴子  西 野美希

看護大学  臼 井徳子 小 林文子

内容 : 調査票素案の修正、参考文献の収集 ・検討

第 7 回

日時 :平成 1 7年 9月 2 0 日 (火) 1 0 : 0 0 ～ 1 2 : 3 0

場所 :地域交流研究センター

出席者 :名 張市  有 年貴子 西 野美希

看護大学  臼 井徳子 小 林文子 村 本淳子

内容 :調査票素案再修正、調査の対象者、調査票配布 ・回収方法

調査票、依頼文な どの印刷について

尚、1 0月 以降は、研究員の時間調整がつきにくくな り、アンケー ト調査の進め方に関

して主にメール と電話で意見調整 をお こなった。

2 , 1 ～ 7回 「子育てアンケー トJ作 成までの研究会活動の主な内容 (論点)

1 ) 研 究の枠組み

当初、性 に関する意識や行動を把握するために、妊娠 中や子育て時期の調査を予定 し

た。 しか し、性 について直接調査す るのが難 しいことか ら、まず食生活や生活 リズムな

どの調査を行い健康教育のあ り方な どを検討す るとした。

しか し、
・ 食生活や生活習慣の調査が名張市で既に多 く行われていること
・ 本研究で M C G な どの育児支援事業を検討す る機会 としたいこと
・ 近年、ス トレスや こころの健康 といった健康問題がクローズア ップ されてお り、名張

の 自殺数が高い とい う市特有の健康問題 (特異性 )が 顕著である点などの理由か ら、
「健康なば り 2 1計画」や 「次世代育成支援行動計画」に沿つた取 り組みの一環 とし

ての
“
こころの支援、育児支援

"に
焦点をあてた研究内容 とす ることに至った。

2 )予 想 され る研究の成果
・ 市全体 と特に団地 (新興地)地 区 と従来か らの市街地 (旧のまち)と の比較検討 を行

い、地区の傾向が明 らかになれば各地域づ くリヘ結果を返 して一緒に考え合 う機会 と

なる。
。 また、経済状況やインフォーマルな支援の有無などの個人の背景の違いを踏まえた分

析な どを行い、例 えば、養育者が出やすい所へ相談に行 くのがいいのか、対応す る人

は誰がいいのかな ど、施策を検討す る機会 となる。
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3 ) 研 究テーマ

( 1 ) 保 健師か らの意見

保健師が対応す る際にも、
“
不安、い らい ら

"“
どこまでが しつけかわか らない

"な

どの言動が実際多 く聞かれ る。また、少子化に加 え、名張の特殊性 として家族基盤の

弱 さ、インフォーマルな支援が少ない、経済基盤が弱い、核家族で昼間夫不在 ・母子

密室な ど種々の傾 向をおおよそ感 じているが、それ を客観的に立証 ・実証す るものが

従来無かった。

( 2 ) 討 議

名張市の次世代計画書 P ` 3 9 に記載 されている名張市の子育ての特徴 と、1 4年度看

護大学調査の調査結果 を比較すると以下のような点が浮上 した

「子 と共に育つ 充 実感 がある」 ← → 「イライラす る 不 安がある」

この項 目は相反す るものでもあ り、その辺 りを今回の研究で深 めてみては どうか とい

うことになつた。また、躾や社会規範な どの世代間 ・地域間差などを明 らかにす るた

めには 「道端で子 どもがかん しゃくをお こす→第 3者 や親 はどう対応するかJな どの

例題 も取 り入れては どうか。

調査 としては最低 5害J回収 をめざしたい。郵送法は
一般に 3割 に留まることが多い

とい うことか ら調査方法を乳幼児健診の案内文 とともに配布 し、健診時に持参いただ

き回収す る方法を主 とすることに した。

4 )新 たな調査票 「子育てアンケー ト」の作成

保健師の 日常保健活動の参考 となる資料が得 られ る研究 とい う視点か ら、「子育て支

援 Jに 関す る文献、資料を検討 した。その結果本研究にはそのまま使用できる質問紙 と

しては適切なものがないため独 自に調査票を作成す ることとなつた。作成にあたっては

先行研究、文献
1 7 ) を参考 とす るが、今までの保健活動か ら得 られた母親 らの相談や

声を取 り入れた内容で、保健師の視点か ら質問項 目の リス トア ップを行 うこととした。

また、回収率が高まるよ うに記入の負担感 をできだけ低 くす るには項 目数 を少なくす

る事を考慮 し、研究員間で議論を深め内容の精選 を行い、新たな質問紙 「子育てアンケ

ー トJを 作成 した。

3 .「 子育てアンケー ト」調査の実施経過および結果の分析予定

平成 1 7年 1 1 月 よ り 「子育てアンケー ト」を対象者に郵送 している。平成 1 8年 3月 ま

で毎月郵送す る予定である。 尚、回収 した調査用紙はエクセル統計 ソフ トに入力 し、デー

タベースを作成す る。データはまず単純集計を行い全体の構造 と地区別の構造をグラフ化

す る。 さらに統計 ソフ トS P S S を 用いて属性別に統計的検定をおこない構造分析 をす る予

定である。

「子育てアンケー トJが 返却 されつつある。アンケー トの回収場所は名張市保健セ ンタ

ー とし、調査者の顔が分か り、アンケー トそのものが子育て支援のひ とつ となるように意

図 して気軽に相談できるような案内文 も書き込んだこともあつて順調に回収が進んでいる。

I V . 考 察

国の 「す こやか親子 2 1」 の主な 目標 として 「子育てに自信が持てない母親の割合の減

少」があげ られている8 )。名張市の保健師は 日常保健活動の機会に、育児に不安 を抱 えた

り、強度の育児にまつわるス トレスを抱いた り、 ときには子供への虐待傾向を示す といっ

た母親に道遇 し、何 らかの支援 を展開 してきた。つま り育児にまつわる困難性 を持つた母

親が育児 に自信が持てるように支援 してきた。そ してその背景 として母親の個人特性が反
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映 され るが同時に住む地域の特性や共通性、類似性がみ られることを主観的、経験的にと

らえてきた 9 1 1 0 ) 。

川井 ら
3 )は 「育児不安」や 「育児ス トレス」とは何かについては多様な言い方があ りそ

の意味するところは微妙に異なつていることを指摘 している。育児不安への支援 において

育児困難感 を構成 しているもの とは何かを 「ツール」を用いてアセスメン トし育児支援 に

役立てる方法を示 している。本研究にもこれ を利用できないか検討 したが、健康診査時に

は面接 に多 くの時間を要することはできないのでもつと簡便であることが必要 とい う結論

に至った。 当該 「子育てアンケー ト」はこの点を踏まえて作成 した。また 「地域の しくみ

づ くりJを 展開す るためにはその地域の育児文化、 どのよ うな子育ての場面で どのよ うに

対応 をす るのかその行動の背景 となる考えや人々の価値観を把握す ることも必要である。

そこで保健行動に関連す る想定事例を示 してその判断対応 を問 うビネ ッ ト調査を入れ るこ

ととなった。地区別集計による特徴が とらえられれば地域の人び とに改善にむけた取 り組

みについて 「話 し合い」の素材 を提供す ることができる。 このように地域に共通の 目標や

話題 を提供す ることが地域づ くり活動では重要な鍵になると考える 1 1 ) 。

V , 今 後の課題

平成 1 7年 1 1 月 よ り調査票の配布を開始 した。通常の無記名郵送回収による質問紙調査

では回収率は 3 0 % 程 度 と予測 され る。調査の結果が地域の多 くの人び とに子育ての現状

を反映 していると受 け止められ るには、調査票の回収率を 6 0 % 以 上に したい。住民への

説得力ある資料 となるように、できるだけ回収率を向上 させ ることが課題である。
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2 ) 日 本小児保健協会 「平成 1 2年度 幼 児健康度調査報告書J

3 ) 恩 賜財団母子愛育会 日本子 ども家庭総合研究所 ・愛育相談所 編 著 (代表 川 井 尚)

「子 ども総研式育児支援質問紙の利用手引き」2 0 0 2

4 ) 「す こやか親子 2 1」公式ホームページの各項 目の取 り組み 目標 4 .

子 どもの心の安 らかな発達の促進 と育児不安の軽減

5 ) S T A I  日 本語版

6 )荒 木 田美香子著 「幼児健康診査における育児機能評価のためのアセスメン トツール

の開発」 日本地域看護学会誌 5 ( 2 ) 2 0 0 3

7 ) 子 ども虐待 予防地域保健研究会編 「子 ども虐待予防マニュアルのための地域保健活

動マニュアルJ

8 ) 厚 生の指標  国 民衛生の動向 2 0 0 5 年  第 5 2 巻第 9号

9 ) 名 張市  「 名張市次世代育成支援行動計画」 平 成 1 7年 3月

1 0 ) 名 張市  「 健康なば り2 1計 画」平成 1 7年 3月

1 1 ) 平 野か よ子編集  「 最新保健学講座  地 域看護学総論② 地 域診断 と保健福社対

策Jメ デカル フレン ド社 2004年
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V E I . 講演

内 容 対 象 ( 人

数 )

日時 場 所 主催者 担当教員

1 平成 1 7 年 度第 1 回

愛 知 県 へ き 地 医 療

研修 会 ( ルー ラル ・

ナ ー シ ン グ ～ へ き

地 に お け る看 護 に

ついて～ )

医師 ・看護

師 ・保健 師

そ の 他 ヘ

き 地 医 療

に 関 心 の

あ る 医 療

関 係 者 お

よ び  学

生 。一般

87名

平成 1 7 年 8

月 2 1 日 ( 日)

1 0 : 0 0～1 1 : 3 0

愛 知 県 豊

田 市  朝

日 高 原 元

気村

愛 知 県 ヘ

き 地 医 療

支援機構

小林文 子

2 「岩 手 県 民 の 保 健

行 動 の 特 徴 と看 護

の 地 域 性 に 関 す る

研 究 」 調 査 報 告 会

(ル ー ラル ナ ー シ

ングについて )

岩 手 県 内

看護職

平成 1 8 年 3

月 1 8 日 ( 上)

14 : 0 0～15 : 0 0

岩 手 県 立

大 学 看 護

学部

岩 手 県 立

大 学 看 護

学部

岩 手 県 民

の 保 健 行

動 の 特 徴

と 看 護 の

地 域 性 に

関 す る 研

究班

小 林 文 子
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(6)新 人看護職員卒後教育プログラム開発プロジェク ト

学内研究員 : 河 日み どり、大谷恵、河合富美子

学外研究員 : 前原澄子 ( 京都橘大学) 、丹生かづ ( 病院事業庁) 、山路恭子 ・奥百合子
坂倉由希子 ・矢橋美紀 ・坂倉小夜子 ・犬飼 さゆ り・成井ふ くよ 。森 円ゆか り ・

川 島いづみ ・川島珠実 ( 県立総合医療セ ンター) 、福 山和子 ( 県立 こころの
医療セ ンター) 、西川 さゅ り ・渋谷咲子 ( 県立一志病院) 、中村み さと ( 県立
志摩病院)

【研究要旨】

新人看護職員の就職後 3 ～ 4 ヶ 月頃まではさまざまな問題 を生 じやすぃ危機的な時
期であ り、その問題のひ とっ として リァ リティショックがぁる。水 田ら 1 ) は、リア リ
テイシ ヨックの回復過程には 「基本的な看護業務遂行能力の獲得J 、「職場の人間関係
の調整」を しなが ら 「さまざまなケアヘの対応能力の発達」、「勤務形態への適応」を
行い、 さらに 「仕事 と自己の価値観の調和」ができること、 リア リティシ ョックの回
復を妨げる 「不安定 さ」を取 り除 くことが必要であると述べてぃる。その状況を回避、
または、その状況か ら回復す るためには、看護技術実践能力の習得 とメンタルサポー

ト支援が重要 となる。本プロジェク トに先立って実施 した予備調査によると、高い実
践力を求めているにもかかわ らず、実践能力の低い看護技術項 目は、患者 に侵襲を及
ぼす ものが多いことが明 らかになった。

本研究は、新人看護職員の卒後教育についてのエーズを把握 し、看護技術実践能力
の習得 とメンタルサポー ト支援 を効果的に行い、新人看護職員の職場での適応 を円滑
に し、早期離職 を防止す ることを目的 とした。本年度は、卒後教育プログラムの実態
の把握 を行なった。

新人看護職員研修の実態調査か ら、身体への侵襲の高い看護技術習得に対す るエー

ドが高かった。事前研修や入職後の集合研修等による看護技術習得の継続的な支援、
入職直後か らのメンタルヘルス面のサポー ト体制の必要性が再確認 された。また本プ
ロジエク トは新人支援室を開設 したが、利用頻度は少なかった。新人支援室活用につ
いての調査か ら新人を含む看護職員の多 くは、新人支援室は必要であると考えていた。
また、看護技術習得、メンタルサポー ト、勉強会等への活用のエー ド高かったことか
ら、今後の支援室のあ り方の示唆を得た。

【地域貢献のポイン ト】

県立病院に入職する新人看護職員の看護技術実践能力を高めること、メンタルヘル
スサポー ト体制の確立により、職場での適応が円滑にな り、早期離職者の防止ができ、
二重県民によ り質の高い看護 を提供することが可能 となる。また、看護実践能力の高
い看護職員の定着は、医療事故の防止にも高い効果が得 られ る。
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I I .

. 研 究 目的

新人看護職員は、基本的な看護技術能力、職場での人間関係調整能力の未熟 さか ら就

職後 3 ～ 4 ヶ 月頃まで さまざまな問題 を生 じやすい。 この危機的な状況か らの回復の遅

延 は、新人看護職員の早期離職 を招き、看護提供に支障をきたす。新人看護職員の卒後

教育についてのニーズを把握 し、看護技術実践能力の習得 とメンタルサポー ト支援 を効

果的に行 うことは、新人看護職員の職場での適応 を円滑に し、早期離職 を防止す るため

に重要であると考えた。 よって、本年度は、現行の卒後教育プログラムの実態を把握す

ることを日的 とした。

2

3

4

対象 ・方法

。実態調査

1 ) 平 成 1 7 年度採用看護職員事前研修の実態調査 ( 総合医療センター : 3 月 )

2 ) 新 人看護職員への看護技術経験状況に関す る調査 ( 総合医療センター : 3 月 )

3 ) 新 人支援室活用についての調査 ( 総合医療センター : 1 2 月 )

4 ) 新 人看護職員の卒後教育に対す る調査 ( 県立 4 病 院 : 1 2 月 )

5 ) 新 人 リフレッシュ研修の参与観察調査 ( 榊原温泉 神 湯館 : 5 月)

. 新 人支援室 ・相談室の開設 と運営 ( 総合医療セ ンター : 4 月 ～)

.0」 T (On JOb Training)評 価

. 定 例会議 ( 1 回/ 月 ) と 現場 ラウン ド

I I I .結果

1. 実態調査

1 ) 平 成 1 7 年度採用新人看護職員事前研修の実態調査

県立総合医療センターにおける平成 1 7年

度採用前研修 (表 1 )に 参加 し調査 を行なっ

た。Sプ ロジェク トの提案により、準備 した

各種モデル (採血静注シ ミュレータ
`シ
ンジ

ョー
'・
筋肉注射練習用ブロック

て
注射かまぼ

こ
)・
皮内注射のシ ミュレータ ・吸引シ ミュレ

ータ
` Qち
ゃん
'・
女性導尿モデル装着式 :以

上株式会社京都科学、透明男性導尿模型 ・静

脈注射パ ッ ド
`け
つかん くん

' :以
上株式会社

坂本モデル)を 使用 し、身体への侵襲の高い

注射や導尿な どの演習を実施 した。

研修者か らは 「モデル を使用 し恐怖感や緊

張感が和 らいだ」、「技術の再確認に役立った」、

「指導者 (アソシエー ト)の 指導は理解 しや

す く安心できた」等の意見が出た。また、指

導者か らは、「事前にモデルを用いた指導者の

トレーニングが必要」等、来年度の事前研

表 1  平 成 1 7年度採用看譲職員事前研修

ロ ロⅢ 参加欺 (人)

3月23日 (よ )

与英の技術

I 業 剤の準備

2 在 射法

1)ヽ 内内r射

2)皮 下注射

3)皮 内と'!

4)静 脈内在射

3 静 脈内留置'p挿 入 と固定法

4 輸 液セ ット ニ 方活桂の取り扱い

5 点 滴の滴下調整

6 輸 液ボンプ シ ツンジボンプの使用法

3'J24「1 (/1・)

生体機能管理技術と呼吸管理技術

1)心 電図モニター

2)パ ルスオキシメーター

3)酸 素療法

4)吸 ,

5)ネ ブライザー

3月 25,1(金 )

排泄の援助とを法

1)導 尿 留 置カテーテルと

2)描 便 坐 薬挿八

3)グ リセ リン洗暢

4)高 圧虎腸

5)巻 iム1最 冷 )
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修への示唆を得た。

2 ) 新 人看護職員への看護技術経験状況

に関す る調査

新人看護師が事前研修 までに経験 し

た看護技術は、清潔の援助、血圧測定、

車椅子移送、体位変換、食事介助な ど

の生活援助項 目は 9 0 %  以 上が 「経験あ

り J で あ っ た 。
一
方 、 身 体 へ の 侵 襲 の  図 1 採 血 静注 シ ミュ レー タ

て
シ ンジ ョー

' を
用 いての

大きい診療介助の技術経験項 目で 「経   採 血演習風景

験な し」 と回答 したのは、筋肉内注射 7 7 % ( 2 0 / 2 6 人 ) 、点滴静脈内注射、静脈内

注射、皮下注射 7 3 %

( 1 9 / 2 6 人) 、導 尿

72% (18/25ノ 代、)、 月芳

批内留置カテーテル

挿入 6 5 % ( 1 7 / 2 6 人)

であった。

3 ) 新 人支援室活用

についての調査

開設以来、新人支

援室の活用が少ない

原因 と今後の新人支

援室の活用の方向性

を検討す る目的で、

総合医療センター看

病棟で行なう46%

興味がない

110%(26件 )

自分に必要ない

156%(37件 )
N=237
(複数回答)

沈腸庫=重 蟹蟹空董董主翌主王==■ ■十一二翠    !

10       15       20       25

新 人看護職 虫の手護技術経験
 昌 獲験歓 | |

勤務がにしい

435%(103件 )

ヽ
他病棟にある
165%(39件)

図5新 人支援室を見学しなかつた理由

護職員 2 6 2 名を対象に質問紙調査を実施 した。

回収率は 8 6 . 6 % であつた。新人支援室を知っ

ていると答 えた看護職員は 1 5 3 人 ( 6 9 . 5 % )

であつた ( 図3 ) 。しか し、新人支援室の見学

場所が遠い 21% 場所を知らない 21%

ノ
鍵を借りるのが商l■l
34%    ―

その他13%

30(ナヽ)

N = 2 6

図3新 人支援室の存在

図4新 人支援室の見学の有無
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を してない看護職員は 1 5 4 人 ( 8 5 , 6 % ) で

あ り ( 図4 ) 、 その理由としては、「勤務が

忙 しいJ 「他病棟 にあるJ な どであった ( 図

5 ) 。

新 人支援室 の必要性 については、 16 2人

が 「必要」 と答 えた (図 6)。 今 後 、新 人支

援室 を どの よ うに活用 したいかでは、看護

技術 の習得 97件 ( 2 6 . 3 % )、 メンタルサポ

ー ト73件 ( 1 9 . 8 % )、勉 強会 53件 ( 1 4。4 % )、

癒 しの場 41件 ( 1 1 . 1 % )で あった (図 7)。

個人高談 35%

看護研究 22%

【

支援 室の常駐職員 につい

ては、新 人支援室 が必要 と

回答 した 1 6 2 人 の うち 7 5

人 ( 4 6 . 3 % ) が 「必要 J と

「r l l 答した。 常駐期 間 につい

ては、 l ヶ 月以上 3 ヶ 月末

満 2 6 人 、無期 限 1 5 人 、 3

ヶ月以 上 6 ヶ 月未満 1 4 人 、

2 週 間以 上 l ヶ 月未 満 1 0

人 で あった。

4 ) 新 人看護職員 の卒後教育

に対す る調査

平成 1 7 年 度採用看護職員

施 した。 回収 率 は 9 5 % 、 3 8

学生指導 65%―

研修会 7310 -

講義 76%

癒しの場111%ノ
(41件)

( 県立 4 病 院 ) 4 0

名 か ら回答 を得 た。

勉強会 144%
(53件)

図7新 人支援室の活用

看護技術の
一―練習 263%
(97件)

メンタル

サポート198%

(73件)

N=369
(複数回答)

院外研修に参加するための時間の確保

自己学習に必要な資料が閲覧できる場所の確保

精神的なサボートや相談のできる人的資源の確保

看護技術を練習する時間の確保

看護技術を練習する場所の確保

0     5    1 0    1 5    2 0

N=38(複数回答)
図8卒 後教育を受ける上での希望 (件)

名を対象に質問紙調査を 1 2 月 に実

事業庁お よび各施設で実施 してい

る集合研修は役に立

つているとい う評価

を得た。また、総合

医療センターで行な

った平成 1 7年 度採

用新人看護職員事前

研修は、看護技術習

得の効果が高い集合

教育 として評価 を得

ていた。今年度採用

看護職員が選んだ来

年度採用看護職員事

前研修に取 り上げて

欲 しい看護技術演習項 目は、本年度のもの と一致 していた。卒後の看護技術習得に

対 して、「夜勤業務 に入 るまでに急変時の対応 、医療機器の取 り扱いや点検 を習得

したいJ 、「4 月 中旬にも技術演習を行ってほ しい」、「事前研修は 1 週 間に して欲 し

図6新 人支援室の必要性
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Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ

い」、「病棟業務のマニュアルがほ しい」、「モデルを用いた技術演習を行ないたい」、
「シ ミュ レー シ ョンよ り業務の中で正確な技術 を学びたい」 とい う意見があった。
また、卒後教育を受 ける上での希望を図 8に 示 した。 「看護技術 を練習す る時間の

確保」が 2 2件 と最 も多 く、次いで、「精升申的なサポー トや相談できる人的資源の確

保J 2 1件 、「自己学習に必要な資料が閲覧できる場所の確保」1 8件 であった。一方
「看護技術 を練習する場所の確保」は 9件 と最 も少なかった。

5 )新 人 リフ レッシュ研修の参与観祭調査  表 2平 成1 7年度新人ツフレッシュ研修

鍵は 3階 西病棟ナースステーションに保管 した。新人支援室には、ベ ッ ド、静脈内注

射腕モデル ( 採血静注シ ミュレータ
` シ
ンジ ョー

' ) 、
注射用物品、相談室にはソファ

等を整備 した。 4 月 6 日 よ リプロジェク トメンバーが、4 回 / 週 、1 6 ～1 7 時 に病棟 ラ

ウン ド、1 7 ～2 0 時 支援室待機 とい う体制で支援 を開始 した。4 月 か ら 1 0 月 までの支

援室の活用状況は、3 件 で、内容は、静脈内留置針の挿入であった。
3 . 0 」 T 評 価表の見直 し作業

0 」T に よる看護技術評価表は病棟 ごとに作成 しているが、各病棟の特殊性が強調 さ
れ、院内での互換性 に乏 しかった。継続的に新人看護職員の看護技術習得の評価 を行
な うために、0 」T 評 価表の見直 し作業を行った。県立 4 病 院の うち総合医療センター

をモデルに、キャ リアラダーステ ップ I の 習得 目標 に基づき O J T 評 価表作成 した。ま
た、見直 し作業では、三浦 らの 2 8 項 目の学習ニー ド2 ) を参考に して、キャ リアラダ
ーステ ップ との互換性 を検証 し、評価表の一般化をはかった。

4 . 定 例会議 ( 1 回 / 月 ) と 現場 ラウン ド

プロジェク トメンバー、教育担 当者 ( 総合医療センター) が 、定例会議 ( 1 回 / 月 )
をもち、卒後研修プログラムについての検討、準備、現場で抱 えている問題 に対す る

意見交換を行なった。定例会議は、看護大学で第 4 回 まで行ない、第 5 回 以降は総合
医療セ ンターで行なった。現場 ラウン ドによって臨床状況の把握に努めた。

病院事業庁 による新 人 リフ レッシュ研

修 (表 2 ) の 参与調査 を行 な った。 リ ア

リテ ィ シ ョ ックに陥 っ て い る と 自己判

断す る参加者 が 3名 、「転職 したい」「病

院 に行 きた くな い」 「研 修 に参加 し話 す

機 会 が あ って よか った」 「自分 だ けで は

ない とい うこ とがわか って安心 した」 と

い う意見が あった。

.新 人支援 室 と相談室 の開設 と運営

新 人支援 室 と相談室 は、総合 医療セ ンタ
ー 3階 西病棟 内に開設 した。通常は施錠 し、

日時

場所

5月2 1日 (土)

榊原温泉 神 湯館

参加者

34名

総合医療センター  2 2名

こころの医療センター 5名

志摩病院      5名

一志病院      2名

内容

9 ,00～lo : oo

「リア リテ ィシ ョックについてJ

講義

10 : 45-

「ス トレス減 らして、元気に看護 J

講義 ,演 習

を目的に、査を行なった。

注射モデル、導尿モデル、

臨場感 を持って練習を積み

I V . 考 察

本年度は現行の卒後教育プログラムの実態を把握すること

平成 1 7 年 度採用看護職員事前研修では、昨年度 と異な り、

吸引モデル等 を豊富に使用 した。 これ らのモデルの使用は、
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重ねることができ、身体への侵襲の大きい看護技術の経験のない新人看護職員に とつて

は有効である。今回の事前研修において 「モデルを使用 し恐怖感や緊張感が和 らいだJ

とい う意見か ら、経験の積み重ねは、不安や緊張を軽減 させ ることができ、 4月 か ら始

まる現場での技術に対す る看護実践の レディネス となると考える。

新人支援室の活用頻度が低いことについては、新人支援室が周知 されていないことが

原因ではな く、勤務が忙 しく見学にも行けない職員が多いことが明 らかになつた。看護

職員の超過勤務は、病棟における 0」Tの 限界 を示す ものである。看護技術の習得につい

ては今後、0」Tと O F F  J O B 研 修 システムの再構築が必要である。また、新人支援室の

必要性 については肯定的な意見が大部分を占めていた。また新人にかかわ らず、看護技

術習得、メンタルサポー ト、勉強会な ど積極的な新人支援室の活用のニーズを持ってい

た。今後、支援室を有効に活用するためには、「日寺間をつ くるJこ とが急務であ り、それ

と同時に勉強会な どに対応できる図書や視聴覚教材などの整備が必要である。

卒後教育研修プログラムにおいては、採用予定者の事前研修の実施が看護技術実践能

力の習得のために重要であることがわかった。また、多 くの新人看護職員は、入職後 1

～2ヶ 月で夜勤勤務の経験す ることになる。「夜勤業務に入るまでに急変時の対応、医療

機器の取 り扱いや点検を習得 したい」 とい う意見か ら、夜勤業務に対 しての技術的な不

安が高 く、技術習得の欲求の高ま りが うかがえた。注射や導尿な ど患者の身体に侵襲 を

与える基本的看護技術の習得はもちろんのこと、配属 された病棟の特殊性のある看護技

術の習得のための O」Tプ ログラムの見直 し、県立 4病 院の新人看護職員 を対象 とした事

前研修 を I段 階 とした看護技術習得のための集合研修の立案 ・実施が必要になる。また

メンタルヘルスサポー トについては、「精神的なサポー トや相談できる人的資源の確保」

の要望が多かったことや、今年度入職後 2ヶ 月で リア リティシ ョックと自己判断す る新

人職員が数名存在 したことな どか ら、具体的な対応策の検討が必要である。

今年度の調査結果をふまえて、平成 1 8年 度 3月 の事前研修の研修期間、研修内容を

検討す る。 また、新人看護師にとつて看護技術習得は共通の課題であ り、同時に共通の

不安要因 と考えられ ることか ら、来年度採用看護職員の事前研修は、県立 4病 院での採

用予定の新人看護師を対象に実施す る。

I V . 今 後の課題

平成 1 8年 度 3月 の事前研修時の新人看護師への看護技術経験状況に関す る調査、研

修に関する参加者、指導者の意見 ・感想の取 りまとめを行い、今後の採用予定者の事前

研修 を第 1段 階 とした集合研修プログラムや O J T と O F F 」O B ト レーニングが連携 した

サポー トシステムの構築を考える。 メンタルヘルスサポー ト支援 システムの構築、新人

支援室活用のための整備 についての具体的検討を行な う。

引用文献

1 )水 田真 由美 :新卒看護師の職場適応に関す る研究― リア リティシ ョックか らの回復

過程 と回復を妨げる要因一、 日本看護科学学会誌、2 3巻 4号 、4 1 - 5 0 、 2 0 0 4

2 ) 三 浦弘恵他 :看護職者の学習ニー ドに関す る研究―病院に就業す る看護職者に焦点

を当てて、看護教育学研究、1巻 1号 、4 0 - 5 3 、 2 0 0 2
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3.継 続教育事業

地域交流研究センターにおける継続教育事業 としての位置づけられた平成 13年 度 当初

の事業 目的は、住民に対す るケア向上に向けて、看護職に対す るコンサルテーシ ョン、ス

ーパー ビジョン、研究指導等を実施 し、病院事業庁の活動を支援す ることであつた。

今年度で 5年 目を向かえた本事業は、病院事業庁 との連携 も円滑に進むよ うにな り、県

内の看護職員の質向上に向けて両者の役割が明確にな りつつあ り、協同体制がほぼ整備 さ

れてきた。それに伴い、県立病院看護職員の臨床看護研究会やキャ リアラダーステ ップ研

修等を通 して、看護職者の育成 も充実 してきた。 しか し、本事業の対象を病院事業長のみ

な らず、幅広い対象者 に向けて周知、活用 され るための広報活動においては課題 を残 した

ままになっている。

そ こで今年度の活動は、病院事業庁か ら依頼を受けた県立病院看護 キャ リアラダーにお

ける 「県立病院看護職員研修」のステ ップ I・ Ⅱと、「看護継続教育特別研修 Jの 看護研究

指導者 ヨースヘの協力に止める一方で、課題解決のためのプログラム作成 と広報活動の方

策について検討を重ねることに重点をおいた。

I.目 的

1.病 院事業庁の要請に基づき、「県立病院看護職員研修」のステ ップ I・ Ⅱと 「病院事

業庁看護継続教育特別研修Jの 看護研究指導者 コースの企画 ・運営をサポー トし、看

護研究指導お よび看護職員研修の講師を担当す る。

2.県 立病院か らの要請に基づき、県立病院看護職員のキャ リアラダーの評価、看護職

員教育計画策定への助言 ・協力を行 う。

3.行 政 (県 ・市町村 )、関連職能団体か らの要請に基づき、看護職者お よび看護職者以

外の保健医療福祉関係の研修 ・研究活動 を支援する。

4.地 域交流研究セ ンター としての継続教育事業について見直 しを行い、平成 18年 度

か らの活動プログラムの検討 を行 う。

工.事 業内容

1`病 院事業庁か らの要請への協力 ・支援

1)キ ャ リアラダー段階別到達 目標 に従い、「県立病院看護職員研修」のステ ップ I・

Ⅱの指導 ・助言に関わる。

2)「 病院事業庁看護継続教育特別研修」看護研究指導者 コースの 目的に従い看護研究

活動への指導、助言に関わる。

3)適 時、病院事業庁教育担 当者お よび教育委員会の研究研修担当者 と連絡調整 を行

い、 1)。 2)の 円滑な進行 を支援す る。

2.県 立病院か らの要請への協力 ・支援

1)キ ャ リアラダーの評価に関する学習をサポー トし、助言を行 う。

2)県 立病院現任教育担 当者 と次年度のプログラムを検討 し、研修プログラム立案の

助言を行 う。
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3 . 県 ・市町村、関連職能団体か らの要請への協力 ・支援

1 )行 政で企画 されている市民の研修に協力す る。

2 )看 護研究活動への指導 ・助言を行 う。

4 .継 続教育事業についての見直 し

1 )事 業内容を研究支援事業 と研修支援事業の 2本 立て とする。

2 )研 究支援事業 と研修支援事業の支援 システムを構築す る。

I I I . 本年度の活動状況

1 .病 院事業庁か らの要請への協力 ・支援

1 )県 立病院看護職員研修への協力 ・指導 (表 1 )

( 1 ) ス テ ップ I

① 「ステ ップ I Jの ね らい

。リア リティシ ョックを予防 し、看護の魅力を見出す。

・ス トレスを癒 し、仕事への活力を引き出す。

②参加者

キャ リアラダーステ ップ 1の 看護職員 3 4名

③テーマ

「新人ナースの リフレッシュ」

④担 当者

昨年度 に引き続 き小林文子講師が、久居市神湯館において講師を務めた。

( 2 ) ス テ ップ E

①ステ ップ Ⅱのね らい

・日常看護実践における倫理的配慮について学ぶ。

・看護実践における問題解決能力を養 う。

②参加者

キャ リアラダーステ ップ Ⅱの看護職員 3 2名

③テーマ と研修のね らい

・テーマ

「看護のQ & A 」

・ね らい

★看護技術や 日頃のケアについての疑問を解決 し、根拠を明 らかにできる

☆
看護の根拠を考 える思考力や学習方法を習得 し、日頃の看護実践に活用できる

問題解決能力を養 う。

④担当者

グループワー クにステ ップⅣのメンバーが参加 して、臨床での問題解決にア ドバ

イスを行い共に考えなが らの支援が行われた。基礎看護学講座の 5名 (河日み どり

助教授 ・林文代助教授 ・草川好子講師 ・河合富美子助手 ・深堀浩樹助手)が オ リエ

ンテーシ ョンと発表に同席 し、発表への質問や講評に務めた。

本研修の円滑な進行 をサポー トするために、本学継続教育事業担 当 (若林たけ子

助教授 )が 窓 口を担 当 し、場所や 日程な どについて適宜、病院事業庁担当者 と指導
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講師 との調整 を行 った。

表1ス テップ I・Ⅱ研修
日 時 P 対   塚 軍

・
ラ
み   ヽ一 一  【

7 担  当  者
5月2 1日(上)
9:30～ 12:30

ステップ I研修「新人ナースのリフレッシュ」 小林 文子

9月30日(金) ステップエ研修「看護のQ&A」 河田みどり・河合富美子

10月 31日 (月) ステップ正研修「看護のQ&A」
河田みどり・林 文代・草川 好子
河合富美子・深堀 浩樹

2 ) 病 院事業庁看護継続教育特別研修への研究指導 ( 表2 、 表 3 )

( 1 ) 看 護研究指導者 コース

①看護研究指導者 コースの 目漂

・看護研究の必要性について、他者 に説明できる。
・看護研究に取 り組み、論理的にま とめ、発表す ることができる。
・研究の成果を実践に活用できる。

②参加者

研究 I を 修了、またはそれに相応す る能力を持つ者で、研究発表経験のある県

立病院の看護師 5 名 ( 医療セ ンター 1 名 ・こころの医療センター 1 名 ・志摩病院

2 名 ・一志病院 1 名 )

③研修内容 と担当者

研修内容 とスケジュールおよび担当者 を表 2 に 示 した。

研修内容 とスケジュールについては病院事業庁担 当者 と、永見桂子助教授 ・若

林たけ子助教授 と共に、昨年度の反省点を踏 まえて検討を重ねた。内容ではデー

タ分析で、昨今の看護研究を鑑み質的研究についても時間をとることとした。ス

ケジュールについては、 1 2 月の研究発表会を避けて 3 月 初旬 に設定 した。

担 当者 については、各教員 とセ ンター長 ( 鈴木みずえ教授 ) 、本学継続教育事

業作業部会 ( 若林たけ子助教授、橋爪永子助手、澤井早苗助手、磯和勅子助手)

で調整 し、病院事業庁 より直接依頼文を提出 していただいた。また、研修時には

教育委員会の研究研修担当者 ( あすなろ学園) が同席 し、進行の調整が行われた。

第 1 回 目の講義が終了 した時点で、受講者の研究取 り組みテーマをまとめても

らうこととした。全員の研究テーマが提出された時点で、それぞれの研究担 当教

員 を決定 し、各受講者の研究にあわせて個別の指導体制をとることとした。研究

担 当教員 と研究者および看護研究テーマについては表 3 に 示 した。

研修回数が進むにつれ、受講者の研究進行状況の格差や、受講者 と講師 との調

整不足な どのサポー ト体制上の問題が出現 してきた。これ らに対 しては、病院事

業庁か らの要請に応 じてセンター長 ( 鈴木みずえ教授) を 含 めた中間報告会を実

施 して調整を行 った。また、進行過程で、受講者の進行状況を考慮 し、スケジュ
ールの 日程変更な どの調整を行った。研究発表会は、予定通 り3 月 上旬に行 うこ

ととした。

2 . 県 立病院か らの要請への協力 ・支援

1 ) 総 合医療センター看護部教育委員会か らの講師依頼

( 1 ) 受 講対象者 : ステ ップ Ⅱ
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( 2 ) テ ーマ :「看護論か ら看護 とは」

( 3 ) 講 義のね らい

ヘ ンダー ソンの看護理論 を学習 し、 自己の看護観 を明確 にす る。

( 4 ) 担 当者

9 月 と平成 1 6 年 1 月 の 2 回 に分けて、藤本幸三助教授が講師を務めた。

研 丹」十旨寒事(54乙)3

氏 名 (施設名) ア  ー  マ 十日  当   者

大川 恵美
(総合医療センター

ストマ装具申告時の様式記入困難に関する研究 上本野唱子

岩佐 貴史
(こころの医療センター

精神科における静脈血栓塞栓症に対する予防法の検討
～下肢静脈環流を指標とした自他動運動の比較～

大谷 恵

森井 美幸
(志塵病院)

個人情報に関する研修とガイドラインが当院の看護師に与え
る影響

藤本 幸三

中田 靖子

(志産病院)
がん患者に関わる看護師のストレス調査の一考察 井上 洋士

吉川 晴美
(一志病院)

転倒、転落に関するスタソフの意識調査 鈴木みずえ

3 . 県 ・市町村、関連職能団体か らの要請への協力 ・支援

1 )行 政で企画 されている市民の研修に協力す る。

( 1 ) 二 重県人権センターか らの講師依頼

①受講対象者

二重県において各種相談事業に従事す る相談員

②講座内容

各種相談業務 を実施す るに際 して、相談事案の具体的な解決のために、相談

担当者 として、相談者 を理解 し支援するために必要な人権に配慮 した相談体制

が敷けるような、制度、知識、技能を修得す る。

表2「 看 研 究 者コース |スケジユールおよび研修 内

同 数 日  回 寺 内 容 巳 当 者

第1回
5 月 1 2 日 ( 木)

10:00-12!00

・看護研究の必要性を理解する
・研究テーマの絞りふみができる

井上 洋士

第2回
6月 27日 (月)

10i30-12:00
・テーマに沿つた研究計画書が作成できる 若林たけ子

第3回
7月 25日 (月)

15!00-16:30
・各自の研究テーマ、研究計画の発表会 鈴木みずえ

第4回
8月 1日 (月 )

9:00-12:00
・研究計画書に基づいたデータ収集の方法を学ぶ 斉藤 真

第5回
1 0 月1 9 日 ( 水)

13:00-14:30
・データ分析と研究のまとめ方を学ぶ 永見 佳子

第6回
1 1 月1 8 日( 金)

10:30-12:00

・研究の成果を纏めることができる
・研究論文なまためる

玉田 章

第7回
2006年

1 月1 8 日( 水)

16:00～ 17:30
・効果的な研究発表の要点を学ぶ

上本野唱子

第8回
3月 4日 (土) ・研究の成果を報告する 作業部会
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ｒ
ｌ

ｌ

ｌ

ｌ

③担 当者

人権センターにおいて、若林たけ子 (助教授 )が 講師を務めた。

2 )看 護研究活動への指導 ・助言を行 う。

( 1 ) 研 究開発事業に基づ く研修会

①受講対象者

松阪保健所管内保健師 ・看護師

②講義内容

マル トリー トメン トにかかわる市町村保健師活動の現状 と今後の課題。

③担 当者

松阪市健康センターにおいて伊藤千代子 (助教授 )が 講師を務めた。

4 .継 続教育事業についての見直 し

1 )事 業内容

・研究支援事業 と研修支援事業の 2本 立て とする。
・研究支援事業 と研修支援事業の支援 システムを構築す る。

( 1 ) 研 究支援事業

県下に従事 している看護職者が自らの看護実践の改善や改革のために、研究的

に取 り組 もうとす る姿勢を高め、看護の質向上に向けて努力す ることを目的 とす

る。看護実践の場で生 じている課題 について、看護職者が主体的解決するための

研究的取 り組みについて支援する。

( 2 ) 研 修支援事業

地域の状況や健康上の課題 を捉 え、県民の健康や福祉に貢献できるよ うな内容

と継続教育に役立つ ような内容を研究基礎 コース、一般講座、専門講座の 3本 立

として支援 を行 う。

( 3 ) 支 援 システム

研究支援事業のシステムについては、応募者 に対 して研究支援適用制度を導入

し、担 当教員 とその支援期間および報告などについて検討 を行 った。

研修支援事業のシステムについては、 3コ ースそれぞれの特徴を生か した内容

とするために、企画に重点をおいて検討 をお こなった。

研究の基礎 コースにおいては、二重県看護協会 とも協議 を重ね、相互にメ リッ

トが生 じることでより受話 しやすい環境 を整 えることに配慮 した。一般講座 につ

いては県民の方が親 しみやす く参加 できる内容を検討 し、講師の選択 を行 った。

専門講座 については、大学 としてより専門性 を追求 したセ ミナーになるよ うに、

著名な外来講師を招聘す ることとした。

I V。今後の課題

二重県内の情勢は、市町村合併等に伴い様々なr t X 題と共にそれに対す る体制が整いつ

つある。その過程のなかで、本継続教育事業がより有用な事業 として根付いてい くには、

県内の人々のニーズに合った企画 と、その支援体制を充実せ ることである。来年度の新

企画を実施 してい く中で評価 しつつ、見直 しを繰 り返 しなが ら、広報活動に力を注いで

い くことが課題であると考える。
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4 .直 接ケア事業

直接ケア事業は、二重県民を直接の対象 とし、より地域にね ざし、生活に即 したケアを

提供す ることを目的 として、平成 15年 度 よ り地域交流研究セ ンター事業の一つ として位

置づけられた。現在、当事業は、平成 15年 度 当初 より行われている 「二重県不妊専門相

談セ ンター事業Jの 運営への協力 と、平成 16年 度 よ り位置づけられた 「二重県男女共同

参画セ ンターフレンテみえ」の相談事業への協力の 2つ の活動か ら成 り立っている。

I,目 的

県立看護大学の地域貢献の観点か ら、地域交流研究センターを拠点 として、二重県民が

抱える健康問題、健康上のニーズに応 え、生活に即 した地域密着型の健康相談 ・保健指導

等を提供す ることによ り、住民 ・家族が健やかに暮 らせ る地域社会づ くりを支援す る。

事業内容

。二重県民を直接の対象 とした相談事業 (健康相談 ・保健指導等)を 企画 ・運営、実

施す る。

.健 康福祉部 (県民局保健福祉部、児童相談所、小児心療センターあすなろ学園、草

の実 リハ ビリテー シ ョンセ ンター等)、県立病院 (総合 医療セ ンター、こころの医

療セ ンター、一志病院、志摩病院)、二重県女性相談所、在宅介護支援セ ンター、

福祉事務所、職能団体 (二重県看護協会、二重県医師会、二重県助産師会、臨床心

理士会等)、N P O 等 、実践現場か らの要請に応 じ、各種相談事業 (健康相談 ・保健

指導等)の 企画 ・運営、実施に参画する。

t l l I ,本事業の担 当者

本学全教職員

補足

,本 事業の事業計画 ・予算の立案、事業の実施 ・評価等に際 しては、直接ケア事業作

業部会での検討、地域交流研究セ ンター委員会での審議 を経て、教授会に提案、承

認 を得 るもの とす る。

.本 事業の事業計画書 ・予算書の立案、事業の実施 ・評価に際 しては、事前に本学教

職員か らの ヒア リング、当該施設 との調整 ・協議 を行 うもの とす る。

本年度の活動状況

,「二重県不妊専門相談セ ンター事業」の運営への協力

1 )目 的

二重県健康福祉部 こども家庭室の 「二重県不妊専門相談セ ンター事業」 として、本

学に不妊専門相談センターが設置 されたことに伴い、事業の円滑な運営に協力 し、不

妊で悩む人々を支援す る。

I V .

V .
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2 ) 担 当者

村本淳子教授、崎山貴代助手

3 )内 容

( 1 )不 妊相談への助言

①相談状況の把握

平成 1 7年度 (平成 1 7年 1 2月 3 1日現在まで)の 相談回数は 3 8回、相談件数

は 8 3件 であ り、前年度に比 し減少傾向にあった。相談内容については、不妊治

療を受けていない者あるいはセカン ドオピニオンのエーズをもつ者などの 『医療

情報に関する問い合わせ』が 6 7件 であった。また、本当に妊娠するのか、自分

は妊娠する人とどこが違 うのかといった 『妊娠に関する不確かさ』が 2 5件 、子

どもの有無を話題にされた り、他者から干渉 され、不妊を想起 させ られることに

関連する 『不妊であるがゆえの傷つきやす さ』が 1 1件 、治療に関する夫の思い

や協力の程度、夫婦関係の変化などに関連する 『治療を続けていくうえでの夫婦

関係』が 1 1件といったこころの問題が 4害Jを占めた (図1参 照)。今年度の傾向

としては、セカン ドオピニオンヘのニーズとそれに付随 したこころの問題が比較

的多 くみ られた。

医療情報に関する問い合わせ

不妊・治療からもたらされる身体の症状

不妊であるがゆえの傷つきやすさ

妊娠に関する不確かさ

医療者や治療環境とのかかわり

不妊であるがゆえの孤独

治療を続けていくうえでの夫婦関係

その他

図 1  二重県不妊専門相談センターにおける相談内容 ( 件) ( n = 1 3 5 複 数 回答 )

②相談内容についてのアセスメン トや看護介入の確認や助言

適宜、相談員の看護観やアセスメン ト能力、コミュニケーシ ョン能力、関係形

成能力の把握 を行い、相談事例についてのアセスメン トや介入の確認 を行った。

③相談員の感情の把握

不妊相談では携わる相談員 自身の感情 コン トロールが必要なこともあ り、適宜、

相談員の思いや感情について確認 した。本来の 目的 と異なる電話相談が続 くこと

もあつたが、適切な対処を行い、大きな感情の揺れ を体験 していることはなかつ

た。また、継続事例については、適切な評価が営まれるよ う、注意を払つた。相

談員 自身は相談における自己の傾向についても認識 し、改善に努めていた。
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(2)情 報提供

①不妊治療方法や法整備、不妊看護 についての最新情報の提供

相談員 と最新の情報や不妊看護についての動向について情報を確認 し、部分的

ヤこ情報 を提供 した。

②二重県の不妊治療専門施設や助成金制度の情報提供

二重県の相談者が中心 となることか ら、こども家庭室の協力を得て相談員に情

報を提供 し、より最新で具体的な情報を対象に提供す ることができていると評価

する。

(3)学 習支援

①事例検討

学内の担 当者 を交えて事例検討を行 う他、医師や看護師、心理職な どと事例検

討 を行 う機会 を設けることができ、看護者 としての介入や役割 を確認す ることが

できた。

②書籍や文献の提供

③国内 ・県内で行われ る関連学習会や学会、研修会の紹介

(4)相 談セ ンターシステムの充実化の促進

① 「二重 ・不妊に関す る勉強会」 との リンク

直接的な相談セ ンター事業の業務か らは外れるが、勉強会で相談センターの現

状を報告す る機会が得 られているため、その報告発表における支援 を行った。 こ

れは間接的に施設のケアの改善につなが り、二重県全体の不妊医療における看護

者の役割の明確化の一助 となっている。

②不妊相談検討会の準備の支援

③二重県不妊専門相談センターに向けるニーズ調査への協力

開設後 3年 目を迎えるが、二重県で不妊治療 を受ける対象の不妊相談へのニー

ズ、相談への満足度をとらえることによ り相談方法の見直 しを図る目的にて、現

在、ニーズ調査の内容 を精錬す る過程にある。

(5)事 業内容の公表

①論文発表

二重県不妊専門相談セ ンターにおける不妊看護相談の実態 と看護者 の役割 に

関す る内容にて論文を発表 した。

②学会 シンポジウム発表への支援

三重県 こども家庭室が、第 4回 不妊カ ウンセ リング学術集会における 『不妊治

療およびカウンセ リングケアにおける他職種連携』のシンポジウムにて行政の立

場か らシンポジス トとして参加 したため、発表の支援 を行った。

(6)行 政への助言

健やか親子 21に 基づ く不妊への支援において、今後の支援の方向性への質問

があ り、それに対 して行政に求める内容を提案 した。

4)今 後の課題

二重県の対象のニーズを丁寧に分析 し、それに見合つた方法へ と改善 していき、適

切な看護介入 を行 つてい くことが必要である。
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. 「二重県男女共同参画セ ンターフレンテみえ」の相談事業への協力
1)目 的

二重県男女共同参画セ ンターフレンテみえの相談事業に協力 し、女性の各 ライフサ
イクルにおける健康問題で悩む人々を支援す る。

2 ) 担 当者

村本淳子教授、永見桂子助教授、二村良子講師、大平肇子助手、澤井早苗助手
今 日葉 子助手、崎山貴代助手

3 ) 内 容

( 1 ) 相 談

二重県男女共同参画セ ンターフレンテみえの相談事業 として、「二重県立看護大学
助産師による女性のための健康相談」( 電話相談、第 1 ～ 第 4 木 曜 日 1 3 : 0 0 ～1 5 : 0 0 )
を担 当 し、女性のライフサィクル とセ クシュァ リティ、周産期における相談を中心
とした内容に関す る相談に応 じた。相談者の主訴 とその背後にある真の訴えを情報
収集、アセスメン トし、介入、評価 を行った。評価については、その場で解決 と判
断するもの と、未解決によ り他職種に相談をつな ぐもの とがあった。
平成 1 7 年度 ( 平成 1 7 年 1 2 月 3 1 日 現在まで) の 相談回数は 3 8 回 、相談件数は
4 0 件であり、前年度に比し増加傾向にあった。相談区分は、『性』と 『性 (男性)』
が 1 1件 ( 2 7 . 0 % ) で、っぃで 『こころの問題と身体症状』が 8件 ( 1 9 . o % ) 、『妊
娠』が 3件 ( 8 . 0 % ) であった (図2参照)。相談内容は、『性反応について』ゃ 『こ
ころの問題 と身体症状』が 8件 、ついで 『不妊』が 6件 、『月経』が 5件 であった
( 図 3 参 照 ) 。

当初 の相談 内容 と してい る妊娠 ・出産 ・育児 にお ける相談 は少 な く、それ に対 し
て性 の相 談 、ス トレス と身体症状 につ いての相談が非常 に多 くみ られ 、妊娠 ・出産 ・

育児 な どに比 して相 談 が充実 していない こ とが伺 える。 また、『性 』 の相 談 につ い
ては、アディクシ ョンの可能性が想定 され る事例が存在 し、また 『こころの問題 と
身体症状』については、助産師 としての責任範囲を越 えることもあ り、専門家の存
在 とその連携の重要性が強 く感 じられた。

( 2 ) 知 識や技術の習得

各教員が関連文献や学会へ参加す ることによ り、最新の知識や技術を習得 し、相
談に還元できるよ うに努めた。

( 3 ) 情 報交換

相談終了後には、フレンテみえの相談員に、その都度状況報告を行い、適宜カ ゥ
ンセ リング方法に関す る助言 を受けると同時に、9月 に行われたフレンテみえと当
大学の担 当者全員の参加 による合同会議の中で、相談状況 を確認 しあい、看護者の
視点や役害J、相談員 との共通点を確認 し、連携の方向性な どを話 し合 った。 また、
双方に関連す る学習会について情報交換 を行 った。
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1団
妊娠

圏出産
3%

8%   8% | 15%   □
子育て        |

3%  □ 老年期

■性

|□性(男性)

1圏こころの問題と身体症状|

|□その他

図2フ レンテみえにおける相談区分

妊娠経過の異常について

出産

子育て

授字し期の乳房トラブル

老年期の身体の変化

予期せぬ妊娠について

月経

外性器トラブルについて

乳房発育について

セックスレス

不妊

男性の性反応について

こころの問題と身体症状

その他

図3フ レンテみえにおける相談内容 (件)   ( n i 4 1 複 数回答)

4 ) 今 後 の課題

適時、大学 内 あるいは フ レンテみ えの相談員 との合 同事例検討 を行 い、支援 の方向

性や連携 につ いて検討 してい くこと、また双方 に関連す るテーマ にお ける学習会 の開

催 な ども考 えてい きたい。

V I 。今 後 の課題

今年度 は昨年度 までの活動 内容 を充実 させ る方 向で活動 を展 開 した。今後 は、従来 よ り

行 つてい る活動 内容 を見直 し、独創性 を もつた活動 につ なげたい。 同時 に、活動 内容 の幅

を広 げ るこ とが県民へ の貢献 、全教員 の看護 実践能力の向上 に寄与す る と考 える。
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資料

1)情 報発信

( 1 ) 活 動 報 告

①地域交流研究セ ンター年報 V O L . 7 発 行

平成 1 8年 3月 1 3 日

( 2 ) 雑 誌 掲 載

①表題 :二重県不妊専門相談センターにおける不妊看護相談の実態 と看護者の役割

掲載紙 :日本不妊看護学会誌 硫 1 . 2  N o . 1

発表者 :崎 山貴代、村本淳子、鈴木 よし子

②表題 !漁村 における認知症予防教室
“
あたまの元気道場

"

掲載紙 :コ ミュニティケア、V 0 1 . 7  N o . 8

発表者 :井上秀美、磯和勅子

③表題 :二重県における転倒予防ケアシステムの開発

掲載紙 :看護学雑誌、V o l . 6 9  N O , 7

発表者 :鈴木みず え、内田敦子、河合富美子、 日比野直子、福 田裕子、池 田道智

江、大渕律子、伊藤薫

( 3 ) 学 会 発 表

①演題 :ル ー ラルナースの教育プ ログラム開発  ～ 地域性 を踏 まえた救急現場での

対応～

発表者 :小林文子、大平肇子、村本淳子、吉岡多美子、人田勘司、奥野正孝、河村

和子、小坂みち代

発表場所 :第 4 5 回 全国国保地域医療学会、札幌市

活動種別 :研究開発事業 「ルーラルナースの教育プログラムの開発J

②演題 :ルー ラルナースの教育プログラムの検討

発表者 :吉 岡多美子、小林文子、大平肇子、村本淳子、人口勘司、小坂みち代

発表場所 :第 6 4 回 日本公衆衛生学会、札幌市

活動種別 :研究開発事業 「ルーラルナースの教育プログラムの開発」

③演題 :ルー ラルナースの教育プログラム開発 ～ 地域性 を踏 まえた救急現場での対

応 (その 2 )～

発表者 :小林文子、大平肇子、村本淳子、吉岡多美子、奥野正孝、八日勘司、河村

和子、小坂みち代

発表場所 :第 1回 東海へき地医療研究会、名古屋市

活動種別 :研 究開発事業 「ルーラルナースの教育プログラムの開発」

④演題 :マル トリー トメン ト事例に対す る市町村保健師の困難性認知 (その 1 )

発表者 :小林文子、伊藤千代子、自井徳子、若林たけ子、服部希恵、藤森里実、城

田圭子、紀平由起子、西 日裕
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発表場所 ! 第 6 4 回 日本公衆衛生学会総会、札幌市

活動種別 ! 研究開発事業 「マル トリー トメン トに関わる保健師への三重県における

支援モデルの開発」

⑤演題 : マル トリー トメン ト事例に対す る市町村保健師の困難性認知 ( その 2 )

発表者 : 伊藤千代子、自井徳子、小林文子、若林たけ子、服部希恵、藤森里実、城

田圭子、紀平由起子、西 日裕

発表場所 : 第 6 4 回 日本公衆衛生学会総会、札幌市

活動種別 : 研究開発事業 「マル トリー トメン トに関わる保健師への二重県における

支援モデルの開発」

⑥演題 : マル トリー トメン ト事例に対す る市町村保健師の困難性認知 ( その 3 )

発表者 : 臼井徳子、伊藤千代子、小林文子、若林たけ子、服部希恵、藤森里実、城

田圭子、紀平由起子、西 日裕

発表場所 : 第 6 4 回 日本公衆衛生学会総会、札幌市

活動種別 : 研究開発事業 「マル トリー トメン トに関わる保健師への二重県における

支援モデルの開発」

④演題 : マル トリー トメン ト事例に対す る市町村保健師の困難性認知 ( その 4 )

発表者 : 藤森里実、伊藤千代子、臼井徳子、小林文子、若林たけ子、服部希恵、城

田圭子、紀平由起子、西 日裕

発表場所 t 第 6 4 回 日本公衆衛生学会総会、札幌市

活動種別 t 研究開発事業 「マル トリー トメン トに関わる保健師への二重県における

支援モデルの開発」

6)あ煮題 : Association of physical and mental health and lifestyle in the aged

pOpulation of a fishing village in Japan

発 表 者 :Isowa,T。 ,Uchida,A.,Murashima,S.,Sawai,S.,Kanamori,M.,Kobashi,

G。,Ooyama,N.,Suzuki,酌 I.

発 表 場 所 :ICN Congress 2005 Taipei,Taiwan

活 動 種 別 : 研 究 開 発 事 業 「南 勢 志 摩 地 域 にお け る健 康 寿 命 の延 長 を 目指 した 地 域

ケ ア シ ス テ ム構 築 の た めの研 究 」

③演題 :漁村地域 における高齢者の心身の健康 とライフスタイル との関連

発表者 :磯和勅子、鈴木みず え、村鳴正幸、金森雅夫、澤井史穂、小橋元、大山直

美、内田敦子、泊万里子、井上秀美、永井裕子.

発表場所 :日 本老年看護学会第 1 0回 大会、宇都宮

活動種別 :研究開発事業 「南勢志摩地域における健康寿命の延長を目指 した地域ケ

アシステム構築のための研究」

⑩演題 :二 重県における転倒予防ケアシステムの開発―転倒予防検討会転倒予防の取

り組み―

発表者 :伊藤薫、鈴木みずえ、内田敦子、河合富美子、 日比野直子、斉藤真、若

林たけ子、大渕律子、福 田裕子、池 田道智江.

発表場所 :転倒予防医学研究会第 2回 集会、京都

活動種別 :研 究開発事業 「二重県の転倒予防システムの構築」
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①演題 : 官 ・民 ・学協同で取 り組む転倒防止  二 重県 介 護老人保健施設ちゅうぶ

発表者 : 山 下純生、小川淳一.

発表場所 : 第 1 6 回全国介護老人保健施設神奈川大会、横浜

活動種別 : 研究開発事業 「二重県の転倒予防システムの構築」

( 4 ) 第 6 4 回 日本 公 衆 衛 生 学 会 総 会 へ の 出展

日時 : 平成 1 7 年 9 月 1 4 日 ( 水) ～ 1 6 日 ( 金)

場所 : 札幌 コンベ ンシ ョンセ ンター
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2)平 成17年 度継続教育事業にもとづく研修会講師などの派遣
(1)県民局担当制事業

内容 (テーマ) 対象 (人数) 同時 場 所 i:催者 担当教員

1
看護研究計口i書に基づく指導
「看護研究研修会J

尾鷲総合病院看護
自市 9名

平成 17年 4月 14日

(木)

看護大学地域交

流研究センター

1

尾鷲総合病
院

伊藤千代子

2
看護研究計画事に基づく指導
「看護研究研修会」

尾鷲総合病院活護
師  1 2名

平成 17年 7月 7日

(木)

看護大学地域交

流研究セ ンター

1

尾鷲総合病
院

伊藤千代子

3 研究精導  「 看護研究J
桑名市民病院看護
師  約 30名

平成 17年 6月 25日

(上)
桑名市民病院

桑名市民病
院看護部

E]井徳子

研究指導
「看護研究における統計学の

演習」

桑名市民病院看護
自而  旅勺3 0名

平成 17年 6月 18日

(■)
条名市民病院

桑名市民病

院看護部
斉藤 真

5 講師  「 両親学級 J
妊婦 とその夫
17名

平成 17年 7月 3日

(日)

河芸町保健セン

ター
津県民局 | 林ヽ文子

6 講師  「 両親学級」
妊婦とその夫
2 2名

平成 17年 7月 10日

(日)

河芸町保健セン

ター
津県民局 小林文子

7

講演 「HIV感 染の現状 と課
題  “ 保健師、看護師 として

知ってお くこと
"」

松阪保健所管内保
健師看護師 17名

平成 17年 7月 22日

(金)
松阪庁舎

松阪保健所
管内保健師
看護師研修
会

井上洋士

8 講演  「看護研究」
紀南病院看護師
46名

平成 17年 8月 24日

(水)
紀南病院 紀南病院 玉田 章

C 研究指導
紀南病院病棟看護
自市
8病棟 25名 程度

平成 17年 8月 26日

(金)
紀南病院 紀南病院

玉田 章
平野真紀

講話  「 こどものことば」

0歳 から3歳 児を

もつ母親  20数
名

平成 17年 9月 27日

(火)

河芸町保健セン

ター
津県民局 小林文子

講師  「看護研究研修会J
質的研究について

山田赤十年病院
看護師 約 50名

平成 17年 10月 1日

(上)
山田赤十字病院

山田赤十字

病院
永見桂子
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９

０ 講師  「 高齢者の心理」
非常勤のヘルパー

約 2 0 名
平成 17年 1 0月4日

(火)

松阪市社会福祉
協議会

松阪市社会
福祉協議会

小池 敦

つ
０

看護研究計画書に基づく指導
「看護研究研修会J

尾鷲総合病院看護
師  1 7名

平成 17年 10月 6日

(木)

看護大学地域交
流研究センター

1

尾鷲総合病
院

伊藤千代子

14 講師  「 高齢者の心理J

ケアマネジャー ・

福祉担当者 約 2

0名

平成 17年 10月20日

(木)

松阪市社会福祉
協議会

松阪市社会

福祉協議会
小池 敦

15
研究指導  「早期緩和ケア導
入効果に関する研究J

緩和ケア研究グ
ループ外科病棟看
護師

平成 17年 11月3日

(木)
済生会松阪総合
病院

済生会松阪
総合病院

小池 敦

16 謡 平 「 院内研究発表会J
紀南病院看護師
約 8 0 名

平成 17年 11月19日

(土)
紀南病院 紀南病院

玉口 章
平野真紀

字
ｒ
研究指導  「早期緩和ケア導
入効果に関する研究」

緩和ケア研究グ
ループ外科病棟看

護師

平成 17年 12月20日

(火)

二重県立看護大

学
済生会松阪
総合病院

小池 敦

18
看護研究研修会 (発表用抄録
の作成)

尾鷲総合病院看護
師  15名

平成 17年 12月20日
(火)

看護大学地域交

流研究センター

1

尾鷲総合病
院

伊藤千代子
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(2)継続教育事業

内容 (テーマ) 対象 (人数) 日時 場所 主催者 担当教員

1

特別研修 講 義
・看護研究の必要性を理解す

る
。研究テーマの絞 り込みがで

きる

県立病院看護研究指
導者コース 5名

平成 17年 5月 12日

(木)
県立看護大学 病院事業庁 井上洋士

2

ステ ップ I研 修  講 義
「新人ナースの リフ レッ
シュ」

県立病院新人看護師
34名

平成 17年 5月 21日

(上)
久居市神湯館 病院事業庁 小林 文 子

3

特別研修 講 義
'テーマに沿つた研究計画書
が作成できる

県立病院看護研究指
導者コース 5名

平成 17年 6月 27日

(月)
県立看護大学 病院事業庁 若林たけ子

4

特別研修 講 義
・各 自の研究テーマ、研究計

画の発表会

県立病院看護研究指
導者コース 5名

平成 17年 7月 25日

(月)
県立看護大学 病院事業庁 鈴木みずえ

5

特別研修 講 義
・研究計画書に基づいたデー

タ収集の方法を学ぶ

県立病院看護研究指
導者コース 5名

平成 17年 8月 1日

(月)
県立看護大学 病院事業庁 斉藤 真

6

講演  「 患者の人権 J

医療 (福社)に おける患者の

権利

平成 17年 度相談員

資質向上講座  23

名

平成 17年 8月 27日

(土)

二重県人権
センター

二重県人権
センター

若林たけ子

7

評価 ・サポー ト
ステ ップエ研修 「看護のQ&
A]

県立4病院のキャリア
ラダーステップⅡの

対象者 12名

平成 17年 9月 30日

(金)
県立看護大学 病院事業庁

河田みどり
河合富美子

8

特別研修 講 義
・データ分析 と研究のまとめ

方を学ぶ

県立病院看護研究指
導者コース 5名

平成 17年 8月 1日

(月)
県立看護大学 病院事業庁 永見佳子

9

講義
「看護論から看護 とは」 1回

目

医療センター看護師
ステップHの 対象者
14名

平成 17年 9月 13日

(火)
医療センター 三療センタ‐藤本幸三

評価 ・サポー ト
ステップⅡ研修 「看護のQ&
A]

県立4病院のキャリア
ラダーステップⅡの

対象者 30名

平成 17年 10月31日

(月)
県立看護大学 病院事業庁

河口みどり

林文代

草川好子

河合富美子

深堀浩樹

1 1

特別研修 講 義
・研究の成果をまとめること
ができる
。研究論文をまとめる

県立病院看護研究指
導者コース 5名

平成 17年 11月18日

(金)
県立看護大学 病院事業庁 玉田 章
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12

講義 研 究開発事業にt)とづ

く研修会
「マル トリー トメン トにかか

わる市町村保健師活動の現状
と今後の課題J

松阪保健所管内保健

師看護師研修会 14
名

平成 17年 11月29日

(火)
松阪市健康
センター

松阪保健所
管内保健師
看護師研修
会

伊藤千代子

特別研修 講 義
・効果的な研究発表の要点を

学ぶ

県立病院看護研究指
導者コース 5名

平成 18年 1月 18日

(水)
県立看護大学 病院事業庁 上本野唱子

講義
「看護論から看護 とはJ 2回
目

医療センター看護師
ステップ■の対象者
14名

平成 18年 1月 24日

(火)
医療センター 重療センタ 藤本幸三

合同研究発表会
・効果的な研究発表の要点を

学ぶ
県立病院看護職員

平成 18年 3月 4日

(土)
県立看護大学 病院事業庁 作業部会
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3)その他学外 ど

県民局名 委員会名 期 間 担当教員

1 紀北県民局 紀北子 どもの健康を考える委員会
平成 13～ 1 7年

度
伊藤千代子

2 南勢志摩県民局 豊かにあれ健康づくり運動推進委員会
平成 15～ 17年

度
伊藤千代子

3 伊賀県民局 介護保険事業計画策定委員会 平成 17年 度 深堀 浩 樹

二重県健康福祉部 二重県看護職員需給見通 し検討会 平成 17年 度 玉田 章
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3 )研 究成果の刊行物

(内容 の詳細 につ きま しては、各雑誌 (原本 )を ご参照 くだ さい。)
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日本不妊看護学会誌第 2巻 第 1号 (2005)

―報告―

二重県不妊専門相談センターにおける不妊看護相談の実態と看護者の役割

The Present Condition of lnfertility Nursing Consultation and

The Nurse's rOle in the Attie lnfertility Special Consultation Center

崎 |I J  貴代 (二重県立看護大学)

村本 淳 子 (1主 り,(立看護 人十)

鈴木 よ し了 (i玉 県不妊専門相談センター)

本報告は、開設後 1年 を経過 にンた二重県不妊専門相談センターの相談の実態 と看護者の役害|、今後の課題につ

いて検討することを目的とした。相談件数は 20 1件 であ り、相談内容は、「納得 して治療を受ける決定を下すた

めの相談 |と 「治療前からの心理的問題を抱える告や不妊治療中のス トレスが重篤化 tンた者の相談 1に 大きくわ

けを,れ、各 々σ)対象にあった看護介人が必要であった。 また、看護者の役割 として、 1 )看 護実践者としての役

割、 2)対 象のエーズの見極めにとせ)なう調整者としての役割、 3)現 場の医療に携わる医療職に対する情報提

供者 としての役告1が挙げ ')れ、不疑専門相談センターにおける看護者は、不妊に悩む夫婦をとりまく各職種の連

携に基づいた 上での独自の役割をもち、それは施設における不妊医療や看護 と循環するとい う認識が老、要である。

今後は 二重県独 自の対象の「1-ズ を分析 tャ、より細かい連携 システムや評価方法を構築する工とが必要であるc

I 緒 言

不妊は人間の発達課題である生殖性に関する危機であ

り、
一
種の喪失といわれている

1) 2 )。
また周期的な継続

治療や性生活への介入の必要性から生活は治療に左右さ

れ、身体的吉痛をともな うことt)多く、社会的にも役割

葛藤の問題が生 じやすい状況にある。近年の生殖医療の

進歩や代理出産、卵提供をとりまく話題が渦巻く中で、

不妊に悩む夫婦はさらなる由己決定を強いられ、自己を

揺 さぶ られる体験をしている。そ してこれ らの体験は、

治療後の妊娠 ・育児期の自己の統合にも影響を及ぼす可

能性をも秘 y)てぃる
3)。

このような不妊に悩む夫婦を支援する必要性か , ,、不

妊専門相談センターの設置が推奨 され、平成 1 6今この 日

本l l r婦人科医会の報告
4に ( kると、現在、全都道府県と

4政 令指定都市にセンターが開設されている。 こ重県で

も平成 1 5年 1 0月に看護大学内に不妊専門相談センター

が開設 され、現在 1年 が経過 したところである。今回の

センターの大半が大学病院や保健所に設置され、多くに

医師が携わる中で、看護系大学内に開設されたことは工

重県の特徴 'い える. / ) | |コ1、セ ンターの相談σ)実態 と看

護者ブ)役常|、今後の課題について検「ヽ十したので報告する,

E 実 践内容

1)二 重県不妊専門相談センター開設までの経緯

センターの開設を謳った最初の事業は、
N1/成8年 の「生

産を通 じた女性の健康支援事業」である。そしてiF成 11

年の 「新エンゼルプランJ、平成 12年 の 「健やか親 子 21」

を受け、三竜県では 「健やか規子いきいきプランみえ」

が策定され、その柱の一つである 『タモ娠 ・出産に関する

安全性 と快適さの確保 と不妊への支援』の具体的な取 り

組みの ‐つとして不妊相談センター開設が目指された,

センター開設に向けて、
｀
+4成14年 6月 に、「二重県不

妊専門相談センターあ り方検討委員会」が設置され、委

員会のメンバーに医師、助産師、自助グループなどを迎

え、組織のあり方や開設場所、相談員に求められ る資質

などを検討 し、平成 15年 10月 に開設の連び となったn

2)i重 県不タモ専門相談ヤンター事業概要

本事業は、「不妊に悩む夫婦などに対 して、精神的苦痛

を和らげるとと菜)に、不妊治療に関する適切な情報を提

供 し、夫婦 自らが生き方を選択、決定ができるよう支援

する」ことを,1的としている。不妊相談員は不年カウン

セラーの資格をや)つ看護師 1名 であ り、電話相談方法を

用いて、NANDAの 看護診断類■!に準 じて看護診断を行

い、介人、言平価を実施 した,セ ンターは iF庄県立看護 人
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学カウンセ リングまに設置さ加″、毎週火曜 日の 1 2 : 0 0～

14100と 15:00 1ヽ 8 1 0 0を相1談時間として↓ヽる.

3 )不 ‐々L専門相談センター ネ ットワーク体制

設置場所は当大学内 で浄,ろが、設置主体は 二重県健康

福れに部 Fど t )家庭室にレ)る。図 1は相談センターをサポ

ー トするネッ トワー ク体制を示 したものである。相談員

である看護師が相談に応 じ、相談内容の状況によつて、

不妊的助 グルーフ
'や
臨床心理 t:会などを紹介することに

より相談をつないでいる.ま たヽ大学は不妊相談への助

言や村J談センターシステムの準備 と充実化の促進などの

役告1を支)サ,、セ ンター事業の円滑な運営に協力する立場

をとつている (表 1 )。特にデータベース作成にあたつて

は、長岡の 「不妊治療を受けている女性の抱えている悩

み と取 り組み」
Ⅲ)や
岸 田の 「体外受精適応 となった不妊

女性の情緒的反応 J｀
|な
どの文献検討を尭)とに作成 した。

また、このセンター 事業を評価する団体として 「不妊相

談検討会Jが 設置され、ネッ トワークに挙げられている

船種をメンバー と tンて、事業の評価や検 pN lを行つている。

また、センター事業とは別組織ではあるが、センター

事業を全面支援する形で、|●電 ・不妊に関する勉強会J

とい う組織を立ち上げ、その中で医師や看護職、臨床心

理 とと事例検許|を行 うことにより、その結果を事業に反

映 させるとい う循環 システン、をつくっている。

田.結 果

1)不 タモ相談件教

開設後 1年 間の相談lr l l数は 4 8回 、相談件数は 20 1件

であつた (図 2 )。

2 )相 談者の背景

相談回数は新規が 17 3件 ( 8 6 1 % )、継続あるいは再相

談が 28件 ( 1 3 9 % )であった。性別は女性が 19 8件 ( 9 8 5 % )

で、その うち妻が 18 9件 ( 9 4 0 % )で あつた。地域区分

では北 。中勢が 12 7件 ( 6 3 2 % )で、他地域が 22件 ( 1 1 . 0 % )

であつた (以下表 2、図 3参 照)。年齢は 30歳 までが 58

件( 2 8 9 % )で、3 0～4 0歳 が 9 5件 ( 4 7 . 3 % )、4 1歳 以降が 6

件( 3 0 % )であった。不妊治療期間では治療検討中が 49

件( 2 4 . 4 0 / 0 )、1年 以内が 62件 ( 3 0 8 % )で、原発性不妊が

14 3件 ( 7 1 1 % )であった。不妊原因では未検査あるいは検

査中が 77件 ( 4 0 7 % ) (図 4 )で 、治療方法では受診考慮

中が 49件 ( 2 3 2 % )、検査中あるいはタイ ミング療法が 64

件 ( 3 0 3 % )と、
一
般 不妊治療前の段階で約半数を占めた

(図 5 )。相談考が表出した情緒的反応は 「希望 ・期待」

が 69件 ( 4 8 9 % )で、次いで 「孤独感 ,落 ち込み」が 27

件( 1 9 1°/ 3 )、「焦燥感 Jが 2 4件 ( 1 7 0 % )であった (図6 )。
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図1 三韮県不妊専門相談センターネットワーク体制

表1 当大学における不妊専門相談センターヘの支援内容

1 不妊相鹸への助言

1)相敵状況の把握

2)相敵員の看護観やアセスメント能力、コミュニケーション能力、

関係形成能力の把握

3)相鹸内容についてのアセスメントや看題介入の確盟や助言

4)相級員の感情の把握

2情 報提供

1)不妊治僚方法や法整備についての最新情報の提供

2)三立県の不妊治家専門施設や助成金制度、自助グループ、

養子機組の情報提供

3学 習支援

1)事7tl検討

2)書籍や文献の提供

3)国内 県ヽ内で行われる関連学習会や研体会の紹介

4相 Lkセンターシステムの準備と充実化の促進

1)データベースの作成

2)「二重・不妊に関する勉強会」とのリンク

3)不妊相酸検肘会の準備の支援

3 )不 妊 相 談 内容 (図 7 )

相談内容では、不妊治療を受けていない者あるいはセ

カンドオピニオンのニーズをもつ者などの 『医療情報に

関する問い合わせ』(『』内は予めデータベースの項日と

して設定 していたもの)が 1 7 2件 ( 4 5 , 7 0 /。)であった。 長

た、本当に妊娠するのか、自分は妊娠する人とどこが違

うのかといった『妊娠に関する不確かさ』が 75件 (19.9%)、

子どもの有無を話題にされたり、他者から干渉され、不

妊を想起させられることに関連する 『不妊であるがゆえ

の傷つきやすさ』や不妊に関して相談できる理解者がい

ないことに関連する 『不妊であるがゆえの孤独』が 28

件(74%)といったこころの問題が半数以上を占めた。そ

の中には、親子関係の問題、セックスレスといった治療前

からの心理的問題や、医療者への信頼感やノーシャルサ

ポー トの喪失を含めた不妊治療による喪失体験にもとづ

くストレスの積み電ねなどがみられた。

4)看 護介人

一番多く挙げられた看護診断名は、【健康探求行動]62

札
盆
Ψ
ば
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晦
‐５ ‐

年齢

表2相 談者の背景   (N=201)

項目       人 数は)

地域区分 北勢

中勢

南勢

伊賀

紀州

県外

不明

75(373略)

52(259牝)

12(60帖)

4(20略)

6(30%)

12(60発)

4は199%)

件数(件)

８

明

＝

明

＝

明

個

明
　

織

＝

明
　

撤媛

口
日
―十
日
―十
日
――
――
―十
日
］
胡
　
杯

口
日
１１
１１
１‐
日
日
□

材
　
月

～20歳

20～ 30歳

30～ 40歳

4 0 歳～

不明

2(10特〉

56(279略)

95(473 )ヽ

6(30%)

42(209路)

日ll
Ⅲ2月  H 1 6 1

図2

日
7月

不妊治療期間  治 療検討中

6ケ月以内

6ヶ月～1年

1 ～2 年

2～ 3年

3～ 5年

5年以上

不明
男性園子

一

原因不明

49(244路)

32(159党)

301149り

20(100%)

1 ∝5 0 括)

8(2 0RB)

4(20%)

48(2396b)

未桟 =

検登 中

女性園子

子どもの有無  あ り

なし

不明

60(29 9qb)

143(71 l16)

22(109略) 一　
∞

北当単民局

件破 (件)

図4不 妊原因 ( n = 1 8 9複数回答)

十
一 ― -              1

- l|ナ負半ミ局

4帳 甘方卓民局

Ⅲ■ん崇民i

高弟志“料民島
悔ぃ●ciる‐ぃn。ぃ こヽト

受診考慮中

検登 中

タイミング療法

排卵極発

AlH車o"r的
′1を,し点既
f

戸 モ岳阜

図3二 重県全図

件(24 , 2 % )であり、不妊初期の者に多く挙げられていた

(図 8)。また、同時に多かつた診断名として[非効果的

治猿計画管理]60件(23 4 0 / 0 )があり、自分自身が治療内容

や身体状況を十分把握できていないことや医療者への不

信から派生するく)のが多く挙げられていた。次いで年齢

や検査、治療にt)とづく〔不安]が50件(19 5 0 /。)、ステッ

プアップや治療中止への迷いから生じる〔意志決定葛藤〕

が 22件 (8. 6 0 /。)、その他に[知識不足]が12件(47°/0)、危

機に追い込まれるがゆえの【非効果的個人コーピング]が

11件 (4. 3 % )、[自己概念混乱]が 6件 (2. 3 0 / 0 )、[消耗性疲

労〕〔非セクシュアリティパターン]が4件 (1. 6 % )であった。

それらに対する看護介入として一番多かつた方法が

〔検査・治療に関連した適切な情報提供】155件(27 _ 3 % )

であり、次いで【生活調整に対する助言】が 98件(17 3 % )

30         40         50         60

件数 ( 件)

図5不 妊治療方法 (n = 2 1 1枝数回答)

であつた (図9)。その他に 【対象の話への傾聴】が70

件(12,3 % )、【解決方法を見出せるような助言】が68件

(12,0 % )、【ソーシャルサポートを得るための助言】が40

件(7.0% )、【自分の身体状況や治療内容、方向性を理解す

る働きかけが必要であることの助言】が33件(580/ 0 )、【対

象の自己決定のサポート】31件(5,5% )が挙げられた。

看護介入の評価としては、終了が 133件(66.2 % )で、

継続フォローが必要であると判断したものが 68件

(338% )であった。

I V .考 察

1 )不 妊看護相談の実態 と看護介入

lVF―ET

顕嶺 受需 |    |

中断 |   |

妊 毎 中 □

0            〕0
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平成 1 6年 の 日本産婦人科医会の報告
Ⅲ によると、セ

ンター5 1ヶ 所における相談方法として、「電話相談のみJ

が 2ヶ ナブ千、十政j接相談ブ)み|が 7ク 所、「電話相談とl l l接

村1談Jが 3 1ヶ 所、十電話れ1談と面接相談とメール相F‐A」

が 1 lヶ所であつた。また相談回数として、「週 1回」が

7 ヶ所、「週 2 回 | が 7 ヶ所、十週 3 「】l J がl ヶ所、「週 4

回Jが 3ヶ 所、「週 5回 Jが 15ヶ 所、「月 2回 」力` lヶ

所、「予約状況にあわせて実施するJが 17ヶ 所であつた。

また、実際の相談件数については、8年 間で 211牛のセン

ターもあれば、7年 間で 1,035件のセンター もあ り、相

談方法や村1談回数により格とが生 じていると考えられる

また、センターの位置づけの影響 も受けていると 予想 さ

れる。 よつて、相談回数だけをもつて他県と比較するこ

とは困難であるが、年度内の変化を月別に追 うと、PR

活動の状況や不妊にかかわる全国的なニュースの浸透が

件数の増減に影響 していることが推察される。開設当初、

相談方法や相談回数の決定には、県民性を配慮 した経緯

があつた。それは出産後の|サ親にFi!帰りが非常に多く、

婚家よりも実家ブ)側が出産の準備をする 1実家丸抱えJ

と呼ばれる風習が強 く残っている地域
'18)で
あ り、悩み

について t)家族内で終結するのではないかと推察 してい

たからである。 し か し、開設 してみると、サポー トを求

めて_/1電話相1談は多く、中には面接相談を求める者 も存

在 した。また、 1回 線で対応 しているため回線が混雑 し

ていることも予想 され、相談方法や回数においては、今

後、対象び)ニーズに対応 させて変更していく必要がある。

また、現在、た婦人科や保健所などの施設に向けたポス
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驚き ショック

否盟 違車

怒り 強意

軍恵8

孤独懸 落ち込み

あきらめ 受容

希望 期待

自責惑

焦爆恵

ターやチラシの配布や県のホームページや広報などを中

心とした PR活 動をイfっている。 しか し、最近の婚前の

性 事情を推察すると、比較的早期に治療に向かう者もお

|_ェ上_上_
0        10       20       30       40       50        60       70

件触 ( 件)

図6情 給的反応 (n = 1 4 1複数回答)

40   50

効果的治療計画管理

非効察的治療計画管理

ノシヨンブライアンス

t「格リスク状態

便秘リスク状態

念性々痛

とを決定葛藤

知ぬ不足

不安

消耗性疲労

練カ

自己績念程乱

自己尊重混乱

悲嘆

予期を喚

孤独8リ スク状態

社会的相互作用臣書

社会的孤立

非セクシュアリティパターシ

非効果的電人コーピング

家族コーピング掠力化

家族コーピング促盗卒白状態

使度爆来行動

睡眠パターン混乱

件数(件)

図8看 護診断名 ( n = 2 5 6複数回答)

医 療 情 報 に 関 す る 問 い 合 わ せ T ~ ~ ~ ~ ~ ~ ~ 一

一 一 ― ― 一 一 一 一 一 十 一 ― 一 一

¬

不妊 治練からもたらされる身体の症状 コ

不妊であるがゆえのにつきやすさ=王=コ

妊婚に関する不確かさ

医療者や治演IE境とのかかわり

不妊であるがゆえの孤独

治家を続けていくうえでの夫婦憾係

図7不 妊相談内容

|      |

_   |  _ 1 _ 1

80   100  120  140  160

件敏(件)

( n i 3 7 6複数回答)

拘
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対象の悪情の意ほ化

対象の話への傾聴

対象の思考や感情の支持

検奮→台痕に関連した適切な情報の換供

自分の身体状況や治療内容 方向性を理解する働きかけが必豪であることの助古

対象の自己決定のサポ+

治寂と他役前の面立に開しての助言

ツーシャルサポートを得るための助言

他は種への相歓が必要であることの助古

その他

図9看 護介入

り、不妊相談の対象が存在する場所を具体的に推測 して

いくことや) 4ど、要である,さ らに公開講座の開催など、対

象がサポー トブ)一つ として利用できると認識する機会を

つくる二とも
一
助 となるであろ う。以 上に示 したのは相

談の対象になると推祭される旨にセンターの存在を伝達

するブブ法であるが、必
‐
す
・
しt )相談件数の増加だけが事業

の評価 とされるわけではない ,手護診断に[ ) F効果的冶療

計画管r ~ F」が多く羊げられていることかデ,も、施設のイン

フォーム ド・コンセン トやカウンセ リングが不足 してい

ることは否定できない。今後は、(不妊治療開始前のケア)

と (治療施設内におけるケア)と の両輪で三重県全体の

不妊ケアの充実を図ることが重要であると考える。

対象者の性別や午齢、イく妊原因については、全国的に

せ)妥当な見解である
9 1 0 1た

思われる。 これ , )を踏 まえ

た にで、当センターを訪れる対象の傾向をとらえると、

以下に述べる大きく 2つ のタイプが考えられた。

1つ 日の タイブは、センターが地域に開設されている

ことか ,井)、冷療検討中 f r lるいは冷療 早期で、向ず と不

妊原因がわからないあるいは検査中の状況にあり、タイ

ミング猿法やホルモン墳法 といった初期段階の治療を受

けている青であつた―】これ らの対象は前向きに情報を探

求したうとする「健康探求行動Jの段階にあり、[医療情報

に関
↓
する問い合わせ〕を中心とにンた二~ズ を丈)っていたし

また、不妊治療を受けることにより複1娠できるという1希

望・期待」を抱いている状況であつた。これらの対象は、

適切な受療行動、今後行われる検査お kび治療や自分に

起こってくる感情を情報として知ることが4Z要`であった

また、治療早期ゼ)者は、様々な検査を受け、施設ブ)医師

球 的苦水 為 前 使 鍛 競 だ 泥 樹 乳 転 骨:      |

現在起こっている状況や問Eの 原因を見つけられるような効言

|コ |  |  |  |  |

対象が解決方法を見出せるような助言 |             |
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日

中

l    !

ロ

0    20    40    60    80   100   120   140   160   180

件数(件)

( n i 5 6 8複数回答)

や看護師と関係を築いていく段階にあり、 患 者とに′て

ブ)受療のあり方を模索している状況であると思われた。

また、この時期は、不妊の情緒的反応として、「驚き・シ

ヨックJや 「否認 ・逃避」の状況にあった。よって、[非

効果的治療計Lhl管理]と診断されること丈)多く、『妊娠に

関する不確かさ』や 『不妊であるがゆえの傷つきやすさ』

の悩みを訴える者が多く存在したと考えられる,こ れら

の対象には、現在の感情を受けため、その原因がどこに

あるかを★に探り、対象自身が医療者に働きかけること、

またストレスに対するコーピング方法を身につけること

を伝える必要があつた。そのためには、納得して受診行

動がとれ、感情や思考をコン トロールできるように、初

回受診時の看護を充実させることが重要であるといえる。

2つ 目のタイプは、治療訂fからの′亡ヽ理的問題を抱える

者や不妊治療中のス トレスが重篤化 tッた者であった。対

象には[意志決定葛藤][非効果的個人コーピング][自己概

念混乱1[消耗性疲労]と診断される者が多く、こころの悩

みを強く訴えていた。これらより、危機体験の出現や長

期化が自己やソーシャルサポー トの認知に影響を与え、

まr―ピングにや)影響を及ぼしている工とが推察される〕

これらの対象には、まず 【対象の話への傾聴】を行い、

気持ちを表出できることが一つのステップたなった。

以上より、十納得して治療を受ける決定を ドすための相

談|と 「冷療前からの心理的問題を抱える者や不なこ治療

中のストレスが重篤化した者の相談」の特徴が見出され、

対象にあった看護介入が必要であるといえる。そして、

4  治 棟に入る前の電話相談によって、対象の背景を把握 し

その後につなげ、また施設におけるケアの充実により、
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ス トレスの重篤化σ)予防や他者 との適切な関係のもち方、

自己決定の促進を図ることが重要であるといえる,

よた、今回、センターが特定の冷療施設内ではなく、

地域に開設 されたエヤ たり、県企域からの相談が寄せ ら

れた。 二重県は紅に長く、北内部は名古屋圏 と接 し、

方、紀南部は第 1次 産業を中心 とした少 r化 ・高齢化が

進んだ地域であ り、地域により文化や産業、価llg観の違

いが大きい。都市圏に近い地域の対象が相談件数の多く

を占めてぃたことからや)地域によリソーシャルサポー ト、

コー ビング′くターン、ド1己決定 スタイルが異なることが

予想されるJ 工れ より、イく妊治療状況や情緒的反応が草)

た らす影響にこれ らσ)地域特性を加えて考慮 した 11で、

相談体制の分散化や PR活 動の拡大を考える必要がある。

2)不 妊相談センターにおける看護者の役害|

二重県不妊専門相談ヤンターの組織は中核に看護者を

据え置き、そこか ',ネッ トワー クを張 り巡 らせたc当 初

は、看護者が診断や介人とい う1言葉を用いることやデー

タベースの作成内容、助吉内容、施設の批判への懸念 と

いった看護職に向けられ る心配が示 された。 し か し、事

例検討の中で、看護職 としての意図や介入による対象の

反応を伝え、看護職 としての役告1の限界と関係者相互の

役常1の確認を行 う工とにより、少 tンずつ他職種の理解が

得 られるようになった。 このようなプロセスの中から不

妊相談センターにおける看護者の役告1について考祭するc

(1)看 護実践 告としての役害‖

他県の報告をみると、デー タベー ス作成や報告内容の

枠組みを対象の背景と主訴でとらえた や)のが多く、結果

として不妊に関する情報収集や治療に関する相談内容が

多数をriめている状況であつた。 し か し、三転県では、

看護者として 「人間の反応をみるJと い う祝点をもつて

デー タベースを作成 し、それを月1いて看護診断を行い、

それに即 した看護介人、評価を行った。その結果、表情

が見えない、治療背景や生活背景がわからない新規の電

話相談においても、対象を身体 ・心理 ・社会的側債iから

幅広 く、そ して情報収集の奥に潜んだ真のニーズをとら

え、短時間で も看護の方向性 を整理 しながら介入につな

げることができたと考える。看護介入については、ニーー

ズに対応して 〔適切な情報提供】を中′いとして行われた

が、【生活調整に対する助,キ】【セルフケアに関する助言】

は看護者な')ではの助,手であり、これによる妊娠の報告

も受けた。【働きかけが芝、要であることの助言】について

は、具体的にインフォーム ド・コンセン トやセカン ドオ

ビエオンな どの説明を行い、堤励 している。 しか し、施

設でこれを行 うにあたつては、対象となる不妊に悩む大

婦たちは不妊を受けとある|、1あたって情緒的な揺れを体

日本不妊看譲学会誌第 2巻 第 1号 (2005)

験 している状況に置かれているという理解が必要であり、

それと同時に、二重県の文化的 ・精神的な風 上が治療や

医療従事打に臨む態度にどのように影響 しているかとい

う検討 t)老、要である。よつて、興想論に留まることなく、

対象の状況や施設の現状と離れないような助斉の工夫が

必要となる。これらは坂上らの考察 11)と 一致する。評

価については、当初、8害レミ解決につながっていたが、

相談内容σ)複雑化と相談員のアセスメン ト能力の向 iとに

ともない、結果的には 6害Ⅲへと下降が見られた。

今回、不妊治療という側面だけではなく、看護者とし

て 「不妊や不妊治療による人間の反応Jを とらえるよう

に努め、生活をどのように管理 tンているか、身体的な問

題はどのようであるか、どのような感情や思考を建)って

いるかなどについて診断することにより、相談者の身体

的 ・心理的 ・社会的側面のバランス(kいアセスメン トや

介入につながり、解決あるいは継続的サポー トの場とす

ることができたと考えられる。また、看護を視点としンた

詳細な看護介入と結果を記録に残 し、整理 していくこと

で、ネットワークの中での看護者の役替Jが少 しずつ明確

になっている状況にあると考えている。

(2)対 象のニーズの見極めにともなう調整者としての

役割

評価のうち、継続と判断された中には、1対象の危機状

況の段階によって教「T31の対応が必要であるが看護者でソ

オローできるもの」と 「心理的 トラウマやス トレスの重

篤化があり、段階を踏んでく)解決が困難と判断され、心

理職などの他職種への紹介が必要とされるもの」に三分

された。実際に紹介に至つたのは 1例 のみであつたが、

看護者としての役割の限界を知り、適切な時期に適切な

職種へと連携を図る必要がある。また、今回、セカンド

オピニオン的役割を求めて相談してきた者が多かったが、

ほとんどの者がまずは受けている治療内容や今後の方向

性を担当医師に尋ねるという行動を起こすことが必要な

段階にあり、その助言に関して看護職ですべて対応は可

能であつた。現在、直接、他職種と連携を図つているの

は心理職と自助グループであり、相談員が返答に音慮 し

た時の相談先として医師会、助産師会などを設けている。

(3)現 場の医療に携わる医療職に対する情報提供者と

しての役害Ⅲ

直接的なセンター事業の業務からは外れるが、勉強会

でセンターの現状を報告することにより、施設の医療従

事者が対象の体験から浮き彫 りになった医療施設の現状

を真摯に受けため、施設のケアの改善につなげるきつか

けにすることができたじまた、このような活動への理解

が深まることは施設からセンターヘの紹介にもつながる
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であろ う。また、看護者が役割意識をもち活動範囲を広

げて活動 していることは、施設における看護者にとつて

非常に頼 t )しい存在 と映 り、二重県企体の不夕千医療にお

ける看護者の役害lσ)明確化の
一助 となつたと考文る。

以上、不妊専門相談センタ
ーにおける看護者の役害1に

ついて述べた。C h r i s t i n e 1 2 1は職種間におけるチ
ームワ

ークを促進するくJのよヒ/て、①相互信頼、②対等な関係

の形成、0各 々′)役害1の明確化、④各々のアセスメント

の視点J,明確化、0連 携σ)ピ、要性の白覚、⑥専門教育を

受けていること、の実践能力の 7要 素を挙げている。不

妊専門相談ヤンターにおける看護者は、不妊に悩お夫婦

をとりまく各職種の連携に基づいた上での独自の役害1を

く,ち、そしてそれは施設における不妊医療や看護と循環

するという認識が必要であるといえる。

3)セ ンターを看護大学内に設置し″たことの効果

当初、公平性の保持がネ ントワ
~ク び)オ1デ)いであった

が、看護の視点で不好和談ヘブ)助占や学習支援などが行

えた効果は大きいと思われる。具体的には、相談者の立

訴とその背後にある真のエーズを確認 し、また11手く引

き出せたケ
ースと引き出せなかつたケースとの違いにつ

いての話し合いや、実際の介人から帰納的に対象をとら

えることにより、相談虫が様々な視点から情報収集や看

護介入″)必要性に
ブ)いて考えられるようにかかわりを進

めた。その結果、施設の紹介希望という訴火_からく,、対

象の奥底にある気持ちを引き出そうとする姿勢や、また

説明から助言、支援の方向性分ヽと変化する姿勢が見られ、

相談負自身や)アセスメン ト能力が向上する変化を感じと

っていた。また、大学の立場で最新の研究や知識が還元

できることや県立大学という特殊性から県との連携を保

ちやすいこと、勉強会の事務局が当大学に置かれている

こともあり、勉強会とリンクさせやすいことも利点とな

った。具体的には、相談員が感 じている悩みを検討会や

勉強会に反映させ、改善につなげることにより、自己の

課題や看護職 としての限界を確認し、また看護職として

活躍の場を広げることにより役害1意識を高め、非常にい

きいきと相談に応じている様子がみられることは喜ばし

い限りである。施設内で各職種の連携がとれないという

欠点はある()のの、ネットワーク内の各職種の協力を得

て、また互いに理解と信頼を図りながら、欠点を利点へ

と置き換えられるように努力していきたいと考えている。

V`今 後の課題

・i重県の対象のエーズを丁寧に分析し、より細かい相

談連携システムを構築することが必要である。また、電

話相談の評価方法、看護者が行 う不妊相談の独自性につ

いてさらに考察を深めていくと同時に、不妊相談員の研

修方法、支援者側のスー六―バィズ能力や関連システム

とのコーデ ィネー ト能力、看護実践能力の向上について

も検討 していきたいと考えている。
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健康増進・障害予防に向けた 高 齢 者 ケ ア の 新 た な る 実 践

Nα4介護保険制度の実施、そして改革などをはじめとして、高齢者ケアを取り巻く環境は日々変化しています名そ

のような中、介護予防・認知症ケア・施設ケアなど、きまざまな現場で従来とはアプローチの異なるさまざまな

ケアが行われていま丸 その実践の現場からの報告で、高齢者ケアの新たな可能性を探るシリーズで曳

認知症予防教室
気道場
〃

一死
<監 修> 鈴 木 み ず え suzukt                                                                     t M zue

三重県立看護大学老年看護学

地域交流研究センター長

井 上 秀 美 h o u e  H t t e m

志摩市志摩在宅介護支援センター

保健師

磯 和 勅 子 s o w a  T o t t K o

二重県立看護大学 老年看護学

助手

認知症予防のために

近年、認知症予防の観点から、初期の認知

症や認知症と診断がつく前の状態、いわゆる
“
認知症予備群

"へ
の積極的な働きかけが重要

視されている。

認知症予備群は 「軽度認知障害」 (MCI)、

「加齢関連認知的低下」(AACD)な どと呼ばれ、

この時期への効果的な介入が後の認知症の発

現に大きく影響する。

その中でも、特に注目されているのは、低

下しかけている脳機能を十分に働かせること

で、認知症の発現を遅らせ、低下した脳機能

を改善しようとする試みである。これは、若

いうちから脳機能を十分に使っている人や社

会的なつながりを豊富に持っている人、いわ

ゆる脳機能を継続的に刺激する条件を多く持

っている人は認知症になりにくいという、脳

疫学研究結果に基づいている
1)。

認知症は75歳 を境にして急激に増加する。

そのため、認知症予防の取り組みは60歳代後

半～70歳代前半を対象に進めることが効果的

であるといわれている。

しかし、この年齢の高齢者は、もし認知症

66  cOrnmunity ca「e20057

予備群になっていたとしても日常生活に支障

がなく自覚症状に乏しいため、適切な介入時

期を逃す危険性が高い。

そこで重要になるのが 「地域における認知

症予防活動」である。地域特性や地域住民を

熟知している保健師が地域住民に合った方法

を計画し、地域住民とともに認知症予備群の

早期発見と早期介入に努めることが望ましい。

今回は、地域特性に基づく生活習慣要因に

関連した認知症の発現に対し、積極的な介入

を行っている三重県志摩市志摩町の保健師の

活動を紹介する。

認知症の早期発見と

脳機能への働きかけ

●認知症の評価

認知症は徐々に進行する大脳全般の障害で

あり、初期には情報の分析 ・評価 ・統括機能

を持つ前頭前野が侵され、その後、認知機能

を司る大脳後半部が侵される。

そのため、早期認知症の発見には、前頭前

野機能と大脳後半部機能を同時に評価するこ

とが望ましい。志摩町では、浜松二段階方式

簡易認知診断法である 「かなひろいテス トJ
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写真1 認知症予防教室 「あたまの元気道場」の様子●

風船を足の間に挟んで渡していく

と MMS ( M i n i  M e n t a l  S t a t e )な どを併 用 して

いる
か
。

●脳機能の強化

加齢に伴う生理的な脳機能の低下から認知

症に至るまでには、個人差はあるが、平均し

て5～ 10年の期間がある。

早期の認知症の多くに見られる機能低下は、

①注意力、②言語流暢性、③思考力 (計画力)、

④エピソー ド記憶、⑤視空間認知の5つといわ

れている
コ
。

そのため、これらの脳機能を強化すること

が認知症予防に効果的である。例えば、問題

解決力や記憶力を必要とするゲーム、ジグソ

ーパズルや立体図形の書き写しなどである。

また、人との会話や共同作業も上記の脳機

能を強化するほか、Q①Lの 向上につながるこ

とから、認知症予防活動においてはグループ

活動を取り入れることも有効である。

志摩町の認知症予防活動

「あたまの元気道場」

●志摩町の地域性

志摩町は志摩半島の先端にあり、周囲を海

に囲まれ、あわびや伊勢エビ漁、真珠養殖な

ど漁業中心の温暖な地域である。

歴史的には、海女や畑仕事など女性中心に

栄えてきた町で、働くことに重要な価値観を

持ち、健康な限り70歳以上になっても仕事を

写真2 認 知症予防教室 「あたまの元気道場」の様子●

貼り絵もみんなで1つの作品を完成させていく

続けている。そのためか、要支援者の発現率

は三重県の中でも最も低い
い
。

しかし、80歳 を超えて第一線から退 くと、

極端に活動量が減り、家に閉じこもりがちに

なる、他者との交流が減少するなどの生活習

慣の変化が見られる。そして、それが認知症

の危険率を上げる要因となっている。

そのため、この地域では高齢者が仕事から

引退して活動量が減少する時期から、認知症

予防に取り組むことが重要になる。

●認知症予防教室

志摩町における認知症予防活動は、2001年

度からスター トした。その中心は月に1度開催

される認知症予防教室 「あたまの元気道場」

である。

教室は、1回2時間で1～2名の保健師が担当

する。参加人数は15～20名程度、そのほとん

どが女性である。平均年齢は80歳、最高齢は

101歳で、約5割は1人暮らしである。参加者

の多くは海女などの漁業の経験を持っている

が、現在は第一線を退き、家事や楽しみ程度

の畑仕事をしている。

この教室では、早期認知症の評価として前

述の 「かなひろいテスト」を用い、適宜MMS

の併用と面接も行っている
'。
また、脳機能の

強化プログラムとして、リズム体操 。しりと

りや連想ゲーム ・クロスワー ドゲーム ・百人

一首などをグループワーク形式で取り入れて

いる (写真1、2)。

ａ
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lHの プログラムは、O導 入 (挨拶と本日行

うメニュー説明)→ ②実践 (2～3種類のゲー

ムや認知機能テスト)→ 0終 了 (ゲームの効

果やテスト評価の説明、自宅における予防活

動の説明)の 3段階からなる。

ゲームの選択や組み合わせ、アプローチ方

法における留意点として、脳機能と身体活動

を必要とするゲームを組み合わせること、特

に記憶力や判断力などの認知力を高めること、

面白い ・悔しい 。嬉しいなどの感情を喚起さ

せること、新たな体験に挑戦させること、そ

の 上で、参加者のレベルに応じた難易度の調

整を行うことが挙げられる。

●予防教室の効果

本教室に参加したことによって、参加者の

「かなひろいテストJの 平均得点は、開始時点

の124点から245点 に上昇した。「かなひろい

テス ト」の合格点は、70歳以上では9点であ

り、もともと参加者の多くは開始時点から合

格点以上の得点であった。

介入後のさらなる大幅な得点アップは、月

に1度の活動の効果だけでなく、認知症予防の

必要性と効果的な方法を本人たちが理解して

生活改善を行ったり、テストの得点を上げる

ために課題の練習を行ったりと、教室以外で

の努力によるところが大きいと考える。また、

テストヘの慣れも得点アップにつながったと

思われる。

<事 例概要>

A氏  77歳  男 性

・社会的役割 :元議員で現在B地 区老人会役

員として活動している。

・健康状態 :良好、特別な既往はない。

・日常生活状況 :自立している。

・利用のきつかけ :他の地区の役員との交流

で 「あたまの元気道場」を知り、自分の地

区でも実施したいと本人から申し入れがあ

68  cOmmunty ca「e2005‐7

認知症予防における

積極的に参加し、中心的存在の 地域保健師の役割
A氏 の事例から

り、B地 区の 「あたまの元気道場」開始時か

ら参加。

A氏 は、木人の希望で利用を開始した。また、

老人会活動の一環として、認知症予防の必要

性を感じており、事前の日程確認や連絡、準

備などの役割も担っていた。そのため、元気

道場の脳機能活性プログラムにも積極的に取

り組んでいた。

当初は、活動予定を誤って記憶していたり、

同じことを繰り返し確認したり、何度も日程

の問い合わせがあるなど、軽度の認知力低下

を疑わせる行動が見られたが、現在ではそれ

らの行動や誤りに自ら気づくことができ、適

宜メモをとったり、日付を確認するようにな

った。

また、初年度 10点であった 「かなひろいテ

スト」が次年度には24点と向上し、日に見え

る変化を本人も非常に喜んでいるc

さらに現在、A氏 は参加者がゲームをうまく

こなせないときに他の参加者にサポー トを依

頼することで、参加者全員が楽しみながら認

知症予防に努められるように働きかけるなと、

B地 区の認知症予防活動の中心的存在になりつ

つある。こうした教室内の役割を担うことでA

氏の自尊心が高まり、心の活動レベルが向 上|

したと考えられる。

認知症において脳の機能回復の効果が期待

できるのは、軽度から中程度のレベルまでと

いわれており、重度認知症では難しい
酌
。しか

し、社会や家庭生活に支障を来さない早期認

知症を発見することは難しく、認知症予備群

においては、そのほとんどが見過ごされてい

るのが現状であろう。

そのため地域保健師は、まず認知症予備群

を含む 「早期認知症の発見」に取り組む必要

がある。これには地域住民の協力が不可欠で
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ある。認知症は 「高齢なので仕方がない」と

か 「加齢に伴って誰にでも起こる単/s―る物忘

れ」などと認識されることが多く、中には認

知症だと気づいていても家族が世間体のため

に本人を家の外に出さず隠してしまうケース

もある。

したがって、地域保健師として大切なこと

は、住民に正しい認知症に関する知識を普及

し、生活習慣の改善の必要性を自覚させ、認

知症予防に取り組むことである。

認知症は、早期からの適切な介入で発現を

遅らせ、発現してもその進行を抑えることが

できることを、町の広報誌や新聞などで根気

強く広めていくことが大切である。また、認

知症専門医による講演会を開催することなど

も効果的である。

住民が認知症を自分たちの問題として捉え、

日頃の生活習慣を見直すことで認知症予防に

努めること、さらには、同居あるいは近隣に住

む高齢者にも関心を持つことが理想的である。

地域保健師の活動に期待

高齢化がますます進む中、認知症人口の急

増が懸念される。そのため、早期認知症を適

切に評価し、根拠に基づく効果的な介人を行

うことが重要であり、これには本人を含む家

族の協力が大切である。これからは、地域保

健師の活動に期待がかかる時代といえよう。

なお、本稿で紹介した志摩市志摩町の取り

組みは、三重県立看護大学地域交流研究セン

ターの 「県民局担当制事業Jと ともに進めて

おり、こうした大学研究機関との連携も重要

である。

●引用文献
1)D A Snowdon t Agingノ 判zheimer s disease lessons f10m

the Nun Stud_■/The geront01o81St 37,p150156,1997

2)金子満雄 :地域における痴呆診断と対策―早期なら痴呆は

防げる、治せるi真 興交易,2002
3)矢冨直美,杉山美香 :痴呆予防のすすめ方―ファシリテータ
ーの理論 ・技法とその事例―,真興交易,2003
4)三重県健康福祉部 :二重県の介護予防,平成17年

5)金子満雄 :痴呆の評価法シリーズ14-かなひろいテストー,
老年痴呆,10,P15-20,1997
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多職種参加の転倒予防検討会を中心とする

三重県における
転倒予防ケアシステムの開発
鈴木みすえ
Suzuki卜1lzue
三重県立看護大学教授/地 域交流研究センター長

福田裕子 池 田道智江
Fukuda Yuko     lkcdaヽ4ichiko
二重県立看護大学大学院看護学研究科

内 田 敦 子  河 含 富 美 子  日 比 野 直 子
Uchida Atsuko   Kawai Fullniko         HibinO Naoko
二重県立看護大学

大法」律子   伊 藤 薫
Obuchi R tsuko           ltOu Kaoru
二重大学医学部看護学科教授  四 国市市介護・高齢福祉課

図 1 二 重県における転倒予防ケアシステム開発の目的

職員の経験から転倒予
わが回の高齢化はますます進展し,戦 後の第一

次ベビーブーム世代が 65歳以上になる2015年に

は,高 齢化キは 25.2%になり,人 Elの4人 に 1人

が高齢者になることが予測されている。高齢社会

においては,高 齢期になっても健康を維持し,生

活の質(Quttty of LiFe)を向 liすることが重要に

なってきた。高齢期に起こりやすい症状として,

認角1症,失 禁,誤 熙などの老年症候群があり,そ

の中でも転倒が,高 齢者の11活の質を著しく低下

させることが注目されている。高齢期の生活の質

を維持させて,自 立して生活できる期間である健

康寿命を伸展させるには,転 任l予防が重要と言わ

れている.

二重県立看護大学地域交流研究センターの研究

開発事業「!二重県における転倒予防研究システム

の開発」は,=玉 県立看護大学と四日市市介護・高

齢福和L課,高 齢者施設が連携し,転 倒予防システ

ムを開発しようとするものである(図1).具 体的

には,各 高齢者施設の看護師,介 護福和L士,医 師

などの高齢者ケアのエキスパー トが,経 験を踏ま

えて実践してきた転倒予防のケア方法を構築する

各施設の職員の二一ズ
意見に基づき開発

重度障害高齢者および

0
検討した内容を各施設
で職員にフィードパック

*二重県立看護大学と四国市市介護 高齢福祉課)各高齢者施設
が連携

とともに,こ 三県全体の転倒予防に関するシステ

ムを開発し,転 倒予防ケアの質の向 11に寄与する

ことが目的である。

本稿では,本 研究事業の中から・転倒予防ケア

の確立を目指して取 り組んだ転倒予防検討会の活

動を中心に報告する.

高齢期の移動能力の低下は,高 齢期の生活の質

に著 しい影響を及ぼ している。このため,2006

年 4月 に予定されている介護保険制度の改正では,

後期高齢者の増大に対応するために,重 度の介護
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状況の予防として「予防重視型のシステム」への転

換を図ろうとしている
い。

転倒 予防事業を実施する白治体は,2000年 に 5

キ!であったが,2004年 では 7書Jと報告されてい

る2。そして,2004年 では,向 治体で実施された

転倒予防事業の 9割 に効果があると報告され,介

護保険制度の施行に伴って,地 域で実施されてい

る介護予防事業としての転倒予防教室が定着して

おり,転 倒 予防教=は
/FtL・
lでも7制 の白治体が実

施するなど,そ の効果は声F価されている。つまり,

在宅高齢者に対する,体 操などの転倒予防のシス

テムは確立しつつある.

しかしながら,高 齢者施設に入所中の要介護高

齢者は,認 知症, 11常生活動作の低下などの転倒

のリスク(危険要因)いを多数有 してお り,施 設職

員が転倒予防に取 り組みながらも,転 倒ハイリス

クの高齢者は転倒を繰 り返しているのが現状であ

る。

特に介護保険制度の制定後,転 倒・骨折に関す

る介護事故,看護事故に関する訴訟なども増加し,

看護・介護における転倒予防に関する取 り組みは

急務と吉える。

本研究事業の一環として,2004年 7～ 12月 ま

での半年間に,月 1同の転倒予防検討会を開催し

た。転倒予防検討会は,四 田市市の 6施設が,転

倒 予防が困難であったり,対 応に苦慮した事例に

ついて各施設 1例ずつを報告し,看 護師,介 護福

祉士,医 師などの高齢者ケアのエキスパー トが,

経験から蓄積してきた転倒予防のケア方法を討議

した.

●多施設の参加者から転倒予防ケアを学ぶ

認知症患者の早朝ベッド転落事例

第11J日は,「認知症高齢者の早朝のベッドから

726   看 護学雑誌 69/72005-ア

歩行介助1車いす移動|ベウドを案分幼.‐排泄介勤
転倒の状況1早朝〕寛醍すると題床じようとすることが多く,
6γ6時にバッドから転倒を0国続けて線り返‐した,自分で豪
いすからベッドヘ移案しようとして転落した

―
|    ‐

一般の高齢者の躍騒靖閣でも7～8時間!要介態蔦齢者であつ
て争毎日21時から翌朝6時までの9時閣を眠り続けることfよ
困難である|このためャ夜闘莞韓や早朝の起床時は注意が必
要である1隷知症の場合4夜闘の中途覚醒|よ起こりやすい

11謡期症高齢者の睡館,‐排泄およぴ阜朝の起床時の生活パタ
ニンを把握じ̀ 1転倒r転落を引き起こす動作を事前に予測する
2 要闇の中途覚醒,排泄,早朝の起床時の対処方法を施設置
とに検討する |   ‐‐ ‐ ‐ ‐
31日中|ま活動を抑制せす.||‐できる|だけ覚霞を促すために野外
でのレクリエーションを実施し,農内でも身体の活動鐘を路
めて昼夜のリズムをつける慕効の王夫を行なう

の転落」の事例を検討 した(表1).こ の事例のよ

うに,早 朝に覚醒し,排 泄や更衣をしようとして

転倒する高齢者は,高 齢者施設ではたびたび認め

られる。夜間の排泄のパターンを把握し,夜 中に

一度声かけを行ない, トイレに誘導するなどの工

夫も必要である。

認知症高齢者の緋徊は, 日没後と早朝に多いこ

とが指摘され,そ の徘徊時に起きる転倒もある。

一般的に,高 齢者は寝つきが悪く,中 途覚醒が多

く,早 朝覚醒する傾向がある。なかでも認知症高

齢者では,夜 間に何度も覚醒しているが,昼 間傾

眠傾向などの睡眠・覚醒の障害を来たしているこ

とが多い。しかし,一 般的な高齢者施設では,消

灯時間が 21時 と早いために,入 眠後,早 朝 4～ 5

時に覚醒 し起床しようとするのは, 日内リズムの

障害をきたしている認知症高齢者の特徴とも考え

られる。

参加者からは,意 見交換をする過程で,高 齢者

の夜間の転倒・転落を防止するためのケア方法が

提案された。討議した内容としては,「朝早 く起き

て落ち若かない高齢者の場合,起 床後,車 いすな

どに移乗することで,落 ち着く場合も多いJ「朝

表 1 認 知症高齢者の早朝のベッドからの転落事例
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食までの時間に、バナナやチョコレー トなどの軽

食を食べていただいた りしている|「アルツハイ

マーlJの方は,興 奮している時に,な ぜかチョコ

レートを食べると落ち若くことがある。飾では誤

峡による雀′8、のおそれがあるが,チ ョコレー トだ

と溶けるので,空 嬉、の心配はない」「朝食までの

時間に軽食や温かい飲み物を提供することがH課

となっている施設もある」など,経 験から積み重

ねられていた具体的なケア方法が話された。また,

党醒時の転倒・転落を予防するためには,睡 眠に

関する援助として足浴の実施など,入 眠前への援

助も重要であることが確認された.

パーキンソン病患者の転倒事例

転倒を繰り返している高齢のパーキンソン病忠

者の事例も報告され,転 倒を予防するにはパーキ

ンソン病の歩行障羊の特徴を理解することが重要

であると討議された。

パーキンソン病の高齢者は,左 右どちらの足を

出すか, どのように歩いてよいかで迷うことが多

い.こ のため, 日印となる線があると,そ れを跨

いでいこうとする足の運びがスムーズになる。病

院などでは,歩 行時に,介 助者が患者の傍らに立

ち,自 分の足を息子の前に出し,息 者がそれを跨

ぐように歩くと、うまく歩ける。

また。パーキンソン病の高齢者は,方 向転換す

る際に転倒しやすい。たとえば廊 下から部屋に曲

がる時に転びやすいため,方 向を変える時は円を

描くように同るよう指導したり,廊 ドにテープを

貼るなどの視覚刺激の方法が考案された。すり足

に対 しては,介 助者が「ここまで膝を上げましょ

う」と声をかけて上げる位置を指示 して,視 覚で

確認し,パ ーキンソン体操を実施する必要性など

も提案された。

家族への対応

転倒の可能性については,事 前に家族に相談す

る必要性がある。また,転 倒後の対策などに関し

ても,特J急の連絡体制が必要である。なお,介 護

施設で適応される損キ賠償保険は,本 人または家

族が損害賄償を求めた場合にのみしか支給されな

いためⅢ利用する際には家族にi比明する必要があ

る。転倒事故マニュアルを作成し,対 処すること

の重要性も確認された。

また,通 所サービスおよびショー トステイの利

ナlj高齢者では,在 宅における家族の介護の放任

(neglect)と推察される事例もあ り,家 族の精神

的な問題を抱えている様子が示唆された。

●施設 ・職種を超えて話し合う意義

参加者からは,検 討会の意義について,「同じ施

設の中だけで検討していても,な かなかスムーズ

にいかなかったが,他 施設の1可じような
'!王
例によ

って,解 決の方向が理解できた」しR持ちがホッ

とする時と,共 感できる話が多い」「多くの情報

を取 り入れることができ,今 後の活用につなげら

れるJ「日常的な長い時間の中で,常 に高齢者の

行動に配慮していくことの大変さを感じた。ささ

いな注意が事故の回避につながる」「ふだん何事

もなく過ごしている中に,い つも転倒の危険があ

ると再認識できた」との意見が聞かれた。

本検討会がきっかけとなり,「施設内でケアカン

ファレンスを積極的に行なうようになった」「t_ri

倒予防に対する意識が高まり,事 故報告言,ヒ ヤ

リハット報告書などが少なくなったJと報告した

施設もある。今後,こ れらの施設の転倒事故や転

倒による骨折などの外傷が,昨 年度と比べてどの

程度減少したのかについて, さらに分析する予定

である。

品質管理を目的としたIS090olを取得している

介護老人保健施設から,品 質マネジメントシステ

ムとして導入した転倒予防評価システムの取 り組

みが報告され,意 見交換を行なった.老 人施設入

所の要介護高齢者であっても,積 極的な転倒予防

方法として,筋 力向上のための体操の必要性など

も提案され,次 年度の課題となった。
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翁転倒予防グッズの作成と活用

転倒 予防検討会の内容を踏まえて,職 員教育用

パンフレットおよび転倒 予防ポスターを作成した。

職員教育用パンフレット

職良教育用パンフレットは,事 例検討の内容を

中フはヽに,施 設職員にとって理解しやすい内容にま

とめて配布した。教育用パンフレット活用の効果

としては,転 倒予防の認識が強まったなど,次 の

ような報告が寄せられた。

・ケアカンファレンスで積極的に話し合い,具 体

的な方策を立てるようになった。朝の申し送り

で,気 をつけなければならない環境の調整や見

守 り, トイレ誘導などについて,具 体的に話す

ことを増やし,同 様のケースや状態での利用者

の転倒転落ヒヤリハットは少なくなった

。詳しくて理解しやすい。症状について記入され

ているのでわかりやすい

。事例報告で同様の事故を予防したいと考えるよ

うになり,施 設内の転倒事夕Jについてはどうす

るべきであったかと検討を重ねた

転倒予防ポスター

老人施設の職員の転倒予防に対する意識を向上

させるために,転 倒予防ポスターは「転倒予防の

ための1分間リスク・アセスメントJ(図 2)「転倒

予防のための 1分間事故報告書分析」(図3)の2

種類を作成し,二 重県内の全高齢者施設に配布し

た。これらのポスターは, ともに高齢者施設の職

員が,短 時間で受け持ち高齢者の転倒予防ケアの

アセスメントをしながら,ケ アプランも検討でき

るように工夫した。転倒予防ポスターを施設内で

図 2 転 倒予防のための 1分 間事故報告チェック

横組争輸のための1分調善救報告韓手ェック

ほ田ぞ鮮蓋挑法チン残盛篭こ字脅路狩塩1縦撤焼解縦品
対蓬輔盟描賛盤盤盟 窮辞維器 鎮鱗剤 ;翌報機翌双換ギ

図3 転 倒予防のための 1分間リスク・アセスメント

鞭 学妨つたうの1カ1倒転劇リスク,アセスメクト
お金なが担当する吉臨をじ 転 日のリスク●持つていさせんか?

以下'宵嘉呂『尋鞭 隅 現汀英祐iとう

ネいすれもホームページ(httpi1/www mcn acip/tenlouttndex htm)からダウンロードできる
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表 2 転 倒予防ホームページの構成

●転倒予防の必要性
●研究目的
●転倒予防検討会の参加施設
●転倒予防検討会の内容 i転r」l予防検討会に参加していなくて

も,その内容が把握できるように配慮した
。転倒予防ポスター パ ンフレット!ポスター(図2 3)の ダ

ウンロードは自由に可能
●研究メンバーの紹介
●転倒予防ケア
●転倒予防の図書 文 献 i転倒予防に関して積極的に活用でき

るように工夫した
●リンク!リンク先よ転使」予防関連のものとし1主体的に転倒

に関連する知識が学べるようにするなどi転 倒予防に関し

て積極的に活用できるように工夫した

(httpプ/いヽ,′w mcn acip/tentOu力 ndex htm)

掲示することで,「転倒予防を意識するようになっ

た」「ケアのポイントが理解できるようになった」

との意見が聞かれた.

●転倒予防ホ
ームページの開設

転倒予防検討会の内容をもとに,転 倒予防に関

するホームページを作成した(表2).

内容は,転 倒のリスクに関する解説を重視した。

特に高齢者施設の職員は,介 護福祉士,看 護師な

ど多職種によるため, さまざまな職員に転倒予防

に関する意識を高めてもらう効果を期待している。

●参加者および参加施設に対するアンケ
ート

転倒予防検討会の参加者 7名のアンケートでは,

転倒事故報告の発生件数に関しては発生件数が

「少なくなった」4名 ,「変わらない」が3名 であり,

転倒による外傷・骨折に関しては,5名 が「少なく

なった」,2名 が「変わらない」とい1答しており,

わずかであるが,転 倒による外傷が少なくなって

いる。

本検討会に代表者が参加した高締者施設の職員

154名を対象に実施したアンケー トでは,「転倒事

故事例検討会の内容を活用したか」に対 しては「活

用した」113名 (73.4%),「検討会から提案された内

容は効果的であったかJに対 して「効果的であっ

たJ102名 (734%)と 回容 していた。具体的には

「日常業務で気をつけるようになった」「転倒予防

のケアの再検討になった」「転倒予防を意識づけ

るようになった」などの声が寄せられた。しかし

ながら施設によっては,認 識が新たになった程度

と同答してお り,さ らに各施設に対する教育・啓

家活動が必要であることが示唆された。

たとえば,Rayら
りによるナーシングホームに

おける人所中の高齢者に対する転倒予防の個別ケ

ア介入では,1年 間の介人の結果,1写転倒の割合

が,介 入群 43.8%,対 照群 54.1%と,介 入群が有

意に低下し,転 倒による外傷も減少したと報告さ

れた。個別介入としては,生 活環境と個人の安全,

車いす,向 精神薬の使用・副作用,移 乗と移動に

関するアセスメント,ベ ッドからの移乗介助と施

設内の歩行介助などを重視しており, 日頃の地道

なケア介入が重要であり,こ れらの介入をさらに

継続する必要がある。

●介入前後の 自己評価

転倒予防検討会では,高 齢者施設の職員が転倒

予防ケアとして取 り組んでほしい内容を27項 目

挙げて,高 齢者施設職員に対して転倒予防ケア自

己評価を転倒予防検討会の介入前と後に行なった。

介入前後を比較した結果,「草いすからのずり落ち

予防に対する援助」「排泄障害の援助」「認知症の

援助」「生活リズムの援助」などの改善傾向が認め

られた。2004年度に転倒予防検討会に参加 した

各施設では, もともと施設内の転倒予防に対して

取 り組んでいた施設もあり,そ のために転倒予防

ケアに関する改善の変化が少なかった可能性もあ

る.
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現在,転 倒予防検討会に参加した各施設におい

て,事 故報告書を集計しており,実 際の転倒の報

告件数から,さ らに分析を進める予定である。

本稿では,本 研究事業のうち,転 倒予防検討会

を中心に紹介した。転倒予防検討会では,施 設で

行なわれたケア方法を紹介したり,ケ アの工夫な

どを検討することで,転 倒する高齢者のケアのポ

イントが明らかになった。施設内ではスムーズに

いかなかったことも,他 施設の同じような事例を

話し合うことで,効 果的なケア方法に対する意見

が積極的に討議された。参加者同士が意見交換す

ることで,日 頃の看護・介護の悩み,不 安なども

相談でき,各 施設の交流の場 となった.

本研究事業は 2005年度に継続するため,各 施

設職員の転倒ケアに貢献するような転倒予防ケア

システムをさらに検言寸していきたい。

四[1市市介護・高齢福祉課の皆様には,本研究事業の企

画・運営・実施に際してご協力賜りました。また,参加各施

設の皆様には,転倒予防に関して毎回,熱心にご討議頂き

さまざまなご意見を賜りました。ここに深謝致します.

すすきみすえ●三重県立看護大学
5514-0116 三 重県津市夢が圧
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4)地 域交流研究センター事業決算及び予算

(1)平 成 16年 度地域交流研究センター事業決算額

(単位  円 )

計

報償費 1,121,283

旅費 1,582,570

需用費 3,079,641

消耗品費 2,249,077

印刷製本費 830,564

役務費 1,170,871

通信運搬費 1,008,554

手数料 162,317

使用料及び賃借料 143,325

備品購入費 1,487,955

合 計 8,585,645

(2)平 成 17年 度地域交流研究センター事業当初予算額

7 , 1 6 2 千円

- 9 1 -



編集後記

二重県立看護大学地域交流研究センター平成 17年度年報が完成いたしました。

ご協力いただきました皆様に感謝いたします。

本年報には、県民局担当制事業、研究開発事業、継続教育事業、直接ケア事業の4事 業

の活動内容と資料を収録いたしました。

また今回は、県民の皆様に本センター事業と成果をよりわかりやすく伝えるため、県民

局担当制事業と研究開発事業については、新たに要旨 ・地域貢献のポイントの項目追加を

試みました。まだまだ不十分で改善の余地があるかとは存じますが、本年報を通じて、少

しでも多くの皆様方に本センター事業の活動内容と地域貢献についてご理解いただければ

と願つております。

二重県立看護大学

地域交流研究センタ
ー

平成 17年 度

Vol.8
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発行     二 重県立看護大学地域交流研究センター
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